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財団法人 婦人少年協会 



は じ め に 

 

 

平成 7 年の合計特殊出生率が 1.42 となるなど、少子化は進行しており、また、社会意識

の変化、核家族化、共働き家庭の増加等の社会変化のなかで、男女労働者が生涯を通じて

充実した職業生活を営むためには、仕事と育児とを両立させつつ、その能力や経験を活か

すことのできる環境を整備することは、極めて重要な課題となっています。 

こうしたなか、財団法人婦人少年協会は、労働省の委託を受け、欧米諸国における育児

休業の現状と実施状況、その背景となる育児についての基本的考え方と育児福祉対策等に

ついて調査を行うことといたしました。スウェーデン、ドイツ、フランス、イギリス、ア

メリカ合衆国、EU を調査対象国とし、それぞれの国等の育児休業の現状について、造詣の

深い諸先生方にご協力いただき、本書をまとめさせて頂きました。 

この報告書が、男女労働者の職業生活と家庭生活の両立支援対策立案の一助となり、ま

た、この問題にご関心のある方々のご参考に供すれば幸いでございます。 

最後になりましたが、ご多忙中ご執筆下さいました各先生方に厚く御礼申し上げます。 
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スウェーデンの育児休暇法制度 
 

 

花園大学社会福祉学部教授 

古 橋 エツ子 

 

 

はじめに 

 

スウェーデンの育児休暇法は、世界で初めて両親

を対象に制定されている。しかも、出産休暇と育児

休暇とを両親ともども総合的にとらえた「両親休暇

法」としている。つまり、本法は、産前・出産・産

後・育児・介護などを「子育てコース」として大き

く 1 つにまとめて、これらの過程をすべて両親で関

わっていくことができるような法的配慮がされて 
 

表 1 16～74 歳の男女の就労率：1994 年 

 

 
表 2 北欧諸国の男女別就労状況 

 

いるという特色をもっている。その根底には、

①「子どもは社会の子」「子どもは社会の財産」

という社会的コンセンサスが現在まで続いてい

ること、②諸政策の中心に男女平等を位置づけ

ながら子どもにとって最善の育児を目標にして

いることなどがある。 

北欧 5 か国は、男女の就労率や就労状況には共

通点もあるが（表 1、表 2 参照）、両親、とりわけ

父親の育児休暇に関しては異なった特徴をみせて

いる（表 3 参照）。そのなかで、スウェーデンの父

親は、北欧諸国のなかで育児休暇を利用する割合

が一番高い。それは、休暇中の所得補償も含めて、 
 
表 3 北欧諸国の両親のための休暇制度（1）とその 

休暇の週数：1994 年度（単位は週
(2)） 
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いかに休暇を取りやすくするかを視点に論議され、

法改正されてきたことの成果である。同時に、子

どもにとっても、母親だけでなく父親による育児

を保障することの効果も重要視している。とりわ

け、父親の育児休暇取得と父子関係の良好なこと

が、離婚後の父親自身の精神的環境や養育費用の

履行状況などに良いため、二次的な効果としても

期待されている 注 1）。 

ここ 2 年間に、スウェーデンは、男性の側から

育児休暇法に関連してさまざまな主張をしている。

たとえば、父親となる男性の側から「妊産夫休暇」

を提言したり、父子関係を子どもの出産・育児休

暇を取得した効果と結びつけて論議したり、国際

会議などで「子どもや高齢者の世話に関する男

性の役割」という重要な経験を広めたいとする

などである 注 2）。これらの主張を受け入れるか

のように、スウェーデンは、1995 年 7 月 1 日

に新しい「両親休暇法」（Föräldraledighetslag

〈SFS1995：584〉）を施行した。 

以下、スウェーデン育児休暇の法制度化への背

景、子育てへの援助のあり方をめぐる論議を含め

た法改正の経過、現行の両親休暇法および両親手

当給付の現状と今後の動向などについて述べる。 

 

第 1 章 育児休暇法の立法背景と法改正の経過 

 

 

1 育児休暇法制化の背景 

 

スウェーデンの育児休暇法の立法背景には、さ

まざまな政策上の期待があった。まず、1930 年代

の有史以来の出生率低下が、出生率の増加を目的

とする人口政策と母親の仕事と育児の両立を目的

とする労働政策を発展させた。とくに、1934 年に

ミュールダール夫妻の著書『人口問題の危機』が

世論を喚起したことで、妊娠・出産休暇の女子保

護規定は拡充されている。1939 年に、「妊娠と結

婚に関する雇用の権利を保障する特別法」の制定

により、女子労働者の結婚・妊娠・出産を理由と

した解雇が禁止され、12 週間の出産休暇も定めら

れた。この出産休暇が、1945 年に 6 か月へと延長

されたことによって、「出産と育児」の連続休暇と

いう形態になる。一方、1955 年に休暇中の所得補

償として、出産手当が本人の傷病手当相当額で 90

日間支給されるようになった 注 3）。1963 年には、

約 6 か月に相当する 180 日間の出産手当による所

得補償がされたので、保育所への入所条件である

「生後 6 か月以上の子ども」にも連動した。 

1960 年代後半は、高度経済成長期における労

働力不足から 注 4）、家庭で子育てをしている女性

たちへの労働政策と家族政策とが打ち出されてい

る 注 5）。具体的には、育児休暇のみならず保育所

の増設もされたが、核家族で共働きの家庭への対

応としては十分ではなかった。また、働く女性か

らは、仕事と育児の調和の問題を女性だけの問題

としていることが問題であると批判された。こ

の問題は、雇用の場での男女平等と、当時のフ

ェミニストによる活動とともに論議され、両性

の問題として発展している 注 6）。 

1970 年代に入り、こうした論議を受けて、働

く男女が仕事と育児をともに担うための第一歩

として、両親への出産と育児を保障するために、

関連する法律の調整がされた。その際の視点は、

男女平等政策を諸政策の軸にして再検討するこ

とで、より実効性ある育児休暇法制度を形成す

ることにあった。まず、1971 年の税制改革によ

って、夫婦合算課税方式から個人課税方式に移

行させ、妻の税法上の控除を廃止している 注 7）。

また、国民保険法（Lag om allmän försäkring

＜SFS1962：381＞）第 3 章傷病手当に規定さ

れていた従来の女子労働者の出産・育児休暇期

間中の「出産手当」を廃止し、それに代わって、

両親の出産・育児を保障する「両親手当」が新

設され（SFS1973：473）、1974 年に施行され

た。同年には、父親も母親も、子どもに対する

扶養義務の平等な負担や親権者の決定が平等に

できるよう、婚姻法、親子法などの改正も行わ

れている。そこで、両親を対象とした出産・育

児のための育児休暇法制定への準備が始まった。 

両親手当の制度化の 2 年後に、「両親休暇法」

（Lag om rätt till föräldraledighet〈SFS1976：

280〉）が制定されている。育児休暇の権利を保障

する法制定の方が後になっていたのは、両親手当

の規定により、出産・育児を理由とする両親手当 
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の受給期間中は、休暇権があるという解釈があっ

たからである。したがって、スウェーデン育児休

暇法制度の特徴は、育児休暇権の発生の法的根拠

を国民保険法第 4 章両親手当給付に、また、単な

る育児休暇権の法的根拠を育児休暇法においてい

る点にある。そのため、両親手当と育児休暇は、

改正に際しても互いに連動しながら拡充している。 

 

2 育児休暇法改正の経過 

 

（1）労働時間短縮型の育児休暇 
 

両親休暇法の施行後、休暇中の所得補償がある

にもかかわらず、父親の育児休暇取得率は 3％と

低かった。また、同法の育児休暇は、全日休暇型

のみであったため、母親からは労働生活の中断に

よる職場復帰の不安から、職場への早期復帰を要

望する声が高かった。 

こうした声に応えて、1972 年以来、労働組合

の懸案であった「1 日 6 時間、1 週 30 時間労働制」

という労働条件のレベルアップを、育児を担う親

である労働者から優先して導入することにした 

注 8）。そこで、1977 年の改正（SFS1977：631）

により、通常の労働時間を 1/2 短縮（＝4 時間労

働）または 1/4 短縮（＝6 時間労働）できる労働

時間短縮型の育児休暇が導入された。 

 

（2）両親休暇法から育児休暇法へ 
 

1978 年、労働時間短縮型の育児休暇の導入を

きっかけに、両親休暇法に代わって、新たに「育

児等休暇法」（Lag om rätt till ledighet för vård 

av barn, m. m. ＜SFS1978：410＞）が制定され

た。以後、1982 年の改正（SFS1982：676）に

より、女子労働者の授乳時間が導入され、1985

年改正（SFS1985：90）では、「親である労働者」

の定義と範囲が広く、かつ、明確にされた。 

 

（3）育児休暇法から現行の両親休暇法へ 
 

父親の育児休暇の取得率、すなわち、休暇中の

所得補償となる両親手当の取得率は、1990 年度

には 26.1％と 4 人に 1 人の割合となった（表 4

参照）。だが、実際の受給日数となると父親の受給

率は、1993 年度以降に 10％を超えたにすぎない

（表 5 参照）。 

 

そこで、父親の育児休暇の権利をさらに実効

性あるものとするため、育児休暇法より先に両

親手当給付制度が改正された。いわゆる「パパ

月」と「ママ月」の誕生である。この両親手当

を伴う 30 日間の育児休暇＝パパ月は、パパ・

クォータ制の導入であることから、もし父親が

取得しなければ、この育児休暇の権利も手当も

30 日間分は減少される。 

この法改正に連動して、1995 年 7 月 1 日に、

従来の育児休暇法に代わって、新しく両親休暇

法（前掲〈SFS1995：584〉）が施行された。 
 

表 4 両親手当の取得状況 

 
 

表 5 両親手当の受給状況 
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3 両親手当制度改正の経過（表 6 参照） 

 

（1）第 4 章両親手当の新設と 

一時介護両親手当の導入 
 

両親手当制度は、初めは国民保険法の第 3 章傷

病手当のなかに規定されていた。1976 年の改正

（SFS1976：279）のときに、「第 4 章両親手当」

として独立した。その際、従来は、子どもの病気

などの介護を理由に仕事を休んだ場合、所得補償

として親本人の傷病手当を受給していたのを、「子

どもの病気介護などのための一時介護両親手当」

として第 4 章両親手当に導入した。 

 

（2）「特別両親手当」と 

「父親のための一時介護両親手当」 
 

1977 年の改正（SFS1977：630）には、労働

時間短縮型の育児休暇に対応して分割支給する

「特別両親手当」を設けた。この特別両親手当は、

1980 年の改正（SFS1980：125）で、支給日数

180 日間のうち、各々90 日間を「父親の権利」「母

親の権利」として確立した。 

また、1979 年の改正（SFS1979：644）では、

子どもの出生に関連した「父親のための一時介護

両親手当」も設けられた。さらに、同改正で一時

介護両親手当は、12 歳未満の各子ども各年毎に

60 日間と延長している。その理由は、育児に関連

して働く親の大きな障害となっているのが、①子

どもの病気の介護、②医者や健康診断への付添い、

③伝染病の終期の子どもは元気であっても保育所

へは行けないことなどであった 注 9）。 

 

（3）1985 年の大改正 
 

1980 年「労働生活における男女平等に関する

法律」（Lag om jämställdhet mellan kvinnor och 

män i arbetslivet〈SFS1980：412〉）が制定され

たこともあって、「子どもと家庭に対し、男女がそ

れぞれ平等に責任分担し、かつ、労働の場でも平

等に能力を発揮できること」が目標とされた。し

たがって、両親手当改正の政策視点は、父親の受

給率を高めることにおかれ 注 10）、1985 年に大き

な改正（SFS1985：87）がされた。この改正の主

な項目は、以下の通りである。 

1 従来の全日型育児休暇に対応した両親手当

と労働時間短縮型育児休暇に対応した特別

両親手当を「両親手当」に一本化し、全日

型および労働時間短縮型育児休暇のいず

れにも対応して受給できるようにしたこ

と。同時に、第 4 章両親手当は、「第 4 章

両親手当給付」となったこと。 

2 多子出産の場合は、両親手当の受給日数

を増加したこと。 

3 保育所、就学前学校、小学校への授業参

観などについて、新たに「参観日のための

一時介護両親手当」を導入したこと。 

4 父親と母親が、同時に両親手当を受給で

きる事由を増加したこと。 

5 社会保険事務所への受給手続きを簡略化

し、ほとんど電話でよいとしたこと。 

6 両親手当の受給期限が、よく利用される 4

歳未満としたこと 注 11）。 

 

（4）両親手当給付の拡充 
 

1985 年の改正後、前述の項目 6 の子ども 4 歳

未満とした受給制限は、改悪であるとの非難がさ

れた。この改正では、従来の「8 歳または小学校

1 年生終了まで」よりも年齢短縮されたことを補

うために、項目 3 の参観日のための一時介護両親

手当が導入されていた。しかし、4 歳未満となっ

たことで、育児休暇法の労働時間短縮型の育児休

暇を取得したときに、4 歳から 8 歳までの間は所

得補償がなくなってしまうと抗議された 注 12）。 

政府は、これを受けて、一本化した両親手当

の受給期限を従来の 8 歳または小学校 1 年生終

了までと再び改正した（SFS1989：100）。同時

に、両親手当の受給日数を 360 日間から 450

日間に、また、一時介護両親手当の受給日数も

60 日間から 90 日間に増加した。 

 

（5）両親手当の一部廃止と「養育手当」の新設 
 

子育て援助へのあり方については、総選挙の度

に論議されている。その争点は、「保育施策の強

化」と「親に対する子育ての自由な選択の保障」

である。1991 年秋の総選挙で政権を取った保守

政党（穏健党、国民党、中央党、キリスト教民主

党、新民主党）は、後者の自由な選択を保障する

養育手当の新設を公約していたため、1994 年 7

月 1 日、養育手当法（Lag om vårdnadsbidrag

〈1994：553〉）を施行した 注 13）。 
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表 6 1974 年～1996 年の両親手当給付の変遷 
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養育手当は、1 歳から 3 歳までの子どもを対象

とし、親が家庭で子どもを養育することに対して

支給される。そのため、子どもが保育所で過ごす

時間によって手当の受給額が減少された（表 7 参

照）。保育所は、1993 年以降、養育手当の施行と

連動できるように、保育所で過ごす時間により保

育料も減額している。1996 年現在、ストックホ

ルムの保育料は、①週 35 時間以上の場合は、全

日出席となり 100％の保育料（表 8 参照）、②週

30～35 時間未満の場合は、80％出席となり 80％

の保育料、③週 30 時間以下の場合は、70％出席

となり 70％の保育料、④学童保育所の場合は、①

の約 1/3 の保育料となっている。 

養育手当の財源は、①両親手当の 450 日間のう

ち後半 90 日間の廃止、②多子出産の 180 日間の

両親手当加算を 90 日間に半減、③両親手当額を所

得 補 償 90 ％ か ら 80 ％ に 減 額 な ど の 改 正

（SFS1994：554）により確保した。また、児童

手当も、第 5 子以降の多子加算率を 150％から

100％に減少している。なお、1996 年 1 月 1 日以

降、児童手当の多子加算は廃止された（表 9 参照）。 

しかし、養育手当に対する反発は強かった。第 1

に、養育手当の満額受給要件が「家庭での養育」と

なっていること、第 2 に、両親手当の一部廃止など

によって、育児休暇中の所得補償が改悪されたこと、

第 3 に、単親の大多数が不利になることなどがその

要因である 注 14）。こうした批判と、1994 年秋の総

選挙で社民党が政権に復帰したことが重なり、養育

手当法は 1994 年 12 月 31 日に廃止され、両親手当

も同時に改正（SFS1995：515）された。 

 

（6）パパ月とママ月の誕生 
 

両親手当の改正（前掲 SFS1994：554）で、手

当は 80％に減額された。その後、30 日間＝1 か

月の両親手当を父親と母親に割当てる「パパ月」

「ママ月」が導入され（SFS1994：1568）、この

月だけは 90％の所得補償で据え置かれた。パパ

月・ママ月は、かつてのように、お互いに譲るこ

とができない 注 15）。もし、パパ月・ママ月を取

得しなければ、各々の両親手当 30 日間分は権利

が無くなってしまう。一方、単親の場合は、60

日間の補償となる。また、1995 年の改正以降

（1993/94：SfU，“Föräldraförsäkring”、前掲

SFS1995：515）、親が障害者で継続して子どもの

世話をすることができない場合は、例外的に受給

権の放棄を認めている。したがって、もう一方の

親は、単親と同様、60 日間の補償となる。 

だが、スウェーデンの赤字財政を再建するため

の経済政策との関連で、他の諸手当は一律 75％の

所得補償となった。これに連動して、1996 年 1

月 1 日以降、パパ月・ママ月以外の 300 日間の両

親手当も 75％に改正（SFS1995：1478）された。

そのなかで、パパ月・ママ月の合計 60 日間は特

別に 85％の補償となっている。 
 

表 7 養育手当の受給月額 

 

 
表 8 ストックホルムの保育料（全日出席） 

 
 

表 9 スウェーデンの児童手当年間支給額 
：1996 年 1 月 1 日現在 
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第 2 章 両親休暇法の現状（資料Ⅰ参照） 

 

前述のように、両親休暇法は、働く両親の育児

休暇権を規定しているだけではない。本法には、

妊娠・出産に関する規定も含まれている。妊娠中、

産後、または、授乳中の女子労働者は、労働環境

法（Arbetsmiljölagen〈SFS1977：1160〉）第 4

章第 6 条にもとづく就労禁止規定により就労でき

ない場合、配置転換の権利を有する。同様に、妊

娠中の女子労働者は、仕事が身体的に極めて困難

な場合に他の仕事への配置転換ができる。配置転

換の権利は、子どもの出生予定日の第 60 日前か

ら有効となる（両親休暇法第 18 条－第 21 条）。

この規定とは別に、重労働部門の女子労働者のた

めの妊娠手当制度があり、国民保険法第 3 章傷病

手当のなかに「妊娠手当」として位置づけている。

また、女子労働者は、産前産後に各 6 週間の連続

した全日休暇の権利と子どもの授乳時間の権利が

ある（同法第 4 条）。 

これらの規定は、以下に述べる両親休暇法上の

権利として規定されており、出産休暇法と育児休

暇法といったような明確な区分はされていない。

このことが、スウェーデンに女子保護規定が存在

しないといわれる所以である 注 16）。 

以下、条文は、特記のない限り両親休暇法をさ

す。 

 

1 両親休暇の形態と期間 
 

両親休暇は、以下の 5 つの形態がある（第 3 条）。

休暇は、全日休暇型と部分休暇型とがあり、前者

は子どもが 18 か月まで、後者は子どもが 8 歳未

満または小学校 1 年生終了まで有効である。 

部分休暇を取る場合は、特別な理由がない限り、

部分休暇は労働週のすべての日にわたる（第 12

条）。なお、部分休暇に関する労働時間短縮の労使

間の合意ができなかった場合に、労働協約などに

よる取決めがないときは、使用者が、休暇の配分

について決定できる。ただし、労働者の合意なし

に休暇を労働日の始めまたは終り以外の時間に配

分することはできない（第 14 条第 2 項）。さらに、

使用者は、労働者との合意以外の方法で休暇の配

分を決定したときは、労働者および労働者の所属

する労働組合支部に決定通知をしなければならな

い。この通知は、遅くとも休暇開始前の 2 週間前

までにする必要がある（同条第 3 項）。 

また、休暇は、各暦年に最大 3 期間に分けるこ

とができる（第 10 条第 1 項）。ただし、産前産後

の両親教育、子どもの病気介護や子どもの出生に

関する父親のための一時介護両親手当を受給して

いる期間中の休暇は、前条文にかかわらず休暇期

間を分けることができる（同条第 2 項）。 

 

（1）ママ休暇 
 

ママ休暇は、子どもの出生および授乳に関する

女子労働者のための全日休暇である（第 4 条）。

いわゆる産前・産後休暇で、各 6 週間の連続した

全日休暇である。 

 

（2）両親手当を伴うかまたは無い両親休暇 
 

この両親休暇は、子どもが生後 18 か月までの

全日休暇である。両親手当を受給するか否かにか

かわらず、全日休暇の権利がある（第 5 条第 1 項）。

すなわち、両親手当の受給日数との関連で、手当

を伴う全日休暇となるか（同条第 2 項）、または、

手当は無いが全日休暇の権利は有することになる

かである。この休暇は、養子縁組または養子にす

る目的で子どもを家庭に受け入れたときにも取得

できる。養親の休暇権は、子どもが 8 歳未満また

は小学校 1 年生を終了した時点後に終了する（同

条第 3 項）。 

 

（3）両親手当を伴う部分休暇 
 

部分休暇は、いわゆる労働時間短縮型の両親休暇

である。親は 1/2 または 1/4 の両親手当を受給して

いる期間、通常の労働時間を 1/2 または 1/4 短縮し

た部分を「部分休暇」として取得できる（第 6 条）。 

 

（4）両親手当の無い部分休暇 
 

この休暇は、子どもが 8 歳未満か、または、小

学校 1 年生を終了していない場合に、通常の労働

時間を 1/4 短縮できる部分休暇である（第 7 条）。 
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（5）一時介護両親手当を伴う 

子どもの介護休暇など 
 

①子どもの病気、伝染病、健康診断など、②通

常の保育者の病気、伝染病など、③父親が子ども

の出生に関する世話、④障害児の参観日などの事

由で一時介護両親手当を受給している親は、休暇

の権利を有する（第 8 条）。 

 

2 両親休暇の休暇権者と権利要件 

 

（1）両親休暇の休暇権者 
 

両親休暇の休暇権者は、すべての働く親である

（第 1 条）。働く親の範囲は広い。実親、養親、

里親、事実婚の親、親ではないが子どもの監護権

者として世話をしている者などが、その対象者と

なっている（第 1 条第 2 項）。父親と母親との間

には、休暇に対する優先権はなく、まったく平等

にその権利を行使できる。 

 

（2）両親休暇の権利要件 
 

休暇の権利要件は、労働者が、両親休暇を開始

する前に、継続して 6 か月間または 2 年間に少な

くとも合計 12 か月以上、使用者に雇用されてい

なければならない（第 9 条）。この「雇用の証明

期間」が権利要件となる。前述の 5 つの両親休暇

のうち（2）（3）（4）の休暇形態は、すべて雇用

の証明期間が請求されるが、（1）（5）の休暇形態

は請求されない（第 4 条－第 8 条）。 

 

3 両親休暇の届出手続きと予告期間 

 

前述の両親休暇の形態が（1）（2）（3）（4）の

休暇を利用しようとする労働者は、休暇開始の少

なくとも 2 か月前か、または、それができない場

合は、可能な限りすみやかに使用者に休暇の届出

をしなければならない（第 13 条）。その際、休暇

の予定期間の長さも使用者に提示する必要がある。 

また、休暇形態が（5）の休暇を利用する労働

者は、休暇開始の少なくとも 1 週間前に休暇届を

提出すればよい。ただし、病気または伝染病を事

由とする休暇の場合は、予告期間を必要としない

（同条第 2 項）。 

 

4 両親休暇期間中の取扱い 

 

（1）年金への算定 
 

両親休暇中の所得補償として両親手当および一

時介護両親手当を受給した場合、両親手当は収入

として課税対象となるため年金基礎額に算定され

る（Lag om allmän försäkring〈SFS1962：380〉，

llkap. Om pensionsgrundande inkomst m. m. 

第 2 条 b）。ただし、両親休暇中に両親手当を受給

しなかった期間については、年金基礎額に算定さ

れない。 

 

（2）年次有給休暇との関係 
 

両親休暇法にもとづく休暇期間は、年次有給休

暇の有給日数の基礎となる。したがって、年次有

給休暇は、両親休暇の取得によって何ら影響を受

けない（Semesterlag〈SFS1977：480〉第 17

条第 1 項第 2 号）。 

 

5 両親休暇中の雇用保障 

 

（1）解雇および不利益取扱いの禁止 
 

労働者は、両親休暇を請求したり、利用したこ

とを理由に、解雇予告または解雇をされない。も

し、解雇予告や解雇がされたときは、労働者は、

解雇予告や解雇の無効を表明しなければならない

（第 16 条）。解雇予告や解雇を理由とする訴訟

は、雇用保護法（Lag om anställningsskydd

〈SFS1982：80〉）が適用される（第 23 条）。 

同様に、両親休暇を利用した結果止むを得ず生

ずる場合以外の雇用給付の制限、労働条件の悪化、

配置転換など、休暇の請求および利用を理由とし

た不利益取扱いも禁止されている（第 17 条）。 

 

（2）職場復帰に関する取扱い 

 

両親休暇の途中で休暇を停止する労働者は、職

場に復帰することができる。復帰後は、休暇前と

同程度の仕事が保障される（第 15 条第 1 項）。職

場復帰の権利を行使する場合は、労働者は、可能

な限りすみやかに通知しなければならない（同条

第 2 項）。ただし、両親休暇期間が 1 か月以上を

予定していた場合は、使用者は、職場復帰の通知

を受取った後、最高 1 か月間は労働者の職場復帰
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を延期することができる（同条第 3 項）。給与は、

両親休暇取得前の給与が保障される。 

 

（3）使用者の本法義務違反と損害賠償 
 

本法に違反する使用者は、原因となった損害お

よび行われた違反につき、労働者に損害賠償をし

なければならない（第 22 条第 1 項）。使用者の側

に正当な理由がある場合には、損害賠償は減額ま

たは全額免除される（同条第 2 項）。 

本法適用に関する訴訟事件は、労働事件訴訟法

（Lag om rättegången i arbetsvister〈1974：

371〉）にもとづいて行われる（第 23 条第 1 項）。

また、解雇予告および解雇以外の訴訟に関しては、

共 同 決 定 法 （ Lag om medbestämmande i 

arbetslivet〈SFS1976：580〉）が適用される（同

条第 2 項）。

 
 

第 3 章 両親手当制度の現状（資料Ⅱ参照） 

 
 

両親手当制度は、両親保険（Föräldraförsäkring）

とも称されている。本制度には、子どもの出生お

よび養子縁組に関連した両親手当と、子どもの世

話や病気介護を理由とした一時介護両親手当とが

ある。両親手当は、就労の有無を問わず、すべて

の親を対象に支給されるが、一時介護両親手当は

働いている親を対象に支給される。 

これらの両親手当は、両親休暇法にもとづく休

暇に対応して受給できるほか、両親手当制度上の

種々の受給事由にもとづいても受給できる。 

以下、条文は、特記のない限り国民保険法第 4

章両親手当給付をさす。 

 

1 両親手当給付の形態、期間、受給事由 

 

前述のように、両親手当給付は、両親手当と一

時介護両親手当の 2 種類がある。どちらの両親手

当も、全日休暇型または部分休暇型の両親休暇に

対応して、1 日分、半日分、1/4 日分の手当を受

給できる（第 7 条第 1 項、第 14 条第 1 項）。 

 

（1）両親手当 
 

子どもの出生に関する両親手当は、子どもが 8 歳

未満または小学校 1 年生を終了するまでの間に、両

親合計で最高 450 日間支給される（第 3 条第 1 項、

第 7 項）。多子出産の場合は、さらに、各子ども毎

に 180 日間が加算される（同条第 2 項）。両親がと

もに育児をする場合、各親は、450 日間の「半分」

の受給権を持つ（同条第 3 項）。単親は、1 人で両

親合計分の 450 日間を受給できる。両親が育児をし

ているが、一方の親に手当の受給権がないときは、

単親と同様に 1 人で 450 日間の受給となる（同条

第 4 項）。なお、親の一方が、傷病または障害によ

り、継続して子どもの世話をすることができない場

合は、もう一方の親に全期間の受給権を譲渡できる

（同条第 5 項）。 

養子縁組は、子どもの出生と同一視される（第 5

条）。子どもを養子として育て始めた日、または、養

子縁組を目的として子どもを家庭に受け入れた日か

ら両親手当を受給できる。ただし、子どもは 10 歳未

満でなければならない。2 人以上の養子縁組の場合

は、多子出産と同様に 180 日間が加算される 注 17）。 

両親手当の受給事由は、母親の出産および授乳時

間、育児、産前産後の両親教育の受講、子どもが参

加する就学前学校への訪問などである（第 4 条）。

父親は、産前両親教育の受講から両親手当を受給で

きる。母親は、出産予定日の第 60 日前から受給で

きる。両親休暇法上は、産前は 6 週間（42 日間）

の全日休暇であるが、実際には、出産予定日の第 60

日前から両親手当受給にもとづく休暇権が発生す

る。子どもの出生後は、主として子どもの世話をす

る親に両親手当の権利を認めている。ただし、①分

娩後 29 日までの母親、②両親教育に参加する親、

または、特別な理由がある場合は、子どもの世話を

しない親でも受給できる（同条第 3 項）。 

 

（2）一時介護両親手当 
 

一時介護両親手当は、受給事由によって 3 つの

型に分けられる。なお、単親は、両親合計分の手

当を受給することができる。 

① 子どもの病気介護などのための 

一時介護両親手当 

第1に、子どもが生後240日から12歳未満の間、

各子ども各年毎に両親合計で 60 日間受給できる
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（第 10 条第 1 項、第 2 項、第 12 条第 1 項）。ただ

し、子どもが生後 240 日前であっても、継続的に子

どもの世話が必要な場合および子どもが病院で介

護を受けている場合には、手当が支給される（第 10

条第 2 項）。受給事由は、以下の通りである。 

1 子どもの病気または伝染病 

2 子どもの通常の保育者の病気または伝染

病 注 18） 

3 予防接種、健康診断、歯の治療などへの

付き添い 

4 子どもを医者に連れて行くとき、もう一

方の親が他の子どもの世話が必要な場合 

第 2 に、慢性の病気または機能障害のある 12

歳未満の子どもの親は、各子ども各年毎に両親合

計で 60 日間受給できる（第 10a 条、第 12 条第 1

項前段）。受給事由は、以下の通りである。 

1 子どもの治療への協力または介護を習得

するために施設を訪問 

2 1 と同じ目的で、医療施設長が主催するコ

ースヘの参加 

3 子どもが重病の際の医師の往診 

4 子どもの治療のための医師の往診 

5 4 と同じ目的で、医師の処方した治療に参加 

第 1 の事由 1、3、4、および第 2 の事由 1～5

については、さらに必要な親に対して、各子ども

各年毎に最高 60 日間支給される（第 12 条第 1

項後段）。 

第 3 に、精神的障害または機能障害により特別

な援助または介護が必要な 12 歳以上 16 歳未満の

子どもの親は、各子ども各年毎に両親合計で 60

日間受給できる（第 11 条第 1 項、第 12 条第 1

項前段）。また、子どもが機能障害へのサポートお

よびサービス法（Lag om stöd och service till 

vissa funktionshindrade〈SFS1993：387〉）に

該当し、かつ、16 歳以上 21 歳未満の場合、親は

各子ども各年毎に両親合計で 60 日間受給できる

（第 11 条第 2 項前段、第 12 条第 1 項前段）。さ

らに、子どもが 21 歳になって、まだ学校に通学

している場合は、23 歳に達する春学期が終了する

まで、子どもの親は、各子ども各年毎に両親合計

で 60 日間受給できる（第 11 条第 2 項後段、第

12 条第 1 項前段）。 

② 障害児の参観日のための一時介護両親手当 

この手当は、前述の機能障害に関する法律に該

当する子どもが 16 歳に達するまで、親が、両親

教育、子どもの通う就学前学校・小学校・学童保

育所などを訪問することを事由に支給される（第

10 条第 3 項）。親は、各子ども各年毎に、両親合

計で最高 10 日間受給できる（第 12 条第 2 項）。 

③ 子どもの出生に関する父親のための 

一時介護両親手当 

この手当は、子どもの出生に際して、妻の出産

に立ち合ったり、家で家事をしたり、子どもの世

話をしたりする父親を対象に、子ども 1 人につき

10 日間受給できる（第 10 条第 4 項、第 12 条第

3 項）。多子出産の場合は、子どもの数に 10 日を

乗じた日数を支給される。ただし、出生した子ど

もが帰宅後、60 日以降は受給できない。 

養子縁組の場合も、子どもの出生と同様に取扱

われて父親に支給されるが、子どもの年齢は 10

歳未満に限定される。養子にする目的で子どもを

受け入れる父親も、同様に受給できる。 

なお、父親のための一時介護両親手当は、前述

の①②の一時介護両親手当の日数には算入されな

い。 

 

2 両親手当給付の受給者資格と対象者 

 

（1）両親手当給付の受給者資格 
 

両親手当給付の受給には、以下の資格要件が必

要である（第 1 条第 1 項、第 2 項、第 7 条第 1

項、第 10 条第 1 項、第 10a 条、第 11 条第 3 項）。 

1 国民保険の加入者であること 

2 欠勤していること 

3 子どもがスウェーデンに居住していること 

国民保険の加入者は、国籍および職業を問わず

スウェーデン全居住者と国外居住者のスウェーデ

ン人が対象となっている。ただし、16 歳以上で社

会保険事務所に登録された者であることも必要で

ある。もっとも、①国民保険法上、16 歳以上の全

国民が強制加入であること、②16 歳未満であって

も受給資格は同等に認められること、③社会保険

事務所に未登録であっても両親手当受給の要件が

あるものとして認める場合があること（第 9 条第

2 項後段）などにより、受給できない例はほとん

どない。 

海外養子縁組については、養親となる者がスウ

ェーデンに居住している場合は、養子となる子ど

もは、スウェーデンに居住しているものとみなさ

れる（第 1 条第 3 項）。 
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（2）両親手当給付の対象者 

 

両親手当の対象者は、受給資格のあるすべての親

である。親の就労の有無は、問われない。実親、養

親、養子にする目的で社会福祉委員会の同意を得て

家庭で継続して子どもを育てている者、事実婚の親、

親ではないが子どもの監護権者として世話をして

いる者などである（第 2 条第 1 項 a、b、c）。 

一時介護両親手当の対象者は、働いている親また

は他の被保険者である（第 11a 条）。働いている親

とは、実親、養親、事実婚の親、養子にする目的で

子どもを家庭で継続して養育している者などをい

う（第 2 条第 2 項 a、b）。親以外の被保険者は、①

65 歳未満の被保険者、②失業保険を受給していな

い被保険者であれば手当の対象者となる 注 19）。 

両親手当も、一時介護両親手当も、父親と母親

の間には優先順位はなく、平等に受給することが

できる。 

 

3 両親手当給付の受給要件 

 

両親手当の受給要件は、親が両親手当を受給す

る日の前に、社会保険事務所に少なくとも継続し

て 180 日間登録されていることである（第 9 条第

1 項）。前述のように、未登録であっても認められ

る場合がある（同条第 2 項後段）。 

一時介護両親手当は、両親手当給付の受給者資

格のほかに、現に親が就労しているか、または、

親以外の場合は被保険者であることが要件となる。 

 

4 両親手当給付の請求手続きなど 

 

いずれの両親手当も、請求手続きは、社会保険

事務所へ電話などで連絡するだけでよい。ただし、

一時介護両親手当を受給する際、12 歳以上 16 歳

未満の子どもで特別な援助や世話が必要なことを

事由とする場合は、社会保険事務所に医師の診断

書を提出しなければならない（第 13 条第 1 項）。

また、子どもや通常の保育者の病気などを事由と

する場合は、社会保険事務所から特別な診断書の

提出を請求されることがある（同条第 2 項）。両

親教育の受講、子どもの病気もしくは機能障害の

治療への参加などを事由とする場合も、親に手当

給付の権利を証明することを請求されることがあ

る（同条第 3 項）。 

 

5 両親手当給付の譲渡 

 

例外として両親手当の場合は、各子ども毎、ま

たは、多子出産の場合は子ども共通で、30 日間を

限度に、もう一方の親に手当の受給権を譲渡する

ことを認めている。受給権の譲渡のためにする権

利放棄は、社会保険事務所に文書による届出が必

要である（第 3 条第 6 項）。 

一時介護両親手当の場合は、子どもの病気や介

護などの事由により、親は親の代わりに他の被保

険者に受給権を譲渡することができる（第11a条）。 

 

6 両親手当給付の受給金額 

 

両親手当給付は、全日休暇は 1 日分、1/2 の部分

休暇は 2 日間で 1 日分、1/4 の部分休暇は 4 日間で

1 日分とみなして計算される（第 18 条第 2 項）。 

 

（1）両親手当の受給金額 
 

両親手当の受給金額は、働いている親と家庭に

いる収入のない親とで異なる。 

子どもの出生予定日前に、継続して少なくとも

240 日間、または、最低保証額を超える傷病手当の

被保険者であった親は、本人の傷病手当相当額が支

給される（第 6 条第 2 項）。両親手当 450 日間のう

ち、360 日間が本人の傷病手当相当額、残りの 90

日間は 1 日一律 60 クローナ（約 1,080 円）で支給

される（同条第 1 項）。親本人の傷病手当相当額と

いっても、最初の 60 日間はパパ月・ママ月として

本人給与の 85％が、また、300 日間は本人給与の

75％となる（同条第 5 項）。本人の傷病手当相当額

である両親手当は、両親休暇中の所得補償、すなわ

ち収入とみなされ課税されるため、所得比例年金

（ATP）の対象所得として計算される。 

 

 

家庭にいる収入のない親は、両親手当の最低保

証額である 1 日一律 60 クローナを 450 日間受給

する。ただし、現在は失業または仕事を辞めて無

収入であっても、子どもの出生予定前の 6 か月前

まで仕事をしていた場合は、本人の傷病手当相当

額の両親手当が保障される。母親は、子どもが 1

歳 9 か月未満で再び妊娠した場合、両親手当を引

き続き受給できる。養子縁組では、前の子どもを

出産または養子縁組した後 2 年 6 か月以内の場合、

本人の傷病手当相当額＝ 
本人の年間所得総額×75 または 85％ 

365
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同様に引き続き受給できる（第 6 条第 6 項）。 

 

（2）一時介護両親手当の受給金額 

 

一時介護両親手当は、働いている親の場合、す

べての受給日数に対して本人給与の 75％が支給

される（第 14 条）。親以外の被保険者の手当受給

金額は、実際に子どもを世話または介護をしてい

る人の傷病手当の基礎となる収入で計算される 

注 20）。一時介護両親手当も、両親手当と同じく所

得比例年金の対象所得として計算される。 

 

7 両親手当給付の同時受給と供給禁止 注 21） 

 

（1）両親手当給付の同時受給 
 

原則として、両親手当給付は、両親の同時受給

を認めていない（第 16 条第 1 項前段）。また、同

じ子どもおよび同一期間中に、外国の法律にもと

づいて相当の給付を受けている場合、出生を理由

とする両親手当は受給できない（同条同項後段）。

しかし、以下の事由の場合に両親の同時受給を認

めている（第 4 条第 2 項、第 10 条第 3 項－第 4

項、第 16 条第 2 項）。 

1 両親教育を受講するとき 

2 子どもが通う就学前学校、小学校・学童

保育所を訪問するとき 

3 障害児のために就学前学校の参観日に行

くとき 

4 母親が出産のため両親手当を受給してい

るとき、父親も子どもの出生に関する一

時介護両親手当を受給するとき 

5 養子縁組のとき 

6 重病の子どもを医師のところまで付き添

うとき 

7 重病の子どもの治療のため、医師に往診

してもらったとき 

8 重病の子どもを医師の処方した治療を 2

人で分担する必要があるとき 

 

 

 

 

 

 

 

（2）両親手当給付の併給禁止 
 

両親手当給付は、以下の場合に併給が禁止され

る（第 11b 条、第 17 条）。 

1 国民保険法第 9 章第 4 条にもとづく介護手

当を受給しているとき 

2 国民保険法第 3 章にもとづく傷病手当を受

給しているとき 

3 労働災害保険法にもとづく傷病手当を受

給しているとき 

4 工業災害保険法にもとづく傷病手当相当

額を受給しているとき 

5 傷病給法にもとづく傷病手当相当額を受

給しているとき 注 22） 

6 親族等介護有給休暇法にもとづく傷病手

当相当額を受給しているとき 注 23） 

7 有給休暇を取得しているとき 

8 外国の法律により相当の給付を受けてい

るとき 

ただし、同じ日に、半日分の両親手当給付と半

日分の他の手当を受給することはできる 注 24）。 

 

8 両親手当給付の財源 

 

両親手当給付の財源は、自営業者を含む使用者

が約 85％を拠出し、国が残りの約 15％を拠出し

ている。労働者の本人負担が無いのは、1970 年

代半ば以降、本人負担の社会保険料がすべて廃止

されて使用者負担となったからである 注 25）。使

用者が負担する約 85％は、国に使用者が納入した

法定社会保障費のなかから配分されている。 

使用者の拠出する法定社会保障費は、法律（Lag 

om socialavgifter〈SFS1981：691〉）にもとづ

く一種の目的税である。法定社会保障費は、使用

者が支払う賃金総額に対して毎年一定の割合で課

せられている（表 10 参照）。 

 

表 10 1990 年以降の使用者の法定社会保険料 

 

 
 



 

スウェーデンの育児休暇法制度 25

 
 

第 4 章 育児休暇制度の実施状況と導入の効果 

 
 

 

1 育児休暇制度の実施状況 

 

スウェーデンの育児休暇制度は、1974 年にスタ

ートしてから 24 年目を迎えた。この間の休暇取得

率は、前掲の第 4 表・第 5 表の両親手当に示されて

いるように、まだ父親の取得率は低い。だが、子ど

もの介護に関する休暇、すなわち、一時介護両親手

当の取得率をみると、父親の取得率は高くなってい

る（表 11 参照）。通称、「パパの日」と呼ばれてい

る子どもの出生に関する父親のための一時介護両

親手当は、1995 年度調査でみると、同年度に出生

した子どもの父親の 79％が取得している。また、

父親の平均取得日数は 9.7 日であった。 

ところで、1991年に誕生した子どものために、

父親が両親休暇を利用した際の統計上の特徴は、

以下の通りである 注 26）。 

1 子どもが生後 6 か月のとき、25％の父親

が平均 23 日間の両親休暇を取得 

2 子どもが生後 12 か月のとき、39％の父親

が平均 53 日間の両親休暇を取得 

3 1992 年末には、45.5％の父親が平均 63

日間の両親休暇を取得 

休暇を取った父親は、子どもが 1 歳になった後

も休暇の利用率をあげている。父親の年齢別の相

異はわずかであったが、収入別の取得率の相異は

大きかった（表 12 参照）。一方、母親は、子ども

が 1 歳までの間に平均 6 か月間の産後および両親

休暇を取得している。それは、母親の出産休暇も

含めた休暇法となっているため、必然的に母親の

取得率が高くなるからである。 

 

2 育児休暇導入の効果 

 

育児休暇の当初の立法目的が、出生率の上昇と

親の仕事と育児の両立であった。その効果をみる

と、1989 年以降、合計特殊出生率は 2.0 を突破し、

7 歳以下の子どものいる女性の労働力率は女性全

体の平均よりも高くなっている（表 13 参照）。も

っとも、出生率は、1994 年以降、低下している

（図 1 参照）。その要因の一つに、失業率が高く

なったことがあげられている 注 27）。 
 

表 11 一時介護両親手当の取得状況 
（父親のための 10 日間手当および参観日手当を含む） 
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表 12 スウェーデン：1991 年に子どもが誕生した父親の 

所得と休暇取得と相関関係 

 

 

表 13 1991 年～1996 年の労働力率 

 

 
 

図 1 スウェーデンの合計特殊出生率 

 

 

 

第 5 章 さまざまな取組み 

 

平等な休暇取得を促進するために、さまざまな

取組みがされている。教育の分野では、ハルムス

タッドの教育委員会が、社会保障と男女平等問題

とを扱った「収入と家政」という副読本を使って、

小学生の授業に育児休暇などを取り入れている。

まず、問題提起として、①異なった職種の収入、

②パートタイム・子ども・育児休暇などが、いか

に影響するか、③だれが、財産や別荘を持つのか、

④どれだけ多くの年金があるのかなどを取り上げ

ている。そして、②の結果として、④という女性

の老後の厳しさを述べ（図 2、図 3 参照）、続けて

「あなたたちがそうならないために、スウェーデ

ンにはすばらしい法制度があります」と育児休

暇・両親手当制度を紹介している。 

労働組合は、育児休暇キャンペーン用の小冊子

のなかで、スウェーデンでもっとも平均的なカッ

プルの家庭の収入例をあげながら、家計上、経済

的損失のない「育児休暇のお得な取り方」を例示
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している（表 14 参照）。たとえば、両親が育児休

暇を取らないときの収入、どちらか一方が育児休

暇を取ったときの収入、フルタイムからハーフタ

イムに変えたときの収入などが一目でわかるよう

に表にしてある。たいていは、父親の収入が高い

ことを理由に育児休暇を取らない口実にする場合

が多い。しかし、C 家族のように、父親が育児休

暇を取得した方が、家計の上ではお得なケースと

なる。もっとも、当時は給与の 90％補償であり、

現在の 75％補償で計算するとその差はほとんど

なくなる。他方、経営者連盟は、1989 年以降、

男性の育児休暇取得と女性の管理職の養成に力を

入れている 注 28）。1980 年代後半に中間管理職に

女性が増えたことで、女性の登用に積極的になっ

ているからだ。したがって、育児で女性のみが休

暇を取ったり、仕事を辞めることに対しては消極

的である。 

関係各省庁のなかで、労働省は、従来の男女雇

用平等法をより強化するために新しい平等法

（Jämställdhetslag＜SFS1991：433＞）を制定

した。1992 年 1 月 1 日に施行された平等法は、

男女労働者が仕事と育児を両立できるようにする

ことを使用者に義務づけている 注 29）。この規定

は、義務違反の使用者に罰金命令および義務履行

を課している。 

 

 

表 14 育児休暇のお得な取り方 
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また、男女平等担当局は、1992 年に「パパ－

子ども－職場のガイドライン」を策定するワーキ

ンググループを設置した。同グループは多くの父

親の声を集めた結果、父親に育児休暇のクォータ

ー制を導入した方が、職場でも取りやすい雰囲気

になると提言している 注 30）。 

 

図 2 

 
 

図 3 
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1995 年の北欧男性会議では、雇用の場におけ

る男女平等の視点も含めて母親だけでなく父親の

「妊産夫休暇」が提案されている。この休暇には、

母親と同様に産前から父親としての自覚を持ちた

いという気持ちと、休暇として位置づけたいとい

う願いとがある。一つの方法として、子どもの出

生に関するパパ休暇を拡充させることが示されて

いる 注 31）。 

 

おわりに－今後の動向－ 

 

育児休暇法制度は、1980 年代で法律上の条件

整備が達成できたといわれた。しかし、家庭内の

育児の男女平等まで踏み込めなかった。1990 年

代は、スウェーデン経済の建て直しと男女平等を

いかに実現させるかが課題である。社会保障関係

の支出増は、いまだ論議されている。少なくとも、

育児休暇や休暇中の所得補償によって育児や介護

を保障することで、男女が平等に取りやすくなり、

かつ、子どものいる女性が働き続けて税金を支払

う人となるという効果は評価されている。 

そのなかで、両親手当制度は、1997 年にパパ

月・ママ月をいったん 75％に減額し、1998 年か

らは 300 日間すべて 75％を 80％に引き上げる予

定をしている 注 32）。傷病手当、失業手当も、同

様にいったん 75％に下がるが、1998 年には 80％

に増額される。なお、他の諸手当は、給与の 75％

に据え置かれている。 
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13）古橋エツ子「スウェーデンの養育手当」週刊社会保障第 1812 号、1994 年 10 月 31 日、56－59 頁参照。 

14）当時、新聞社のおこなった「養育手当導入の賛否」に関するアンケート（16 歳以上のスウェーデン全土に住む男女

1000 人を対象）によると、全体の 51％が賛成、36％が反対、13％がよくわからないと答えている。年齢別では、20

－29 歳の女性は 64％が賛成しているのに対して、30－39 歳の女性は 44％が賛成で、48％が反対している。高齢層の

女性は、34％が賛成としながらも、そのうちの 29％が導入をためらっていた。離別した女性の大多数は反対であった。

Dagens Nyheter, torsdagen den 3 juni 1993. 

15）以前は、両親のいずれか一方に両親手当受給の権利を譲渡することができた。両親手当受給の手続きは、電話などで

簡単にできるが、受給権の譲渡だけは、書面にて社会保険事務所に届け出るという厳密さが残されている。 

16）育児休暇法を制定する際に、従来の女子保護規定を吸収する形にしたのは、男女雇用平等への一種の戦略であるとい

われている。前掲、注 1）、29－30 頁。 

17 ） Proposition 1984 ／ 85 ： 78, s.63. Allmänna råd 1995 ： 7, “ FÖRÄLDRAPENNINGFÖRMÅNER ”，

Riksförsäkringsverket（RFV），s.11. 
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18）通常の保育者とは、日常的に子どもの世話をしている、家庭にいる専業主婦・主夫、保育所の保母・保父、ベビーシ

ッター、親戚の人などである。前掲、Allmånna ràd 1995：7，s.33. 

19）1993/94：SfU15，“Föräldraförsäkring”，s.31. 

20）前掲、Allmänna råd 1995：7，s.25. 

21）Ibid., s.52－53. 

22）古橋エツ子「スウェーデンの傷病給法」福祉と人間科学第 3 号、1992 年、102－118 頁。 

23）古橋エツ子「スウェーデンの介護休暇法制度」（財）婦人少年協会『諸外国における介護・看護休暇制度』1995 年、

11－46 頁。 

24）前掲、Allmänna råd 1995：7, s.53. 

25）飯野靖四「財政と租税制度」岡沢憲芙・奥島孝康編『スウェーデンの経済』早稲田大学出版部、1994 年、96 頁参照。 

26）Nord1995：26，“TOWARDS NEW MASCULINITIES－Report from a Nordic Conference on Men and Gender 

Equality”，Nordic Coucil of Ministers, 1995, pp.106－107. 

27）スウェーデンの出生率に関しては、以下を参照されたい。 

B. HOEM，“THE COMPATIBILITY OF EMPLOYMENT AND CHILDBEARING IN CONTEMPORARY”，Acta 

Sociologica 1993 No. 36, pp.101－120. B. HOEM，“THE NEW ROLE OF WOMEN－Family Formation in Modern 

Societies”，ed. by H－P. BLOSSFELD, Westview Press, 1994, pp.35－55. 

28）Ⅰ. BENGTSON，“LEADING LADY－om kvinnliga chefer i företag”，SAF, 1989. 

29）古橋エツ子「スウェーデンの平等法」国際女性  ’92、国際女性の地位協会、1992 年、101－106 頁。 

30）Socialdepartementet Jäms.，“JÄMSTÄLLDHET MELLEN KVINNOR OCH MÄN”，1993. 

Kulturdepartementet，“BEMYNDIGANDE ATT TILLKALLA EN ARBETSGRUPP OM PAPPORNA, BARNEN 

OCH ARBETSLIVET”，1992. 

31）前掲、注 2）参照。 

32）R＆D NR.13, 1996, s.5. R＆D NR.31, 1996, s.8. Proposition 1995/96：209，“FÖRSÄKRINGSSKYDD VID SJUKDOM, 

M.M.”, s.37. 
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資料Ⅰ 

Föräldraledighetslag（1995:584） 

 

両親休暇法（仮訳） 
 

基本法 SFS1995:584（1995 年 7 月 1 日に施行） 

 

〔法の該当者〕 

 

第 1 条 親たる労働者は、本法にもとづき勤労を休む権利を有する。 

Ⅱ 以下の労働者も、同様の権利を有する。 

1 親ではないが、監護権者であって、子どもの世話をしている者 

2 家庭で継続して子どもの世話をし、かつ、養育するために受け入れた者 

3 労働者であることを前提に、（子どもの）親と永年、共同生活を営み、かつ、この親と現在婚姻関係

にあるか、もしくは、（婚姻関係に）あった者、または、この親との間に共通の子どもがいるか、もし

くは、（子どもが）いた者 

 

〔労使協定〕 

 

第 2 条 本法にもとづく労働者の権利を制限する内容を持つ（労働）協約は、その部分については無効である。 

Ⅱ ただし、共同決定法（1976：580）に述べられている中央労働組合組織により、労働者側にたって

締結もしくは承認された団体協約によって、以下に関する定めと異なる定めをなすことができる。 

―休暇の届出（第 13 条） 

―職場復帰に関する労働者からの通知の期間（第 15 条第 2 項） 

―使用者が労働者の職場復帰を延期することができる期間（第 15 条第 3 項） 

Ⅲ 第 2 項で定められている方法で成立した団体協約によって、以下に関するより詳細な適用も規定す

ることができる。 

―休暇の設定（第 11 条および第 12 条） 

―雇用上の利益の保護（第 17 条） 

Ⅳ 第 2 項または第 3 項にもとづく団体協約に拘束される使用者は、労働者が協約で述べられている勤

務をし、かつ、その他の適用可能な団体協約の範囲に入らない勤務をしている場合に、協約が及ぶ労

働組合組織に属さない労働者のためにも、この協約を適用することができる。 

 

〔休暇の権利〕 

 

＊労働者のための両親休暇の各種形態に関する概要 

第 3 条 子どもの世話に対する両親休暇の 5 つの形態は、以下のとおりである。 

1 子どもの出生および授乳に関連する女子労働者のための全日休暇（ママ休暇・第 4 条） 

2 子どもが 18 か月まで、または、親が完全な両親手当を有することを要件に、その期間中、親のため

の全日休暇（両親手当を伴うかまたは無い全日休暇・第 5 条） 

3 親が、それぞれ 1/2、1/4 の両親手当を有する間、通常の労働時間を 1/2 もしくは 1/4 短縮する形

態での親のための休暇（両親手当を伴う部分休暇・第 6 条） 

4 子どもが 8 歳に達するまで、通常の労働時間を 1/4 短縮する形態での親のための休暇（両親手当の

無い部分休暇・第 7 条） 
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5 労働者の子どもの一時的な介護のための休暇（一時介護両親手当を伴う休暇など・第 8 条） 

Ⅱ ママ休暇および一時介護両親手当等の有る休暇に対しては、一定の期間（証明期間）、使用者の下で

雇用されていたことを要求されない。両親休暇のその他の形態に対しては、第 9 条にもとづく証明期

間が請求される。 

Ⅲ 子どもの出生を予定しているか、子どもを最近出産したか。または、授乳している女子労働者のた

めの休暇および配置転換に関する特別な規定は、第 18 条－第 21 条に定める。 

 

＊ママ休暇 

第 4 条 女子労働者は、子どもの出生に関して、出産予定日前の少なくとも 6 週間および出産後 6 週間の

連続する期間の間、全日休暇の権利を有する。女子労働者は、子どもの授乳のためにも、休み時間

の権利を有する。 

Ⅱ ママ休暇は、両親手当が支給されることと関連させる必要はない。子どもの授乳のための休み時間

に関しては、第 10 条－第 15 条は準用されない。 

 

＊両親手当を伴うかまたは無い全日休暇 

第 5 条 親は、両親手当を受給するか否かにかかわらず、子どもが 18 か月まで、育児のために全日休暇

の権利を有する。 

Ⅱ 親は、国民保険法（1962：381）第 4 章にもとづく完全な両親手当を受給する間、さらに全日休暇

の権利を有する。 

Ⅲ 子どもを養子にした労働者、または、養子にする目的で子どもを養育するために受け入れた労働者

に対しては、18 か月の期間の代わりに、労働者が子どもの世話をする時点から計算される。労働者の

配偶者の子どもまたは自分の子どもの養子縁組に関する場合には、労働者は、養子縁組が行われなか

ったならば得られたであろう範囲以外の休暇の権利を有しない。養親の休暇権は、子どもが 8 歳に達

したか、または、小学校 1 年生を終了した時点後に終了する。 

Ⅳ 雇用の証明期間は、第 9 条にもとづいて請求される。 

 

＊両親手当を伴う部分休暇 

第 6 条 親は、国民保険法（1962：381）第 4 章にもとづいて 1/2 または 1/4 の両親手当を受給してい

る期間中は、通常の労働時間をそれぞれ 1/2、1/4 短縮する権利を有する。 

Ⅱ 雇用の証明期間は、第 9 条にもとづいて請求される。 

 

＊両親手当の無い部分休暇 

第 7 条 親は、8 歳未満、または、それよりも年長であるが、まだ小学校 1 年生を終了していない子ども

の世話のために、通常の労働時間を 1/4 短縮する権利を有する。 

Ⅱ 雇用の証明期間は、第 9 条にもとづいて請求される。 

 

＊一時介護両親手当を伴う休暇など 

第 8 条 労働者が国民保険法（1962：381）第 4 章第 10 条、第 10a 条、第 11 条、または、第 11a 条に

もとづく一時介護両親手当を受給しているときは、その期間中、休暇の権利を有する。 

Ⅱ 通常の保育者が、病気または伝染病にかかった場合に、子どもの世話が必要となる親は、子どもが

240 日未満であることを理由に親が一時介護両親手当を有しない場合にも、休暇の権利を有する。 

 

＊証明期間 

第 9 条 第 5 条－第 7 条にもとづく休暇の権利要件は、労働者が休暇の開始時に、かつて使用者に 6 か月

または 2 年間に少なくとも合計 12 か月間雇用されていたことである。 

Ⅱ 雇用期間の計算については、雇用保護法（1982：80）第 3 条第 1 項が適用される。 
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〔休暇の配分〕 

 

＊休暇期間数 

第 10 条 休暇は、各暦年に最大 3 期間に分けることができる。休暇期間が、次の年以上にわたる場合に

は、休暇が開始されたときの暦年に属するとみなされるものとする。 

Ⅱ この制限にもかかわらず、休暇が第 8 条にもとづく一時介護両親手当を伴う休暇などか、または、

その他の休暇か、国民保険法（1962：381）第 4 章第 4 条第 2 項にもとづく両親教育のための休暇な

どかのいずれかである場合には、休暇を分けることができる。 

 

＊全日休暇の取得方法 

第 11 条 労働者は、労働者が要求する全日休暇または日数を取得することができる。 

 

＊労働時間短縮休暇の取得方法 

第 12 条 通常の労働時間を 1/2 または 1/4 短縮する場合は、休暇は、他の方法で配分すべき特別な理由

がない限り、労働週のすべての日にわたるものとする。 

 

〔休暇に関する届出および決定〕 

 

第 13 条 第 4 条、第 5 条、第 6 条、または、第 7 条にもとづく休暇の権利を利用しようとする労働者は、

休暇開始の少なくとも 2 か月前に、または、それができない場合は、可能な限りすみやかに、使用

者に休暇を届け出なければならない。届出に関しては、休暇期間の予定の長さも使用者に提示しな

ければならない。 

Ⅱ 第 8 条にもとづく一時介護両親手当を伴う休暇の権利を利用しようとする労働者は、休暇開始の少

なくとも 1 週間前に、使用者に休暇を届け出なければならない。ただし、病気または伝染病による休

暇の場合は、届出期間を必要としない。 

 

第 14 条 労働者は、休暇の短縮および休暇に関するその他の問題については、使用者と協議しなければ

ならない。労働者にとって困難なく行うことができる場合は、使用者の業務が明らかに支障なく続

行できるように、第 11 条で述べられている休暇を設定するものとする。 

Ⅱ 労働時間短縮に際して、どのような休暇が取得しうるかについて、合意に達することができない場

合は、他に取決がないならば、より詳細な休暇の配分およびそれに関連する問題については、使用者

が決定する。ただし、使用者は、労働者の合意なしに休暇を労働日の始めまたは終り以外の時間に配

分することはできない。 

Ⅲ 第 2 項に関する問題の決定が、労働者との合意以外の方法で行われた場合には、使用者は、労働者

および労働者の（所属する）労働組合支部に決定についての通知をしなければならない。通知は、可

能な限り、休暇開始の遅くとも 2 週間前までにしなければならない。 

 

〔職場復帰〕 

 

第 15 条 労働者は、自分の開始した休暇を停止し、また、休暇前と同じ（水準）程度の仕事を再び続け

ることができる。 

Ⅱ 労働者が、自分の職場復帰の権利を利用しようとする場合には、労働者は、それについて使用者に、

可能な限りすみやかに通知しなければならない。 

Ⅲ 1 か月またはそれより長期間の休暇を継続することが予定されていた場合には、使用者は、通知を

受取った後、最高 1 か月、職場復帰を延期することができる。 
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〔雇用保護〕 

 

第 16 条 労働者は、本法にもとづく休暇権を請求または利用するという理由のみで、解雇予告または解

雇をされない。それにもかかわらず行われた場合は、労働者が要求するならば、解雇予告または解

雇は、無効を宣言されなければならない。 

 

第 17 条 本法にもとづく休暇権を請求または利用する労働者は、以下の理由による場合にのみ、承認す

る義務はない。 

1 休暇利用の結果止むを得ず生ずる場合以外のその他の雇用給付を制限、または、労働条件を悪化 

2 雇用契約の範囲以内で生ずる配置転換および休暇利用の結果止むを得ず生ずる配置転換以外のその

他の配置転換 

 

〔労働者が、子どもの出生を予定しているか、最近子どもを出産したか、または、授乳している場合の特別規定〕 

 

第 18 条 子どもの出生を予定しているか、最近子どもを出産したか、または、授乳している女子労働者

は、労働環境法（1977：1160）第 4 章第 6 条により述べられている規定にもとづいて、自分の通

常の仕事を続けることを禁止されたことを要件として、雇用上の利益を保持するため、他の仕事へ

の配置転換の権利を有する。 

 

第 19 条 子どもの出生を予定し、かつ、身体的に極めて困難な仕事ができないことを理由とする女子労

働者は、雇用上の利益を保持するため、他の仕事への配置転換の権利を有する。 

Ⅱ ただし、この配置転換の権利は、子どもの出生予定日の第 60 日前からのみ有効である。 

 

第 20 条 第 18 条および第 19 条にもとづく配置転換の権利は、業務上、使用者が他の仕事を女子労働者

に準備する際に、無理なく要望がはたせる場合にのみ有効である。 

Ⅱ 配置転換が不可能な場合には、女子労働者の健康および安全を保証するために要望される限り、第

18 条および第 19 条で規定されていることにもとづき休暇の権利を有するが、休暇を予定している期

間中、雇用給付は保持しない。 

Ⅲ 少なくとも 1 か月を予定すると判断される配置転換の可能性が生ずる場合には、使用者は、女子労

働者に仕事を提供しなければならない。 

 

第 21 条 第 18 条または第 19 条にもとづく配置転換の権利を利用しようとする者は、使用者にその旨を

届け出なければならない。妊娠のため、身体的に極めて困難な仕事ができない女子労働者に対して

配置転換の必要性が生じた場合は、少なくとも 1 か月前に届け出なければならない。その他の場合

には、すみやかに届け出なければならない。届け出た後に、使用者は、配置転換の可能性に関する

返答を可能な限りすみやかに提供しなければならない。配置転換ができない場合は、使用者は、引

続き配置転換の可能性を検討しなければならない。 

 

〔損害賠償〕 

 

第 22 条 本法に違反する使用者は、原因となった損害および行われた違反に対して、労働者に損害賠償

をしなければならない。 

Ⅱ 正当な理由がある場合には、損害賠償は減額するか、または、全部を免除することができる。 
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〔訴訟手続き〕 

 

第 23 条 本法の適用に関する訴訟事件は、労働事件訴訟法（1974：371）にもとづいて審理される。 

Ⅱ 解雇予告または解雇を理由とする訴訟が提起される場合は、雇用保護法（1982：80）第 34 条およ

び第 35 条、第 37 条、第 38 条第 2 項第 2 文、第 39 条－第 42 条ならびに第 43 条第 1 項第 2 文お

よび第 2 項が、該当部分で適用されるものとする。その他の訴訟に関しては、共同決定法（1976:580）

第 64 条－第 66 条および第 68 条が、同様の方法で適用される。 
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資料Ⅱ 

 

Lag（1962：381）om allmän försäkring 

4 Kap. Om föräldrapennignförmåner 

 

国民保険法・第 4 章両親手当給付（仮訳） 

（通称、両親保険） 
 

新 設 SFS1973：473（国民保険法のなかに両親手当規定として新設） 

改正法 SFS1974：87 

SFS1976：279 

SFS1977：630 

SFS1979：644 

SFS1980：125 

SFS1982：120 

SFS1984：551 

SFS1985：83、1985：87、1985：999、1985：1000 

SFS1986：247、1986：248、1986：384 

SFS1987：223、1987：1321 

SFS1988：130 

SFS1989：100、1989：219、1989：1046 

SFS1990：56、1990：741、1990：1516 
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第 4 章 両親手当給付 

 

第 1 条 社会保険事務所に登録されている被保険者たる親は、本章にもとづく両親手当および一時介護両

親手当（両親手当給付）の権利を有する。 

Ⅱ 両親手当給付は、子どもが、この国に居住する場合にのみ子どもの世話に対して支給される。 

Ⅲ 子どもの養子縁組については、将来養親となる者が、この国に居住している場合には、子どもはこ

の国に居住しているものとみなされる。政府は、第 10 条第 4 項にもとづく給付の例外として、デン

マーク、フィンランドまたはノルウェーに居住している親にも、これらの国々に居住している子ども

の世話をしていることに対して一時介護両親手当が支給されることを規定することができる。 

 

第 2 条 本章の規定を適用する際、以下の者は、親と同一視される。 

a）親ではないが、監護権者であって、子どもの世話をしている者 

b）社会福祉委員会の同意を得て、養子にする目的で継続して子どもの世話をし、かつ、養育するため

に受け入れた者 

c)（子どもの）親が、永年、共同生活を営んでいる場合に、この親といっしょに居住しており、かつ、

（この親と）婚姻関係にあるか、もしくは、（婚姻関係に）あった者、または、（共通の）子どもがい
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るか、もしくは、（子どもが）いた者 

Ⅱ 第 10 条、第 10a 条および第 11 条を適用する際も、以下の者も親と同一視される。 

a）婚姻類似の関係で、（子どもの）親の一方と共同生活を営んでいる者 

b）自分の家庭で継続して子どもの世話をし、かつ、養育するために受け入れた者 

第 12 条－第 18 条を適用する際、一時介護両親手当の権利が第 11a 条にもとづいて譲渡される場合

にも、親と同一視される。 

 

第 3 条 子どもの出生を理由とする両親手当は、両親合計で最高 450 日間支給される。 

Ⅱ 多子出産については、第 1 項に加えて、各子ども毎に、180 日間の両親手当が支給される。 

Ⅲ 子どもの監護を共同で行っている両親については、各親が、第 1 項に定める期間の半分の両親手当

を受給する権利を有する。 

Ⅳ 一人で子どもの監護をしている親は、第 1 項および第 2 項で定められている全期間中、両親手当を

自分自身のために受給する権利を有する。両親が子どもを共同監護しているが、一方の親が第 1 条お

よび第 9 条にもとづく両親手当の権利を有しない場合は、同様に有効である。 

Ⅴ 親が傷病または障害により、継続して子どもの世話をする能力を欠く場合、もう一方の親は、第 1

項および第 2 項に定められている全期間中、両親手当を自分自身のために受給する権利を有する。 

Ⅵ 親の傷病手当相当額の両親手当の例外として、各子ども毎、または、多子出産については子ども共

通で、30 日間の期間を限度に、親は、もう一方の親のために両親手当を受給する権利を放棄すること

ができる。両親手当を受給する権利の放棄は、社会保険事務所に文書による届出が必要とされる。 

Ⅶ 両親手当は、子どもが 8 歳に達するか、あるいは、小学校の第 1 学年を終了するときまで支給される。 

 

第 4 条 母親は、子どもの出生予定日の第 60 日前から両親手当の権利を有する。出生後の期間について

は、主として子どもの世話をする親に両親手当の権利がある。 

Ⅱ 両親手当は、両親教育、または、子どもが参加する就学前学校プログラムへの訪問に関しても支給

される。両親教育に関する両親手当は、子どもの出生前に受給できる。 

Ⅲ 子どもの世話をしない親は、特別な理由がある場合にのみ、両親手当の権利を有する。ただし、以

下の場合には、特別な理由を必要としない。 

1 分娩後 29 日までの母親 

2 両親教育に参加する親 

 

第 5 条 両親手当についての規定は、子どもの養子縁組に関しても準用される。ただし、一方の配偶者の

子どももしくは養子との養子縁組、または、自分の子どもの養子縁組に関する場合には、両親手当

は支給されるが、もし養子縁組を行わなかった場合には、支給されたであろう範囲以上（の両親手

当）は支給されない。養子縁組を目的として子どもを受け入れている場合も、養子縁組とみなされ

る。子どもを得た被保険者が子どもの世話をする時点は、子どもの出生時点と同一視される。ただ

し、両親手当は、10 歳に達した子どもには支給されない。 

 

第 6 条 完全な両親手当は、最低 1 日につき 60 クローナとなる（最低保証額）。 

Ⅱ 最初の 180 日間の両親手当は、親が、子どもの出生前に継続して少なくとも 240 日間、または、その

代わりに計算の時点で最低保証額を超える傷病手当の被保険者であった場合、かつ、社会保険事務所がす

べての状況を認める場合には、第 5 項にもとづく計算により、親の傷病手当相当額が支給される。 

Ⅲ 第 2 項に定められているほか、第 5 項にもとづく計算により、親の傷病手当相当額で 180 日間、ま

た、最低保証額で 90 日間の両親手当が支給される。 

Ⅳ 多子出産については、第 3 条第 2 項にもとづく両親手当が、第 5 項にもとづく計算により、親の傷

病手当相当額で 90 日間、また、最低保証額で 90 日間支給される。 

Ⅴ 親の傷病手当相当額で支給される第 2 項－第 4 項にもとづく両親手当の場合は、第 3 章の第 5 条第
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4 項－第 6 項ならびに第 10a 条および第 10b 条の例外として計算するものとする。ただし、その際に

（以下の a)－c）の場合）、1 日分の両親手当は、確定した傷病手当の基礎となる収入の 85％を求め

た後に 365 で割って計算される。 

a）一人の子ども、または、多子出産の際は子どもたちを共同で世話をしている親に対しては、各親に

最初の 30 日間 

b）一人の子ども、または、多子出産の際は子どもたちの世話をしている単親に対しては、最初の 60 日間 

c）一方の親が、傷病または障害により、継続して、一人の子どもまたは多子出産の際は子どもたちの

世話をする能力を欠く場合には、（世話をしている親に対して）最初の 60 日間 

それ以上の期間の両親手当 1 日分は、確定した傷病手当の基礎となる収入の 75％を求めた後に 365 で

割って計算される。 

Ⅵ 第 2 項－第 4 項の規定にかかわらず、両親の傷病手当の基礎となる収入が、第 3 章第 5 条第 3 項第

5 号により減額される場合には、子どもが 2 歳に達するまでの両親手当は、傷病手当の基礎となる収

入の最低基準で計算される。親が、子どもの世話のために就労を断念した場合に生ずる職業上のサラ

リー収入は、高い収入の基準で計算される。子どもが 1 歳 9 か月に達する前に、女性が再び妊娠した

場合は、両親手当も引き続き相当する方法で計算される。前の子どもを出産または養子縁組した後、

2 年 6 か月以内に子どもを養子縁組する場合も同様とする。 

 

第 7 条 1 日の完全な両親手当は、親が就労していないとき、親の傷病手当相当額が支給される。親の傷病手当

相当額の 1/2 または 1/4 は、親が通常の労働時間の最高 1/2 または 3/4 を勤務するときに支給される。 

Ⅱ 第 1 項の適用に際して、親の家庭で継続して世話をし、かつ、養育するために受け入れられた子ど

もの世話は、就労とはみなさない。親が（養育するために受け入れている）子どもを育て、その育児

に対して補償が支払われる場合は、両親手当の第 6 条にもとづく計算の際、育児の補償の基礎である

傷病手当基礎収入の部分を除外してなされる。 

 

第 7a 条 親の傷病手当相当額の両親手当は、彼（父親）または彼女（母親）が、不就労の期間に直接関

連して、相当の、または、より高い両親手当を受け取る場合にのみ、親が働いていない通常の期間

に対して支給される。ただし、このことは、最高 4 日間の不就労の期間に対してのみ準用される。 

 

第 8 条 両親手当は、親が通常の労働時間の最高 3/4 を勤務するとき、最低保証額の全額、1/2 または 1/4

相当額で支給される。 

 

第 9 条 両親手当の権利要件は、親に両親手当が支払われる最も近い日の前に、連続して少なくとも 180

日間、社会保険事務所に登録されていることである。 

Ⅱ 社会保険事務所への登録、または、第 6 条第 2 項にもとづく一定の傷病手当のための保険に関する

要件は、この要件が満たされなかったことが第 1 章第 4 条による年齢規定による場合には、（要件は）

満たされたものとみなされる。親は登録されていなかったか、または、一定の傷病手当の被保険者で

なかったが、社会保険事務所がすべての状況を認めるときは、（要件があるものと）相応に有効である。 

Ⅲ 社会保険事務所への登録に関する要件、または、第 3 章第 5b 条に述べられている被保険者に履行

される第 6 条第 2 項にもとづく一定の傷病手当のための保険に関する要件の定めは、最高 3 年を限度

に海外居住の期間は除外される。 

 

第 9a 条 親が、子どもの出生を理由とする両親手当に相当する外国の法律にもとづく給付を受給してい

たときは、外国の給付が支給された時の期間は、第 3 条第 1 項および第 2 項にもとづいて支給され

うる両親手当の最高日数から、差し引いて計算されるものとする。 

Ⅱ 控除は、最初に、親自身が第 3 章第 3 項にもとづく権利を有する日数から行われるものとし、また、

これらの日数に関しては、第 6 条第 2 項に述べられている日数から、行われるものとする。残りの日
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数に対しては、以下の場合に控除されるものとする。 

1 外国の給付が、雇用上の収入または他の就労による収入を根拠とする場合には、控除は、最初に、

親の傷病手当相当額で支給されうる両親手当の日数から行われるものとする。 

2 雇用上の収入または他の就労による収入に関係なく、すべての受給者に対して一律に外国の給付が

支給される場合、控除は、まず最低保証額にもとづいてのみ支給される両親手当の権利を有する親の日

数から行われるものとする。 

 

第 10 条 親は、12 歳未満の子どもの世話のために、以下の事由により欠勤しなければならないときは、

一時介護両親手当の権利を有する。 

1 子どもの病気または伝染病 

2 子どもの通常の保育者の病気または伝染病 

3 予防（接種）、健康診断のために（保健所へ）行く 

4 親のどちらかが子どもを医者に連れて行くために、もう一方の親が、他の子どもの世話が必要とい

う条件で、医者に連れて行く子どもは一時介護両親手当に関する規定に該当する。 

Ⅱ 年齢が 240 日未満の子どもの介護に対しては、子どもの世話が継続的な場合、または、子どもが病

院で介護されている場合にのみ、第 1 項にもとづく一時介護両親手当が支給される。前述の（240 日

未満の）子どもよりも年長の子どもの介護に対して、第 1 項にもとづく一時介護両親手当は、別の両

親手当を受給している期間中には支給されない。ただし、子どもが病院で介護されているという例外

には有効である。 

Ⅲ 機能障害へのサポートおよびサービス法（1993：387）に該当する子どもの親は、子どもの出生か

ら 16 歳に達するまで、親が、両親教育、子どもの小学校訪問、または、子どもが参加する就学前学

校プログラムもしくは学童保育への訪問に関して欠勤をする場合は、一時介護両親手当の権利を有す

る（参観日）。 

Ⅳ 父親が、子どもの出生に関して、出産に立ち合ったり、家で家事をしたり、または、子どもの世話

をしたりするために欠勤をする場合にも、一時介護両親手当の権利は加算される。子どもの養子縁組

の際、子どもが 10 歳未満の場合は、父親のため、同様に準用される。養子にする目的で子どもを受

け入れている者も、養子縁組とみなされる。 

 

第 10a 条 12 歳未満の病気または機能障害の子どもの親は、親が、以下の事由で欠勤する必要がある場

合に、一時介護両親手当の権利を有する。 

1 子どもの治療で協力するために、または、子どもの介護を習得するために施設を訪問 

2 第 1 号で定められている事由と同じ目的で、医療施設長によって催されるコースヘの参加 

3 子どもが重病であることによる医師の往診 

4 子どもの治療の一部である医師の往診 

5 第 4 号で定められている事由と同じ目的で、医師により処方された何らかの治療に参加 

 

第 11 条 一時介護両親手当は、子どもの病気、精神的障害またはその他の機能障害のために特別な援助

または介護を必要とする場合、12 歳以上 16 歳未満の子どもの介護に対して支給することができる。 

Ⅱ 一時介護両親手当は、子どもが、機能障害へのサポートおよびサービス法（1993：387）第 1 条に

該当する場合、16 歳以上 21 歳未満の子どもの介護に対しても支給することができる。子どもが 21

歳に達した後、学校法（1985：1100）第 5 章第 28 条または第 6 章第 7 条に述べられている学校に

通っている場合は、子どもが 23 歳に達するときの暦年、春学期の終了まで支給される。 

Ⅲ 第 1 項にもとづく一時介護両親手当は、親が、第 10 条第 1 項または第 10a 条に定められている事

由によって、欠勤する必要がある場合に支給される。ただし、その他の両親手当を受給してしまった

期間は、子どもが病院で介護されている場合以外、一時介護両親手当は支給されない。第 2 項にもと

づく一時介護両親手当は、親が、第 10 条第 1 項第 1 号に定められている事由によって、欠勤する必
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要がある場合に支給される。 

Ⅳ 社会保険事務所は、第 1 項または第 2 項にもとづく要件が存在する場合、事前に審査することがで

きる。この決定（審査の結果）は、決定に定められている期間中は拘束力を有するが、決定の基礎と

なっていた事情が変更した場合は、再審査することができる。 

 

第 11a 条 親は、子どもの世話のために欠勤する親の代わりとして、他の被保険者に、以下の事由により、

子どもの世話のための一時介護両親手当の権利を譲渡することができる。 

a）子どもの病気または伝染病 

b）第 10 条および第 11 条第 1 項に述べられている子どもに準用される場合は、子どもの通常の保育者

の病気または伝染病 

 

第 11b 条 一時介護両親手当は、第 9 章第 4 条にもとづく介護手当の権利を根拠とする介護または援助の

必要性に対しては、支給されない。 

 

第 12 条 第 10 条第 1 項および第 10a 条にもとづく一時介護両親手当は、各子ども各年毎に、（両親）合

計で最高 60 日間支給される。第 11 条にもとづく一時介護両親手当は、各子ども各年毎に、最高

60 日間支給される。親が、第 10 条第 1 項第 1 号、第 3 号、第 4 号および第 10a 条に定められて

いる事由により、欠勤する必要がある場合は、各子ども各年毎に、さらに最高 60 日間支給される。 

Ⅱ 第 10 条第 3 項にもとづく一時介護両親手当は、各子ども各年毎に、最高 10 日間支給される。 

Ⅲ 第 10 条第 4 項にもとづく一時介護両親手当は、子ども毎に、最高 10 日間支給される。この一時介

護両親手当は、出生後、子どもが帰宅した後、60 日以降の期間に対しては支給されない。養子縁組に

ついては、親が、子どもの世話をする時点から、その期間が計算される。 

Ⅳ 親が勉学している期間に完全な賃金給付（教育手当）を受けている場合は、賃金給付を失う範囲で

休学することが、一時介護両親手当規定の適用に際して、欠勤することと同等とみなされる。 

 

第 13 条 第 11 条第 1 項に述べられている特別な介護または援助の必要性を証明するために、医者の診断

書を提出しなければならない。 

Ⅱ 社会保険事務所は、理由があるときには、第 10 条または第 10a 条に述べられている子どももしく

は通常の保育者の病気および伝染病、または、機能障害を証明するために、特別な診断書の提出を請

求することができる。 

Ⅲ 社会保険事務所は、第 10 条第 2 項第 2 文もしくは第 11 条第 2 項第 2 文で述べられている場合に

は、使用者もしくは就労状況に関する情報を提供できるその他の者による特別な証明書によって、一

時介護両親手当の権利を証明することを親に請求することもできる。それとともに、（両親）教育を指

示もしくは治療を処方した者による証明書によって、両親教育、または、子どもの病気もしくは機能

障害の治療への参加に関する両親手当給付の権利を証明することを親に請求することができる。 

 

第 14 条 完全な一時介護両親手当は、欠勤している親に支給される。1/2 または 1/4 の一時介護両親手

当は、子どもの養育をしないならば、労働時間の最高 1/2 または 3/4 時間、働いたであろう親に支

給される。第 7 条第 2 項の規定は、適用可能な範囲で、一時介護両親手当に関しても準用される。 

Ⅱ 第 3 項もしくは第 4 項、または、第 14a 条により異なる定めがない限り、傷病手当の基礎となる雇

用収入の 75％を年間労働時間で割った場合に得られる額が、1 日の完全な一時介護両親手当の金額の

計算の基礎となる。計算に際して、給付に関する期間については、第 3 章第 10a 条第 2 項－第 4 項

が同様の方法で適用される。 

Ⅲ 一時介護両親手当が、別の就労による収入にもとづいて支給される場合、決定した傷病手当の基礎

となる収入の 75％を 365 で割った額によって、1 日の完全な給付が計算される。金額は、最も近い

完全なクローナ総計で端数は落とされる。 



スウェーデンの育児休暇法制度 42 

Ⅳ 一時介護両親手当が、雇用および別の就労の両方による傷病手当の基礎となる収入にもとづいて支

給される場合、雇用による収入に相当する給付の部分は第 2 項により、他方、別の就労による収入に

相当する給付の部分は第 3 項により計算される。 

 

第 14a 条 一時介護両親手当は、以下の場合には、第 14 条第 3 項にもとづいて計算される。 

1 被保険者が、別に、妊娠手当、両親手当またはリハビリテーション手当を受給していた期間に、一

時介護両親手当を受給しているとき 

2 第 3 章第 10c 条第 1 項第 1 号ならびに第 2 項に述べられている場合 

 

第 15 条 両親手当給付は、社会保険事務所へ申請する前の期間については支給されない。ただし、この

ことは、申請に対して事前に支障があるか、または、給付が支払われるべき特別な理由がある場合

には、準用されない。 

 

第 16 条 両親手当給付は、第 4 条第 2 項および第 10 条第 3 項と第 4 項に定められている場合以外は、

同じ子どもおよび同一期間、両親に支給されない。出生を理由とする両親手当は、同じ子どもおよ

び同一期間中に、外国の法律にもとづく相当の給付が支給されている場合にも支給されない。 

Ⅱ 一時介護両親手当は、子どもが重病になったとき、両親が医者まで子どもに付き添う場合に、同じ

子どもおよび同一期間、両親に支給することができる。同様に、子どもの治療をする場合に、医者の

往診または医者の処方した治療を誰かと分担する必要があるときは、両親ともに準用される。 

Ⅲ 子どもの数に関係なく、親には、合計で 1 日につき完全な両親手当以上は支給されない。 

 

第 17 条 両親手当給付は、本法もしくは労働災害保険法（1976：380）にもとづく傷病手当を受給して

いるか、または、その他の法令もしくは特例（特別な場合における政府の決定）にもとづき相当の

補償を受給しているか、または、傷病給法（1991：1047）にもとづく傷病給もしくはその他の補

償を受給している場合には、同一日に親に支給されない。 

Ⅱ 両親手当給付は、親が、有給休暇法（1977：480）にもとづく有給休暇の日には支給されない。 

Ⅲ 第 1 項の規定については、親が、外国の法律による相当の給付を受給しているときにも準用される。 

 

第 18 条 第 3 章第 6 条、第 13 条第 1 項、第 16 条第 1 項－第 5 項および第 17 条第 1 項 a）、c）ならび

に第 2 項の規定は、両親手当給付についても適用される。第 3 章第 15 条および第 17 条第 1 項 b

の規定は、一時介護両親手当についても適用される。 

Ⅱ 両親手当給付の権利についての日数算定の際には、1/2 の両親手当を 2 日間で、また、1/4 の両親

手当を 4 日間で 1 日分とみなされる。 

Ⅲ 両親手当給付が、18 歳未満の親に支払われる場合には、社会保険事務所は、社会福祉委員会の申し

出にもとづき、両親手当の全部もしくは一部分が、親または家族に利用するために、第三者または社

会福祉委員会に支払われなければならないという決定をすることができる。 

Ⅳ 出産時期にある女性が、刑務所または青少年養護に関する特別規定を有する法律（1990：52）第

12 条に述べられているホームにいる場合には、社会保険事務所は、措置に対する管理者の申し出にも

とづき、両親手当を女性と子どもに利用するために、管理者に支払われなければならないという決定

をすることができる。 
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ドイツ育児休暇法制 
 

 

東京学芸大学教育学部助教授 

野 川  忍 

 

 

はじめに 

 

ドイツ連邦共和国（以下単に「ドイツ」）におい

ては、育児のための休業に関しては、1985 年 12

月 6 日に成立し、その後何度か改正された連邦育児

手当法（Bundeserziehungsgeldgesetz）が包括的

な規制をし、これを各州の規制が補うという形をと

っている。同法は、ドイツが統一的な基本政策の一

つ と し て 長 年 押 し 進 め て い る 家 族 政 策 措 置

（familienpolitischer Maβnahmen）の一環とし

て 位 置 付 け ら れ て お り 、 母 性 保 護 法

（Mutterschutzgesetz）とあいまって、育児のため

にフルタイムの就労を断念せざるを得ない労働者

に対し、経済的援助（育児手当の支給）と雇用保障

（解雇からの保護）とをともなう休業を保障した。 

本法による育児休業および育児手当は、法成立

後 10 年の間に大きな変貌をとげている。まず育

児手当の受給期間は、10 か月からはじまって、段

階的に 12、15、18 か月と延長され、91 年暮れの

法改正により、92 年 1 月 1 日以降の出生児のた

めの育児手当については、出生後 24 か月までの

受給が保障されるところとなった。また、受給額

についても、93 年の改正により、それまで生後 6

か月までの育児手当は無条件に 600 マルクが保

障されていたが、所得制限がおよぶこととなった。

また育児休業の期間についても、出生後最長 1 年

間からはじまって、現在は最長で 3 年間（育児対

象幼児の 3 歳の誕生日まで）となっている。 

こうした発展の経過をたどり、現在では、育児

手当および育児休業は 9 割をこす該当女性が享受

しているが、一方で男性の取得者は 1％程度にと

どまっている。 

 

 

第 1 章 連邦育児手当法制定前の労働協約・事業所協定 

 

 

 

1 育児休暇に関する事業所協定 

（Betriebsvereinbarung） 

 

連邦育児手当法の制定前にも、各事業所レベル

では、上記母性保護法の内容（出生後 8 ないし 12

週間の休業）を超える、育児のための休暇制度が

成立していた。それはたとえば以下のようなもの

である。 

・1979 年 6 月 30 日の A 社と中央事業所委員

会(Gesamtbetriebsrat）との間の事業所協定（母

性保護法による母親休暇をとったために一旦リタ

イアした従業員の復職に関する規定） 

① 母性保護法による母親休暇を取得した母親は、

その終了後 36 か月以内であれば、以前の職場

に復帰することができる 

② 復職までの期間のうち 18 か月に限り、勤続

期間に算入することができる 

③ 復職請求権を有するのは、休暇期間中他で就

労しなかった母親に限る 

④ 復職を望む母親は、復職希望日の、遅くとも

6 か月前までに、所轄の人事担当部局あてに書
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面で請求しなければならない 

 

このように、法成立以前にも、母性保護法の内

容を拡充して、実質的な育児休業を保障する事業

所協定が存在していた。しかしもちろん、それら

は母親休暇の延長ないし応用の域を出るものでは

ない。 

 

2 労働協約によるもの 

 

労働協約の形においても、法成立以前に、母性

保護法の内容を補充、拡大するものが少なからず

存在したが、事業所協定の場合と異なるのは、各

事業所の状況ごとに事情の相違する特別休暇とし

ての母親休暇に関する規定は、産業別の組織形態

を柱とするドイツの労働組合の性格から、これを

中心的な課題とするにはなじまないとの認識が強

く、むしろ諸手当の充実という形をとることが多

かった。たとえば商業・金融・保険労組と使用者

団体との 1985 年 1 月の労働協約では、社会的給

付（Sozialleistung）の一環としての児童手当につ

き規定し、以下のように定めている。 

① 給付額は児童 1 人につき 25 マルクとし、2

人以上は 50 マルクとする 

② 養子および非嫡出子の場合は、民法 615 条

（扶養請求権に関する規定）に鑑み、給付額

は実子の 25％を超えることはできない 

③ 本協約の定める児童手当は、18 歳未満の者

ないし 25 歳未満の就学者についても支給する 

このような労働協約の規定と事業所協定の定め

により、法制定前も、ドイツの労働者はすでに育

児に関する実質的な支援を得ていたということが

できよう。 

 

 

第 2 章 政府草案による法制定の趣旨 

 

 

ドイツ連邦議会資料（BT－Drucksache，3792）

によれば、連邦育児手当法は以下のような趣旨で

提出された。 

「育児手当の導入については、1983 年 5 月 4

日の連邦首相の政府説明においてあらかじめ示

された内容にほぼ合致する計画が実施されるこ

ととなる。育児手当は、総額 100 億マルクをも

って実施している連邦政府の家族政策措置の包

括的な立法対策の中心となるものである。 

育児手当は、人生の黎明期にある幼児の監護・

養育を促進するものである。近年、児童の後年の

全人格的な発達が、いかに多く、初期の生育歴に

かかっているか、また、この時期、両親とも揃っ

ていることが子どものためにいかに重要かが明

らかになりつつある。 

育児手当は、8 週間ないし 12 週間の母性保護

期間に続いて、父または母が、全部もしくは部

分的に（パート就労であれば週に 19 時間まで可

能）職業活動を中断しうるという内容を有して

いる。これにより母親は、子どもの監護と並ん

で、健康状態を整えるという目的のためにも、

しばらくの在宅を優先させることができる。ま

た同時に、父親も育児に携わることが可能にな

ることにより、誰が幼児を監護するかについて

の選択が容易になり、また促進される。 

さらに育児手当は、とりわけ若い家庭に対し

ては大きな支援を意味する。共稼ぎを余儀なく

されることなく、親の育児専念が可能になるか

らである。育児手当は他の社会的給付の保障に

対しては別枠の給付であって、原則としてこれ

に算入されることがないので、経済的に困窮状

態にある妊婦の、子どもを産むべきか否かの選

択の苦汁を軽減させる。 

育児手当の請求権は、出産手当と異なり、児

童誕生より以前に労働関係にある母親のみなら

ず、すべての母親および父親が有する。これに

より、自ら働き、あるいは夫と同じ職場で協力

している女性、ならびに出産前に職業について

いない女性、前の子どもの出産後に職業生活を

リタイアし、さらに次の子どもを出産した女性

も、おしなべて同等の権利を有する。 

児童手当の額は 600 マルクが基本であり、

1987 年 12 月 31 日までに生まれたこどもについ

ては 10 か月、1988 年 1 月 1 日以降に生まれた

子供については 1 歳の誕生日まで支給される。

1989年7月1日以降に生まれた子については15

か月まで、1990 年 7 月 1 日以降生まれた子に関

しては 18 か月まで支給される（91 年改正で 92
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年 1 月 1 日以降生まれた子については 24 か月ま

で）。 

育児手当は、子どもの誕生から 6 か月までは

収入の多寡に関わりなく、その後収入により逓

減する（現在は 6 か月までについても所得制限

あり）。 

育児手当の請求権を有する者は、たとえそ

の配偶者が育児に携わる場合であっても、使

用者に対して育児休暇の請求権を行使しうる。

この育児休暇期間中は解雇からの保護が保証

される。 

実定法上の健康保険および失業保険による給

付は、育児手当と並給される。遺族年金改正法

および公的年金保険における育児期間承認に関

する法によれば、育児休暇期間中は、母親（も

しくは両親の合意により父親）の年金の算定基

礎期間に 75％まで算入される。 

コール首相は、1983 年 5 月 4 日の所信表明演

説で、「職業は我々にとって、家の外での職業活

動のみを意味するのではない。家事や育児の活

動は、これと同様の意義を有する。それは特別

に保障されねばならない。」と明言したが、その

趣旨は、本法により一応の実現をみることとな

る。 

なお、育児手当および育児休暇に関する財政上

の問題は、他の多数の国と同様ドイツでも重要な

課題であった。日本と異なりドイツではこれは国

庫によって賄うという選択がされ、出産数と請求

権行使のグレードによって具体的な額の試算がな

された。1983 年の出産数を例に取り、育児手当

に対する連邦政府の支出を計算すると以下のよう

になる。 

 1986 年 ― 14.8 億マルク 

 1987 年 ― 25.0 億マルク 

 1988 年 ― 25.3 億マルク 

 1989 年 ― 28.0 億マルク 

なお、法の施行までは 425 人の経過人員が必要

であり、そのための行政コストは総計 3,500 万マ

ルクに達するとされていた。 

 
 

第 3 章 育児手当 

 
 

1 法の適用範囲 
 

まず、連邦育児手当法の場所的適用範囲は、ド

イツ連邦共和国の主権領土内であり、原則として

ここに住所を有することが、育児手当及び育児休

暇請求権の基本的な発生要件である。国籍は要件

とならない。また人的適用範囲は、自然人である

ことは当然であるが、男女の別、あるいは被用者

か自営業者かの区別もされない。居住地について

も、国内に労働関係が存在すれば、必ずしもドイ

ツに住所をおいている必要はない。たとえば、使

用者がドイツ国内にいるのであれば、海外派遣さ

れている労働者にも請求権はあるし、週 15 時間

以上の労働関係をドイツ国内で維持しているので

あれば、いわゆる越境労働者であっても請求権を

有する。さらに未婚のカップルの間に生まれた子

のためであっても請求権は生じる。また本人に請

求権がなくても、配偶者が請求権を有していれば

「資格者」となる。その場合、いずれが実際に権

利を享受するかは自由に選択することができる。 

2 その他の要件 
 

1986 年 1 月 1 日以降に生まれた子どもを持つ

親ならば誰でも育児手当の受給権を有する。誰が

子どもに対して親として監護をするかによって、

具体的な受給者も決まる。ただし、非嫡出子につ

いての育児手当の受給権は母親のみが有する。こ

れは、事実上父親が子どもの監護を行っている場

合であっても同様である。かかる取扱は男女の法

のもとでの平等という基本法（ドイツ憲法）の定

めに反するのではないかとの懸念も表明されたが、

非嫡出子に対する特別の保護という観点から、合

憲であるとの判断が連邦憲法裁判所により下され

ている。さらに養子の場合には、それが法の手続

を踏んだものであれば（民法 154 条）、実子の場

合と同様、監護者は育児手当を受給できる。この

場合の受給期間の起算点は養子縁組の時点である。

当然ながら、上記の手続は 1985 年 12 月 31 日以

降になされていなければならない。 

次に子どもを「監護ないし養育」するというこ
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との意味が問題となろう。たとえば、ベビーシッ

ターや家政婦、乳母など、第三者が在宅で監護・

養育に当たっている場合、仮に監護者が週 19 時

間の範囲内で就労し、その間だけ監護を任せてい

るというのであれば、そのために受給権を失うこ

とはないが、その他の場合には、自ら監護を行う

のでなければ育児手当は受給できない。また、受

給権者が任意の有給休暇を取得している場合には

育児手当は受給できない。有給である以上、法の

趣旨に反するからである。しかし実際にはこのよ

うな「濫用」はしばしば生じうるので、差額の控

除など、実態に応じた取扱がなされている。 

監護ないし養育は、原則として当該期間を通し

て行われていなければならない。ただし、申請者

が重大な事由により子どもの監護および養育を即

座には行えないか、または中断しなければならな

い場合には、育児手当の請求権は失われないのが

法の定めるところである。この、監護・養育の中

断の具体的内容については法は特に定めていない。

しかし法の理念からは、中断事由としては、子ど

もの入院など、客観的な事情により子どもが監護

者の責任を離れる場合や、監護者自身の入院など

があげられるとされる。なお、中断期間は 3 か月

を超え得ないというのが通説的見解である。 

つぎに、通常のフルタイム就労は禁止される。

ここで禁止されるのは、単に被庸者としてのそれ

だけではなく、自営業も含まれる。加えて、研修

や職業訓練、見習いなども含まれる。就労の時間

は、所定労働時間ではなく、その許容範囲の限度

で 実 労 働 時 間 を 算 定 す る 。 就 業 促 進 法

（Beschäftigungsforderungsgesetz）102 条の定

める短時間就労（Teilzeitarbeit）が、本法の受給

権の範囲内の就労であるが、具体的時間数はこれ

より 1 時間少なく、19 時間である。要するに、週

19 時間を超えない就労は育児手当の受給権を妨げ

ない。また、これは純粋に労働時間だけの問題で

あるから賃金額は関係しない。休憩時間、通勤時

間は含まれない。就労時間の具体的内容は、通常

労働契約か事業所慣行で決せられるが、いずれも

存しない場合は実態により確定するほかはない。

19 時間を超過したか否かは、当該週の超過時間の

みで決まるのではなく、全体の時間数で決める。

たとえば、35 週間を期間とする変形労働時間制を

取っていて、週労働時間 16 時間、ただし毎週金曜

日 8 時間労働を、それも最後の 8 週間だけ行うと

する。この場合、16×35＋8×8＝624 で、これを

35 で割っても 17.82 時間であるから違法にはなら

ない。また、育児手当受給期間中、期間の定めの

ある労働契約を締結し、たとえば 2 か月間、週 40

時間労働に従事した場合には（受給期間中の全就

労期間の平均を算定するまでもなく）、受給権は失

われる。19 時間の労働時間が契約上合意されてい

ても、準備後始末労働が付加される結果 19 時間を

超える場合には、就業促進法に言う短時間労働に

はあてはまらないことになる。なお、フルタイム

労働が常に許されないわけではなく、特別な困難

が認められる場合には許容される。この特別に困

難な場合とは、たとえば請求者たる女性の配偶者

が重病にかかり、もしくは重度の障害を負った場

合、請求者たる女性が未婚で、子どもの父親と生

活を共にしておらず、家族の生計のためにはフル

タイムの就労が不可欠である場合などがあたると

される。この場合子どもは請求者の家計によって

養われていなければならないが、フルタイム就労

の間、親族や託児所に預けることは差し支えない。 

なお、官吏（Beamte）は、19 時間ではなく、

所定労働時間の半分（多くても少なくてもいけな

い）の就労が許される。 

このほか、学生や生徒も身分を変更せずに育児

手当を受給できるし、外国人も、滞在許可か滞在

権などの滞在証明書があれば問題ないが、一時的

な派遣労働を理由とする滞在許可の場合には請求

権はない。 

 

3 複数請求権 

 

同じ家庭のなかで複数の子どもの同時監護を理

由として複数の育児手当請求権が発生することは

ない。これは主として双子の場合を想定している

が、三つ子以上の場合でも同じである。ただしこ

の原則は、相次いで複数の子どもが生まれた場合

には適用されない。重複していない限り、1 人の

子どもごとに請求権が生じる。 

問題は、同じ家族に複数の請求権者が存する場

合である。この場合、実際に育児手当を受給でき

るのは 1 人である。たとえば母親と父親が同時に

職を失った状態になった場合、どちらが受給する

のかを当事者間で決定しなければならない。だれ

を受給権者とするのかは、育児手当を受給するた

めの手続を支給機関（州によって異なる）におい

て行う際に決定すればよい。ただ当該決定は出産

後 3 か月以内に文書によってなさねばならない。
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なお、この期間を徒過した場合、法は母親を権利

者とするとしているが、憲法上の疑義が指摘され

ている。しかし、これにより夫が権利者となる道

が塞がれているわけではないから、通説は違憲と

まではいえないとしている。 

 

4 受給権の変更 
 

受給者の決定に関する法の定めは、同時にでは

なく相前後して受給権者が複数生じた場合をも想

定している。すなわち受給権は、受給期間中、同

一の人間によって行使されねばならないが、しか

し、重大な事由により子どもの監護および養育が、

育児手当受給権者によって維持され得ない場合に

限り、原則として、1 回だけ変更が許される。し

かしこれは例外的な場合であり、立法者としては、

固定的に 1 人の受給権者が一貫して受給権を行使

することを予定していたものと考えられる。 

育児手当は、書面による申請に基づき 2 か月を

限って、申請以前に遡って支給するものとされて

いるので、あたかもいつでも育児手当の申請が受

理されるかのように誤解されがちである。しかし、

生後 3 か月以降に受給権者が変更されることを法

は予定していない。問題は、生後 3 か月までに申

請がなく、3 か月の満了後に母親が申請してきた

場合である。正当な解釈論からすれば、多くの資

格者のうち 1 人が受給するというのではなく、1

つの請求権に 1 つの育児手当が対応するというの

が筋であろう。従って、3 か月を経過していれば、

受給できるのは母親のみに限られるということに

なる。 

重大な事由に基づき、予期することのできない

変更を余儀なくされる場合には、もはや子どもの

監護・養育は特定の個人には限定されない。当該

変更が本来の法の趣旨から逸脱しておらず、現実

に確かに監護が不可能ないし不十分となれば変更

は可能である。ただし、職務の繁忙など労働に従

事していたことに基づく突発的な事態はこれにあ

たらない（それによって労働自体が不可能になる

という場合は別である）。 

受給権者の変更の時点は、原則として、変更の

理由となった事態発生の月の満了の日以前である。

要するに、行政の統一性が要請される。育児手当

は月単位で支給されるので、この点は遵守されね

ばならない。 

 

 

5 請求権の始期と終期 
 

育児手当は、当局への書面による申請によって

のみ支給される。変更があった場合には遅滞なく

通知しなければならない。また、請求の場合、ど

の子どもの監護についての手当かを明確にしなけ

ればならない。 

請求権の始期は、子どもの誕生の日である。終

期は、まず年齢制限に抵触した場合にはその時点

でただちに請求権は失われる。また 1 つでも受給

要件を欠けば請求権は失われるが、その時期は、

当該要件を欠いた時点ではなく、その月の満了時

である。なお、請求権の部分的ないし全面的な瑕

疵を生じた場合には、遅滞なくその旨を当局に届

け出なければならない。これに違反した場合には

罰金が課せられる。受給権者の死亡により、その

月の満了時に請求権は失われ、他の者（通常配偶

者）がこれを引き継ぐ。また子どもの死亡の場合

も、同様にその月の満了時に監護者の請求権は失

われる。ただし育児休暇をとっている場合には、

死後 3 週間の限度で、育児休暇の終了時点が請求

権の消滅の時点である。 

 

6 手当額 
 

まず、子どもの生後 6 か月までは、以前は収入

に関係なく一律 600 マルクが支給されていたが、

93 年の法改正により、94 年 1 月 1 日以降の出生

児に関しては、継続的に別居状態になく、1 人の

子どもを有する夫婦の一方であれば、年収 10 万

マルクが収入限度額となる。これに対して 1 人で

子どもを育てる場合には、同額は 75，000 マルク

である。限度額は、子どもが 1 人増えるごとに 4，

200 マルクずつあがる。ただ、これは基準であっ

て、数マルクのオーバーであればそれだけで育児

手当の支給がまったくなされないわけでない。 

子どもの生後 7 か月以降の収入制限はきわめて

システム化されており、以下のとおりである。 

まず 7 か月目から、配偶者も含めた収入の額によ

り育児手当の額も逓減する。その収入限度は、年収

で 29,400 マルク、総収入 42,000 マルクである。こ

の評価額は、7 か月目の時点で確定している額であ

り、原則として子どもの誕生の前年の収入が基準と

なる。収入の算定は、税法上の計算とは異なる。母

親が 20,000 マルク、父親が 40,000 マルクの収入を



ドイツ育児休暇法制 48 

有する場合、税法上は差額が対象となるが、本法で

は 60,000 マルクが対象となる。また、「継続的に別

居している者」または 1 人で子どもを育てている者

についての限度額は、年収で 23,700 マルク、総収

入 34,000 マルクとなる。そうしてこれらの限度額

は、子どもが 1 人増えるごとに両親が同居していれ

ば4,200マルクずつ、1人で育てている場合は5,700

マルクずつ引き上げられる。 

収入が限度額を超過した場合、6 か月目までのよ

うにいきなり育児手当の受給権そのものが失われ

るわけではない。超過分の 40％を算定し、その 

1/12 を 600 マルクの月額から控除することになる。

たとえば 4 人子どもがいて、総収入が 45,000 マル

クであった場合、限度額を 3,000 マルクオーバーし

ていることになる。この場合、超過額の 40％は

1,200 マルクであり、その 1/12 は 100 マルクであ

る。すると、この場合には育児手当の受給額は 7 か

月目から 500 マルクということになる。また、未婚

の母が収入 24,900 マルクであったとすると、限度

額を1,200マルクオーバーしていることになるから、

7か月目から600－1,200×0.4×1/12＝560マルク

の育児手当を受給することとなる。 

これらの手当額は、暦月ではなく、子どもの誕

生した日を起算点とした月数で算定する。法はこ

れらにつき補充的な取扱も定めている。その意味

するところは、たとえば母親が、子どもの生まれ

る 2 年前まで働いていて、育児手当が収入によっ

て計算される 7 か月目以降働いていない場合には、

その 2 年前の収入が基準となるということである。 

また、女子労働者が、子どもの出生のあと育児

休暇を取得し、まったくパート就労もしなかった

場合には、その暦年にすでに得ていた労働収入は、

所得評価には算入しない。またパート就労してい

た場合には、月額 580 マルクを超えない賃金はこ

の場合の所得評価には算入しない。また、請求者

とその配偶者の収入は別個に算定される。したが

って、配偶者問で所得調整することは許されない。 

（6）収入の計算 

算定の出発点は、所得税法による積極収入の合

算である。これは、 

① 非自営就業からの収入 

② 自営就業からの収入 

③ 商取引からの収入 

④ 農林業からの収入 

⑤ 資産からの収入 

⑥ 賃貸による収入 

⑦ その他 

に分類される。非自営就業からの収入の算定に

おいては、税込み賃金から証明しうる経費、しか

し少なくとも 2,000 マルクを控除したものとなる。

外国の税法のみにより税を払った所得もしくはド

イツの税制度に属さない所得については、総収入

から経費を算出することはできず、すべて 2,000

マルクとなる。 

子どもの、1～12 か月までの育児手当請求権に

ついての基準となるのは、誕生したその年の見込

み所得であり、13～24 か月については、翌年の

見込み所得である。養子に関しては、それぞれ縁

組の年およびその翌年の所得となる。見込み所得

が証明できない場合は前年もしくは前々年の所得

から推計する。 

以上の制度は 93 年 7 月 1 日以降出生した子ど

ものための育児手当に適用されるものであって、

それ以前の子どもについては誕生の前々年の所得

が基準となる。 

資産からの所得については、最低 100 マルクの

基礎控除と、600 マルクの貯蓄基礎額が経費とし

て控除される。賃貸からの所得は、証明された経

費が控除される。商取引からの所得、自営、農林

業からの所得は、純利益を基準とする。そうして、

個々の所得項目間の損失調整は配偶者間であって

も許されない。 

さらに、黒字分の所得の合算から以下のものが

控除される。 

① 所得の 27％の額の基礎控除 

② 請求者および配偶者が児童手当を受給して

いない場合には、子どもの養育費 

③ 所得税法に定める障害児に関する基礎控除

は、それが育児対象児の出生以前のものであ

れば、育児手当につき考慮される。 

これらの規制も 93 年 7 月 1 日以降出生した子

どものための育児手当に対してのみ適用されるも

のであり、それ以前の子どもについては、27％の

基礎控除ではなく、税法上の原則に立ち戻って計

算された控除と、税制上認定されたあらかじめの

出費が控除の対象となる。 

 

7 出産手当と育児手当の併給 

 

出産手当は原則として育児手当と調整されない。

しかし法は、出産手当は、育児手当受給開始後に

はこれに充当されるとして、連続した出産手当と
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育児手当が全額併給されるという弊害は回避され

ている。 

1986 年 1 月 1 日以降出生した子どもについて

は、母性保護期間についてのみ出産手当が支給さ

れる。対応する手当の支給をともなう出産休暇が、

育児手当の保障をともなう育児手当によって代替

されるからである。要するに、出産手当より育児

手当が多いときには育児手当が出産手当に代替し、

出産手当が育児手当より多いときには育児手当が

これに付加されることはないということである。

たとえば 1 日 15 マルク（月 450 マルク）の出産

手当を受給していたら、育児手当は 150 マルクに

なり、出産手当が月 750 マルクであれば育児手当

はゼロである。この、出産手当の育児手当への算

入は、出産後 8 週間の保護期間につき父親を育児

手当受給者としても除外されることはない。 

 

8 育児手当と健康保険 
 

育児手当を受給、育児休暇を取っている親は、

従来から負担分を払っている場合は公的健康保険

の負担を免ぜられる。しかし負担免除は、ほかの

負担義務にまで拡大されることはない。すなわち、

育児手当受給中は、保険義務のあるパート労働を

していれば負担分は払わなければならないし、保

険義務のある学生は、大学の受講権を有するので

あれば育児手当受給中も負担を免れない。 

民間の私的な健康保険に加入している者、およ

び任意に公的健康保険に加入している者は、それ

ぞれの保険の条件にしたがって、なお負担を負わ

なければならない。 

 

9 育児手当とその他の社会的給付 
 

育児手当は、社会的給付にたいしては付加的給

付であって、受給者に対する他の社会的給付をい

ささかも削減するものではない。他の社会的給付

が、育児手当支給のための所得の限度内にある限

り削減はありえないし、このことは企業内の任意

の給付に対しても同様である。 

たとえば疾病給付、障害給付、療養給付は出産

手当の場合と全く同様に扱われる。休業補償（操

業短縮の場合など）については、就業促進法によ

る短期雇用の場合よりも多い賃金が算定基礎とな

っている限り、超過分を育児手当から控除するこ

とになる。また失業保険については、育児手当受

給期間中は雇用期間に算入される。しかし失業手

当は社会保険からの給付であるから育児手当と併

給されることはない。例外的に併給されるのは、

不当に解雇された場合である。したがって失業中

の女性が出産したら、母性保護の後に選択するこ

ととなる児童手当も育児手当と併給される。 

 

10 その他の育児手当の性格 
 

育児手当と州の育児手当の支給ならびに家族手

当の支給と扶養義務とは抵触しない。扶養義務者

には、原則として、扶養権利者が連邦育児手当法

により支給されている育児手当を削減したり廃止

したりする権限はないということである。 

育児手当は免税である。また差し押さえを受け

ない。 

 

11 申 請 
 

育児手当の申請は、書面により、子どもの年齢

ごとに、申請者の居住地を管轄する育児手当局に

申請する。政府草案においては、連邦労働局が直

轄の「育児手当金庫」を設置するはずであった。

しかしこれに対しては連邦参議院が、州の権限に

対する連邦政府の侵害の疑いがあるとして憲法上

の疑義を表明したため、育児手当の支給に関して

は結局州の権限であることが確認され、州ごとに

管轄機関を異にすることとなった。 

申請は、子どもの誕生日になす必要はなく、た

とえば 2 歳の年の育児手当の申請は生後 9 か月を

過ぎれば行うことができる。電話などの口頭の申

請は受け付けないが、郵便による申請は許される。

育児手当は申請前は 6 か月間しか遡及支給されな

いので、申請は子どもの出生の後できるだけ速や

かに行うことが望ましい。 

申請に必要なのは、子どもの出生証明、所得証

明と使用者の給与証明、出生後の出産手当の受給

証明、官吏であれば母性保護期間中の勤務手当に

関する証明である。もし育児休暇を同時に申請し

ていたら、子どもの生後 16 か月目に、その育児

休暇がさらに継続されるのかどうかと、パート就

労をするのかどうかを提示しなければならず、こ

れらは使用者の証明が必要である。 

育児手当局が申請を受理したら、付与証明書が

もらえる。金融機関への口座振込にすることもで

きる。ただし受給中の口座の変更はできない。ど
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うしても必要な場合は速やかに通知する。これを

2 か月前にすませておかないと振込が遅延するこ

とになる。 

 

12 争訟 
 

育児手当の申請を拒絶された場合には、1 か月

以内に異議の申立てができる。そこで救済されな

い場合は、社会裁判所に訴えを提起するための異

議申立て証明を交付してもらうことになる。 

 

13 管轄機関 
 

各州によって異なる。 

バーデンヴェルテンベルク    州信用金庫 

バイエルン        援護事務所の家族金庫 

ブレーメン        健康・青少年・社会サービス 

事務所 

ベルリン         区役所青少年課 

ブランデンブルク      自由市・州青少年課 

ハンブルク        区役所住民課 

ヘッセン         援護事務所 

メクレンブルクーフォアポンメルン  援護事務所の家族金庫 

ニーダーザクセン      自由市、州、および区 

ノルトラインーヴェストファーレン  援護事務所 

ラインラントーファルツ    自由市、特別市、州の青 

少年局 

ザールラント       援護事務所 

ザクセン         家族社会局の家族金庫 

ザクセンーアンハルト    援護事務所 

シュレスヴィッヒーホルシュタイン  援護事務所 

チューリンゲン       援護事務所 

 

14 州の育児手当 
 

1996 年現在、州において連邦育児手当法によ

る給付に付加して州独自の育児手当を支給してい

るのは、バーデンヴェルテンベルク、バイエルン、

ブランデンブルク、メクレンブルクーフォアポン

メルン、ラインラントーファルツ、ザクセン、チ

ューリンゲンの 7 州である。 

まずバーデンヴェルテンベルクでは、連邦育児

手当法による給付の終了後 12 か月間、毎月 400

マルクの州育児手当が支給される。受給権者は働

いていないか、あるいは州 19 時間までのパート

就労をしている母親または父親である。申請者は、

ドイツ人もしくは EU 加盟国の国籍を有している

者に限られ、当該子どもの出生より 1 年以上前か

らバーデンヴェルテンベルク州に滞在していなけ

ればならない。育児手当の額は所得により、第 1

子については月 2,000 マルク（婚姻者については

94 年 1 月 1 日以降出生した子どもにつき 2,200

マルク、96 年 1 月 1 日以降出生した子どもにつ

き 2,450 マルク）が限度額である。第 2 子以降は

1 人につき 300 マルクずつ限度額は増額される。

限度額を超過した場合は段階的に減額される。 

次にバイエルンでは、連邦育児手当の受給終了

後なお 6 か月間支給される。94 年 12 月 8 日以降

出生した子どもについては12か月に延長される。

額は毎月 500 マルクである。申請者は、ドイツ人

か EU 加盟国の国籍を有している者で、子どもの

誕生後住所ないし本拠地をバイエルン州に置いて

いる者でなければならない。受給のための所得制

限の内容は連邦育児手当法に準じる。限度額を超

過した場合は減額される。 

ブランデンブルクでは、94 年 1 月 1 日以降出

生した子どもにつき、1 回限り一括して 1,000 マ

ルクが支給される。 

メクレンブルクーフォアポンメルンでは 95 年

7 月 1 日以降出生した子どもについて、連邦育児

手当法による受給の終了後、子どもの 3 歳の誕生

日まで支給される。受給できるのは、主たる居所

が州内にあって、連邦育児手当法による、「子ども

の 2 歳まで」という受給期間を超過している母親

または父親である。額は毎月 600 マルクで、所得

制限がある。制限の内容は、連邦育児手当法の、

出生後 7 か月目以降の制限と同様である。 

ラインラントーファールツでは、家族手当が育

児手当の内容を有する。受給できるのは第 3 子以

降であって、毎月 300 マルクずつ、12 か月間支

給される。所得制限は、連邦育児手当法の出生後

7 か月目以降のものと同様である。 

ザクセンでは、92 年 1 月 1 日以降出生した子

どもにつき、連邦育児手当の受給終了後 6 か月間、

毎月 400 マルク支給される。94 年 1 月 1 日以降

出生した子どもについては12か月に延長される。

条件は連邦育児手当法の、出生後 7 か月目以降の

ものと同様である。 

チューリンゲンでは、州育児手当は 92 年 6 月

30 日以降出生した子どもにつき、2 歳半まで支給

される。この年齢以降は幼稚園への入園ができる。

受給できるのは州内に主たる居所を有する母親ま

たは父親であり、額は連邦育児手当法に準じる。
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その他の要件は同法による出生後 7 か月目以降の ものと同様である。 

 

 

第 4 章 育児休暇 

 
 

 

1 請求権 

 

育児休暇は、すべての労働関係において取得す

ることができる。期間雇用であっても、またごく

軽微な労働であってもかまわないし（具体的には、

旧西ドイツ地区においては月収 580 マルクまで、

旧東ドイツ地区においては 470 マルクまでの労

働をいう）見習い、研修生、職業訓練中の者、家

事労働者もすべて取得を妨げられない。ただし期

間雇用は育児休暇によって延長されはしない。こ

の場合、育児休暇は、遅くとも当該労働契約期間

の満了とともに終了することになる。 

育児休暇は、母性保護期間と併せて取ることがで

きる、これは男性にも適用される。すなわち、たと

えば母親が監護をできるか否か確定できないときに

は、事前に父親が申請することもできる。長さは、

92 年 1 月 1 日以降に出生した子どもにつき、3 歳の

誕生日までである。養子縁組や、養子にするための

引き取りが誕生後直ちになされなかった場合、育児

休暇が短縮されることはない。92 年 1 月 1 日以降の

出生児については、養子の場合、7 歳の誕生日まで

の「枠期間」が適用される。この期間内に養子に対

して 3 年間の育児休暇が取得可能である。 

育児手当と育児休暇は必ずしも連動しておらず、

たとえばたまたま所得が育児手当受給のための限

度額を超過していても、それだけの理由で育児休

暇が取得できなくなるわけではない。 

育児手当取得のための基本的要件は以下のとお

りである。 

① 子どもが同居していること 

② 主として自ら監護・養育に当たること 

③ 育児休暇期間中、19 時間を超えて就労しな

いこと 

④ パートナーが、働いているか、見習い中か、

失業中かであること 

育児休暇は、パートナーが育児休暇を取ってい

る場合には取れない。また、母性保護期間中は父

親は育児休暇を取得することは許されない。ただ

し第 2 子以降、および母親が監護・養育に当たれ

ない特段の事情が存する場合はこの限りではない。

また、母親が始めの 5 か月間育児手当を受給しつ

つ育児休暇を取り、6 か月目から父親に受給者が

変更された場合には、育児休暇の請求権も移転す

る。両親が働いている場合、育児休暇をどちらが

取るかは自由であるが、交替は 3 回までしか許さ

れない。しかしこの制度は、とりわけ父親に対し

て育児への参加を促す目的を有している。 

育児の対象は以下の者である。 

① 扶養義務のある子ども 

② 扶養義務はないが、監護権のある親の同意

にもとづく、結婚によらない実子 

③ 配偶者の子ども 

④ 監護する目的で引き取った子ども 

⑤ 「困難な場合」（後述）の認められる孫、兄

弟姉妹、おい・めい 

母性保護期間中は就労がまったく許されていな

いので、その間育児休暇を取得することはできな

い。この期間中については父親も育児休暇を取得

できない。この期間中は、母親が、子どもの監護

を保証されているためである。ただし、母親が体

調を崩し、実質的に監護が困難になった場合には、

例外的に父親の請求権が認められる。 

一方の親が全く働いていない場合にも育児休暇

は取得できない。法の目的とするところは、子ど

もの安定した監護であって、それは親の一方が就

労せずにいることで十分保障されるからである。

たとえば第 1 子のために父親が働いて母親が育児

に専念している場合、第 2 子のために父親が育児

休暇を請求することはできない。これに対し、就

業促進法に定めるところの失業の場合には、育児

休暇の請求権は失われない。職業についていなか

った親が職業訓練に入った場合も同様である。 

母親の就労禁止期間中、あるいは一方の親が働

いていない間、母親の監護・養育が保障されない

場合には、他の者（主として父親）の育児休暇請

求権が認められる。ただし、たとえば父親が、母

性保護期間後に育児手当と育児休暇を請求し、母
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親が育児休暇を請求した場合、母親の請求は認め

られない。 

 

2 育児休暇請求権の法的性格 

 

育児手当と異なり、育児休暇の請求権は私法上

のものであるが、要件は、契約によってではなく

法律により直接定められている。その効果は、使

用者の負担において労働義務を免れるというもの

である。育児休暇を取ったことによって何ら労働

関係に影響はなく、労働者の付随的義務としての

忠実義務、使用者のそれとしての配慮義務はその

まま残る。また、育児休暇期間はそのまま継続期

間に算入される。 

育児休暇は、労働協約においてしばしば定められ

る「労働関係の中断」にはあたらない。また、賞与、

クリスマス手当などの社会的給付の受給要件にも

何ら影響を及ぼさない。ただ、事業所秩序を遵守し

たことに対する報酬が、ドイツでは普及しているが、

これについては議論のあるところである。 

財産形成のための給付を、育児休暇期間中に受

けることはできない。もちろん、労働協約、事業

所協定、労働契約に別段の定めがあればそれに従

う。さらに、各種の補助、すなわち家賃、食費、

現物供与も支給されない。ただしこれらのうち、

現実の労務給付と関係ないものについては、いわ

ゆる配慮義務の履行の一環として給付されるべき

ものがあろう。疾病の場合の賃金前払の適用は育

児休暇期間中については考えられない。ただ、終

了と同時に適用されることは当然である。 

 

3 請求権の行使 

 

育児休暇の請求権の行使は、ほぼ、出産休暇の

場合と同様であり、使用者に対して意思表示をす

ることが要求される。この意思表示は、遅くとも

当該育児休暇開始の 4 週間前までに、行わなけれ

ばならない。口頭であっても無効にはならないが、

書面であることが望ましいのはもちろんである。

育児休暇を 8 週間の母性保護期間の終了とともに

取得しようとする母親は、子どもの誕生後、遅く

とも 4 週間後にその旨を使用者に伝えなければな

らないとともに、その後どうするのかの計画も伝

える必要がある。請求に当たっては、単に育児休

暇を取ることだけではなく、その期間についても

明示しなければならない。なお、この意思表示は

通知と同様であって、使用者の承認という概念を

入れる余地はない。 

育児休暇も中途で交代することが可能であるか

ら、たとえば母親が、子どもの 0 歳のときと 2 歳

のとき、父親が子どもの 1 歳のときに育児休暇を

取るとすれば、子どもの 1 歳の誕生日の 4 週間前

までに、父親は改めて育児休暇の請求を行わなけ

ればならない。 

育児休暇期間中に次の子どもが生まれる場合に

は、その子どもの誕生後に改めて請求をする必要

がある。請求がはじめての子どものための育児休

暇期間中であれば、次の子のための育児休暇はそ

の間停止する。 

 

4 育児休暇の開始と終了 

 

育児休暇は、母親の母性保護期間中は開始しな

い。これは育児休暇請求権自体の制約であるから、

この期間中、父親が育児休暇を取れないことはも

ちろん、すべての同居人について同様である。育

児休暇の終了は、育児手当期間の終了とは必ずし

も一致しない。育児期間の、あらかじめ確定され

た満了期日前の終了は、労働者がその旨を通知し、

これに使用者が同意した場合にのみ許される。こ

れは期間の延長の場合も同様である。 

育児手当の請求権の喪失は、ただちに育児休暇

の終了を意味しない。しかし、それが監護者の重

大な理由による監護不能を理由として、受給者が

配偶者に移転するという場合であったなら、所轄

官庁に変更を文書で通知することにより、育児休

暇も変更される。この場合、使用者には、請求権

の変更にともなう事態に遅滞なく協力する義務が

生じ、また労働者には、育児休暇の終了した翌日

にただちに労務を提供する義務が生じる。 

子どもの死亡の場合には、育児休暇は、死亡期

日の 3 週間後に終了する。ただし子どもの誕生後

3 年を超えることはできない。 

育児休暇期間中、当該労働者の労働力を補充す

るために代替労働者を雇用する場合には、監護者

の変更にともなう育児休暇の満了前の終了は、子

どもの誕生後の整数月後ではなく、当該代替労働

者との労働関係を解除しうる最も早い時点となる。

たとえば 4 月 11 日に出産した子どものための育

児休暇を、重大な事由により満了前の 9 月 15 日

に終了した場合、監護者の変更は子どもの誕生後

整数月後の 10 月 11 日になり、この日に労働者は
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労務を提供しなければならないが、代替労働者を

雇っていた場合には、その解雇可能日が 10 月 20

日だとすれば、この日が育児休暇の終了日となる。 

前述のように、労働者は使用者の同意を得て育児

休暇期間を延長することが可能であるが、なかんづ

く延長の理由が、配偶者の重病等の重大な理由に基

づく監護者の変更が要請される場合であって、しか

もそれが事情により不可能であるような場合には、

使用者は、拒否することはできない。延長の意思表

示は 4 週間の期間制限に服しない。かかる延長が行

われることは、通常使用者に著しい不利益を課する

可能性が存するので、労働者は遅滞なくこれを通知

しなければならない。労働者のこの義務は、労働契

約上のいわゆる忠実義務に属するものであり、違反

したとみなされる場合には使用者に対する損害賠

償義務が生じることとなる。 

 

5 女子労働者による労働契約の解約 

 

原則として女子労働者は、育児期間中、解約告

知期間を遵守した上で、労働契約を解約すること

ができる。育児休暇の終了と同時に解約したい場

合には、解約告知期間は 3 か月となる。この場合、

使用者に対しては当然ながらできるだけ早く通知

することが望ましく、後任の問題についても協議

する必要が生じる。 

 

6 育児休暇期間中のパート就労 

 

育児休暇期間中の労働者は、週に 19 時間の範

囲内で就労することが認められている。これは使

用者の同意が必要であり、また労働者の職務がパ

ート就労を可能ならしめるものでないような場合

には許されない。このパート就労は、他の使用者

のもとで行うこともできる。ただしその場合には、

使用者に対し同意を求めねばならず、使用者はこ

れに同意したくない場合には、4 週間以内に書面

をもって通知しなければならない。不同意の理由

は、経営上の事情によるものに限定される。従来

フルタイム就労していた労働者が育児休暇期間中

パート就労に移り、終了後再びフルタイム就労に

戻るという場合には、フルタイム就労のための労

働関係が、育児期間中も存続するような契約上の

措置がなされなければならない。使用者がパート

就労を認めなかった場合には、労働者としては、

完全に就労をあきらめるか、育児休暇の取得その

ものを断念するかの選択をしなければならない。 

パート就労の問、育児休暇期間中の解雇保護な

どの諸規定はそのまま適用される。また、後述の、

保養休暇との使用者による調整は、このパート就

労している労働者に対してはできない。 

 

7 育児休暇の保養休暇への影響 

 

労働者が育児休暇を取得する場合には、保養休

暇（いわゆる通常の年次有給休暇）は一定の割合

で削減される。 

たとえばある女子労働者に 30 日間の保養休暇が

あり、93 年 6 月に子どもが生まれ、その時点でこ

の労働者はまったく保養休暇を取っていなかった

とする。母性保護期間終了後 93 年 8 月 9 日から 95

年 10 月 13 日まで育児休暇を取った場合、この労

働者は、93、94、95 年分の保養休暇を取れるか、

取れるとして何日分かという問題が生じうる。 

まず、育児休暇が取得されても、同年の保養休

暇には影響を与えないというのが原則である。す

なわち、育児休暇の前後に保養休暇を付加して取

ることが認められる。保養休暇を、育児休暇の開

始前に取らねばならないということもない。した

がって、まだ取得されていない保養休暇があるな

らば、使用者は、育児休暇期間後、当該の、ある

いは翌年の暦年にそれを給付しなければならない。

これはもちろん、育児休暇をとったために保養休

暇が前年 3 月 31 日までに取れず、実質的に失わ

れてしまったという場合にもあてはまる。連邦育

児手当法はこのような場合の例外措置を認めてお

り、たとえば上記の例の場合、この女子労働者は、

95 年末に、93 年から 95 年までの保養休暇をま

とめて取得できるのである。仮に労働関係が育児

休暇終了後継続されない場合は、使用者は、残余

の保養休暇を金銭で清算しなければならない。 

以上のような取扱は、使用者にとっていかにも

過酷である。そこで使用者は、育児休暇期間中の

すべての月につき、保養休暇を 1/12 ずつ短縮する

ことができる。ただし育児休暇が月の全日に及ん

でいない場合（上記の例では 93 年 8 月と 95 年 10

月）には許されない。また、子どもを育てる母親

の育児休暇中に、もとの使用者のもとでパート就

労についている場合もかかる調整は許されない。 

具体的な算定を上記の例に沿って行うと、30

日の保養休暇は、1/12（2.5 日）ずつ、93 年の 9

月から 12 月まで（4 か月）短縮され、95 年の 1
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月から 9 月まで（9 か月）も同様である。すると

93 年については 30 日の 4/12、つまり 10 日間、

95年は同じく9/12、つまり22.5日間短縮される。

こうしてこの労働者は、93 年分としてなお 20 日

間、95 年分としてなお 8 日間の保養休暇を残し

ていることとなり、94 年分についてはすべて消費

された計算になるのである。 

 

8 育児休暇の従業員数への影響 
 

解約告知保護法は、従業員数 5 人までの小規模

事業所には適用がない。そこで、たとえばある事

業所で 6 人のフルタイマーを雇用していて、その

うち 1 人が育児休暇をとり、その期間中に使用者

が他の労働者を解雇したという場合、この事業所

に解約告知保護法の適用があるか否かが問題とな

りうる。この場合、たとえ当該労働者の代替労働

者がいなくても、従業員数は 6 人と算定され、使

用者は解約告知保護法の適用を免れることはでき

ない。しかし逆に、従業員数 5 人の事業所で 1 人

の労働者が育児休暇を取り、その期間中代替労働

者を雇用したとしても、従業員数が 6 人になると

いうことはない。 

 

9 雇用保障 
 

育児休暇終了の後、もとのポストにそのまま復

帰することができるか否かは、法の定めるところ

ではない。理論的にはもちろん可能であるが、要

は労働契約の内容と、そこで定められた職務に関

わってくる。配置替えが可能であれば、同一価値

のポストに就くことになる。降職になったり、と

りわけ賃金が低下するような配置替えは許されな

い。 

 

10 解雇保護 
 

育児期間中の解雇については、母性保護期間中

の解雇に準じて処理される。解雇保護は、労働者

による育児休暇取得の通告とともに、しかし遅く

とも育児休暇期間の開始の 6 週間前から始まり、

育児休暇の終了とともに終わる。解雇保護は、育

児休暇期間中、許された範囲内のパート就労をす

る労働者にも適用されるし、子どもの出生後も育

児休暇を取得せず、それまで行っていたパート就

労を 19 時間の範囲内で継続する労働者にも適用

される。 

両親が育児休暇を交替するときは、現在育児休

暇期間中にある親にのみ解雇保護が適用される。

したがって、母性保護期間中の解雇保護とは異な

り、もちろん父親にも適用される。 

ただしこれらの保護にも例外がないわけではな

い。連邦育児手当法によれば、雇用に関する管轄

最上級官庁またはその指定機関は、特別の場合に

例外的に解雇を許可する旨の宣言を発することが

できるとされている。これは、ポストの維持とい

う観点から特に規定されたものであり、母性保護

法にも同様の規定が存する。許可の要件は、「労働

者の労働関係存続の利益が、非常の事由により使

用者の利益に劣後する特別な場合」であるとされ、

この「特別な場合」とは、民法 626 条の即時解雇

が許される場合の「重大な事由」とは異なり、経

営上の都合による解雇も含まれるとされている。

具体的な基準はいまだに確定しておらず、比較考

量的な観点から個別的に処理することとなる。た

だし、母性保護法の場合とは異なり、母子の健康

に対する配慮という観点は入らない。 

この「特別な場合」についてこれまで指摘され

ているのは、育児休暇期間中の、事業所の変更、

すなわち事業所の合併や廃止等である。ただし当

然ながら、他の就労場所の確保の努力を前提とし

て、解雇許可が宣言される。また、労働者の重大

な義務違反も考えられる。これは実質的な重大さ

が問題とされ、明らかな契約違反や、故意犯のよ

うな重大犯罪のほか、場合によっては忠実義務違

反などの付随義務違反も検討の余地がある。なお、

この制度は、解雇保護法の適用を受けない小規模

事業所にも適用される。 

 

11 解雇許可宣言の手続き 
 

使用者は、当該解雇が許可されるべきである旨、

書面により各州の管轄機関に申し立てなければな

らない。管轄機関は州ごとに異なり、しかも育児

手当支給機関とも同一ではない。 

 

バーデンヴェルテンベルク     営業監督署 

バイエルン          営業監督署 

ベルリン           州労働技術保護課 

ブランデンブルク        労働保護・安全技術課 

ブレーメン          営業監督署 

ハンブルク          労働健康社会局 

ヘッセン           州政府首相 
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メクレンブルクーフォアポンメルン  州労働技術保護課 

ニーダーザクセン        営業監督署 

ノルトラインーヴェストファーレン  管区自治体 

ラインラントーファルツ      環境保護・営業監督課 

ザールラント         労働女性省 

ザクセン           営業監督署 

ザクセンーアンハルト      営業監督署 

シュレスヴィッヒーホルシュタイン  営業監督署 

チューリンゲン         労働保護課 

 

これらの官庁において許可宣言が発せられれば、

解雇はその時点で効力を有するが、即時解雇の場

合には、なお付加的に、民法 626 条の「重大な事

由」の存在が必要とされる。使用者の申し立てが

却下された場合には、行政裁判所に提訴すること

ができる。この訴えは、いわゆる司法審査であっ

て、被告は各管轄官庁であり、訴訟形態は、取消

訴訟となる。連邦育児手当法に定める解雇保護は、

独立した規定であり、解雇制限法上の普通解雇で

あるか、また危機回避や経営上の事由にもとづく

特別解雇であるかに関わらず適用がある。ただ、

同法の定めと母性保護法の同様の定めとがいかな

る関係に立つかは必ずしも明確ではない。すなわ

ち後者においては、解雇禁止期間を出産後 4 か月

としており、通常の 8 週間終了後の約 2 か月が、

連邦育児手当法の解雇制限規定と重複するのであ

る。たとえば、ある母親がこの期間中に育児休暇

を取得し、しかもパート就労をしたが、始めの月

に度々無断欠勤が見られたため解雇されたとする。

この場合使用者は、母性保護法の適用も連邦育児

手当法の適用もあるとすれば、両方の許可をそれ

ぞれ別個に申し立てなければならないことになる。 

 

12 代替労働者 

 

育児休暇期間中の労働者の労働力を補充するた

めに代替労働者を雇用する場合、期間の定めを付

さざるを得ない。期間の定めある労働契約は正当

事由が必要であるが、育児休暇期間中の代替労働

のためであれば、それ自体が正当事由とみなされ

る。ただし、代替労働者の保護のために、期間満

了前の解雇については、普通解雇は許されず、特

別解雇のみが許される。また、代替労働者に関す

る期間雇用の正当事由を認めた連邦育児手当法の

規定に反する労働協約が有効であるか否かは問題

であるが、立法者は強行的原則と考えていたよう

である。したがって、労働協約によって制約を加

えることは許されない。 

 

13 育児休暇と社会保険 

 

まず健康保険に関しては、育児休暇期間中は公

的健康保険に義務加入しなければならない。これ

を育児手当から負担することはできない。しかし

育児手当受給前にすでに公的保険の負担分が納付

済みである場合はこの限りではない。また、パー

ト就労による賃金からの負担義務は影響を受けな

い。育児休暇期間中の負担免除は、育児手当のほ

か、負担義務のある収入のない強制加入者が享受

する。連邦社会裁判所の判断によれば、在学中の、

保険義務のある学生も育児期間中の健康保険の負

担義務があるとしている。 

育児手当は、負担額算定に当たっての所得額に

は算入されない。家族加入につきほかの用件も満

たしている場合は、それまで労働者として自ら公

的健康保険に加入しており、育児休暇期間中であ

る配偶者も家族加入となる。 

次に失業保険については、労働者が育児手当、

州育児手当、ないし州家族手当を受給し、もしく

は所得制限超過を理由としてのみ受給していない

という期間は、失業保険制度上は、負担義務ある

就労期間としてカウントされる。 

年金保険に関しては、92 年の年金改革法により、

92 年以降の出生児につき 3 年の「育児期間」が

設けられた。育児期間は子どもを養育した期間と

して年金上は通算される。このみなし措置は、両

親の問で育児休暇が交替された場合も適用される。

父親に養育期間が算入されたら両親は、管轄の年

金保険組合に通知しなければならない。そうでな

ければ、養育期間は自動的に母親の年金期間に算

入される。 

 

14 休暇手当およびクリスマス手当 

 

育児休暇期間中、これらの普及している手当が

支給されるべきか否かにつき、法は何らの定めを

も置いていない。これらについては、個々的にそ

れぞれの約定（労働協約、事業所協定、労働契約）

の内容の解釈にかかってくる。それらにもてがか

りが存しない場合には、使用者はこれらの手当を、

その支給が経営上の信頼関係を損なわない限り支

給しなければならない。ただし、しばしばこれら
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の手当は、給付された労働についての付加的な給

付であるので、その場合には、使用者は、育児休

暇期間中の支給については按分比例の方式を用い

ることができる。 

 

15 育児休暇に関するその他の規制 
 

まず、育児休暇の請求権は、労働協約や労働契

約により排除することはできない。育児休暇の請

求権を放棄する旨の合意は、民法 134 条（「法律

違反の法律行為は無効」）により無効となる。育児

期間中の労働関係終了につき、合意解約について

は所轄官庁の特別の許可は必要ない。問題になる

のは当該合意の解釈のみである。 

育児休暇そのものについての使用者と労働者と

の法律上の争訟は、労働裁判所が管轄する。 

 

16 旧東ドイツ地区における特別の解雇保護 
 

まず、91 年 1 月 1 日以降、母性保護法と連邦

育児手当法も旧東ドイツ地区に適用が広げられた

ので、原則として子どもが 3 歳になるまでの包括

的な解雇保護が適用される。しかし、旧東ドイツ

法による、解約告知保護法の内容を超える特別な

解雇保護がなお適用される場合が経過的に存在し

た。たとえば託児所がないために労働から解放さ

れる権利のある母親は、それを理由として解雇か

ら保護される。また、92 年 1 月 1 日以前に子ど

もを生み、1 人で子どもを育てる女性は、労働か

らの開放がなくても、子どもの 3 歳の誕生日まで、

しかし遅くとも 94 年 12 月 31 日までは解雇から

解放されていた。もっとも、旧東ドイツ法による

この特別の解雇保護に対しても、除外規定が存在

する。すなわち、当該女性が働いている事業所な

いしその一部が閉鎖された場合には、労働局の許

可を要件として解雇が許されていた。多数にのぼ

る旧東ドイツ地区の事業所の閉鎖は、この除外規

定の広範な適用を許したのである。 

 

 

第 5 章 使用者側と労働者側の対応 

 

 

1 使用者側 
 

法制定当時には、若干の批判はあったものの、

総じて労働側ほどの抵抗はなかった。数少ない批

判の要点は、解雇保護が拡大されすぎたのではな

いかという点にあった。すなわち、連邦育児手当

法による解雇制限に対する例外措置としての管轄

官庁の許可宣言も、他の解雇制限に優越するわけ

ではなく、（たとえば即時解雇に対しては別個に民

法上の要件を満たさなければならない）、その意味

ではごく限定された役割しか果たし得ない。また、

このことにより、労働力のスムースな運用を困難

にし、企業体に過大な財政的負担を強いるばかり

でなく、かえって女性の職場における地位を低く

する恐れもあるとする。こうした批判は確かに存

在したが、必ずしも法成立の阻害要因にならなか

ったのは、まさに労働側のスタンスと裏腹に、母

性保護法ほどの厳しいリスクが回避されたことに

よる。 

ただ、すでに述べたように、現在の制度は法制

定当初より著しく内容を拡大しており、最長 3 年

の育児休暇の保障は、ご多分に漏れず構造改革の

嵐に巻き込まれているドイツ企業にとって大きな

負担であることは否定できない。今後新たな軋礫

が生じることも十分に考えられよう。 

 

2 労働側 
 

労働側の批判には、当初から非常に厳しいもの

があった。まず、育児休暇期間中許容されるパー

ト就労がわずか週 19 時間に限定され、しかも収

入の多寡によって育児手当の受給額に差が設けら

れることに強い抵抗が存在した。経済的負担を考

慮するならば、パート就労の労働時間はもっと長

く認められてしかるべきであるし、そもそも収入

の多寡を手当額の基準とすることは不当であると

するのである。また、フルタイム労働者である独

身の母親に育児手当の受給権がないのも問題であ

り、むしろこうした母親たちこそ、特別に保護を

必要としているのではないかとの指摘もなされた。

さらに、解雇保護に関しても、特に小規模事業所

においては問題となりうるし、これまで母性保護

法で保護されてきた多くの女性が就業保障を減殺
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される結果となるのも妥当ではない。また、育児

休暇期間中のパート就労が使用者の同意にかから

しめられるのも問題であり、結局、本法は、承服

し難いというのが大方の立場であった。要するに

本法は、働く女性をむしろ職場から遠ざける機能

を果たすのではないかと憂慮されたのである。 

このような労働側の危惧は、必ずしも実現はし

なかった。ただ、現在でも、育児が女性の負担に

よるという現実が定着してしまうという批判は根

強い。家計を維持するためには、共稼ぎであれば

妻が育児休暇を取るということになりがちなのは

否めず、これを打破するには、夫婦が同時に育児

休暇をとることができるようにすべきであるとの、

主張もなされている。 

 

 

第 6 章 法制定後の状況 

 

 

（1）本法施行後の労使は、前期のような双方の

不安に対処すべく、労働協約ないし事業所協定の

締結により、みずから補充的な規制を行っている。

まず労働協約レベルでは、復職に関する総合的な

人員配備計画の作成の義務づけなど、労働協約に

おいて規制しうる事項につき規定が新設されるよ

うになった。また事業所協定レベルでは、各企業

の実情に応じた「家族政策」の設定が急がれ、た

とえば 

① 男女とも復職承認の請求権を有する 

② 復職は育児休暇取得以前のポストとし、少

なくとも労働協約上の労働時間の 2/3 を保証

する 

③ 勤続期間は、母性保護期間と育児休暇期間

を合わせ、最長 3 年まで算入する 

（以上、1987 年 3 月の事業所協定の例） 

といった規定のほか、住宅ローンの控除の継続、

復職請求権の存続期間（「7 年ないし子どもの学齢

まで」とするものが多い）などにつき詳細な定め

が置かれている。 

（2）法施行後の育児手当・育児休暇取得状況 

政府によれば、1986 年の統計で、521,400 人、

1987 年の統計で 615,000 人の父母が育児手当を

受給している。86 年の統計によれば、受給者のう

ち 513,871 人が女性であり、男性は 7,529 人

（1.5％）にすぎない。また、受給者のうち 46％

が労働者として、また 3％が自営業で就労してい

る。また、育児手当受給者のうち 97％の者が育児

休暇を取得している。育児手当受給者のうち

40,644 人が独身の母親であり、240 人が独身の父

親である。また 1986 年において、育児休暇期間

中に解雇された者は 1％に満たない。これらのこ

とから、法施行後 2 年あまりを経た時点で連邦家

族・老人・婦人・青少年層は、連邦育児手当法が

ドイツの家族に極めて良好な結果をもたらしてい

ると明言している（88 年 4 月 18 日付官法）。
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フランスの育児休業制度 
 

 

亜細亜大学法学部教授 

石 井 保 雄 

 

 

はじめに ―育児休業制度の立法的沿革― 

 
 

フランスでは長いあいだ、立法者の関心は母性

保護に向けられ、子供は副次的にしか、法的保護

の対象とはならなかった 注 1）。しかし 1966 年 12

月 30 日法において、子供に対する直接的な法的保

護規定が設けられるにいたった。すなわち現行労

働法典 L.122 条の 28 の原型である旧労働法典 1

巻 29 条 4 項は、母親である女子労働者について、

産後休暇 congé matemité 終了後、その子供を養

育するために、予告期間 delai congé を遵守するこ

となく、また解約補償金 indemité de rupture を支

払うことなく、労働契約を解約することを可能と

するとともに、併せて、その後 1 年間にかぎって、

同人には、再雇用されるべき優先権 priorité de 

réembauchage があると規定した 注 2）。 

そして 1977 年 7 月 12 日法（労働法典旧 L.122

条の 28 の 1～L.122 条の 28 の 4）は、これと区別

さ れ る べ き 「 育 児 親 休 暇 congé parental d’ 
éducation」制度を導入するにいたった。すなわち、

それは総従業員200 名（1980 年1 月1日以降は100

名）以上の企業に働く両親（ただし母親に優先権が

あった）に対して、その子供の出産または 3 歳未満

の子の養子縁組 adoption 後、最長 2 年間、子供を養

育するための休暇を取得する権利をあたえるもので

あった。同制度は、子供の養育は母親だけではなく、

両親がともに行うべきものであるという考えに基づ

いて導入されたものであったという 注3）。 

その後、同制度は数次にわたる法改正を通じて、

その内容が充実・豊富化される一方、利用手続は簡

素化され、そして取得要件の緩和がはかられて、整

備されてきている。すなわち、まず 1984 年 1 月 4

日法は、従来の「育児休暇」のほかに、育児のため

に当該企業における就業時間を半分にする「ハーフ

タイム労働 travail à mi - temps」という、労働者

にとっての、もう 1 つの選択肢を設けるとともに、

その従業員規模に関係なく、すべての企業において、

また従来とは異なり、母親である女子労働者に優先

権があるとするのではなく、父母双方が等しく、こ

のような2つの制度のいずれかを利用することがで

きるようにした（旧 L.122 条の 28 の 1～L.122 条

の 28 の 31）。つぎに 1986 年 12 月 29 日法は、育

児親休暇の利用期間を、従来の最長 2 年から子供が

3 歳になるまでの最長 3 年間へと延長した。そして

1991 年 1 月 3 日法は労働法典 L.122 条の 28 の 1

について、従来のハーフタイム労働を「パートタイ

ム労働 travail à temps partiel」に改めて、労働者

の選択の幅を拡大するとともに、養親も実親と同じ

期間の制度利用を可能とした（3 歳未満の養子の到

着から「3 年間」） 注4）。また 1993 年 1 月 27 日法

は育児休業終了後の職業訓練規定（L.122 条の 28

の 7）を一部修正した。さらに 1994 年 7 月 25 日

法は従業員 100 名以下の企業において、使用者が育

児親休暇またはパートタイム就業により企業の生

産・円滑な運営に支障が生じると判断するときには、

これを拒否できるという L.122 条の 28 の 4 を廃止

した。また同法は子の病気、怪我、重大な障害があ

るとき、その開始時点がいつであれ、終了時を 1 年

延長するという条項を新たに設けた（L.122 条の 28

の 1 第 3 項）。 

さて、以上の育児休暇制度は無給であることから、

同期間中労働者は収入の減少をともなうことになる

が、これを補填して、子供の養育を容易にするため

に 1985 年 1 月 4 日法は 3 人以上の子供を養う両親
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に対して、「育児親手当 allocation parentale d’ 
éducation」を付与するという新たな家族給付

prestation familiale 制度を導入するにいたった 注5）。

同制度は翌 1986 年 12 月 29 日法により要件の緩和

がなされ、さらに近時 1994 年 7 月 25 日法により、

さらにその内容が改められている。 

そこで以下、このように当初の制度発足以来ほ

ぼ 20 年近い年月をへて、また内容の豊富化・充

実化の著しいフランスにおける育児休業制度の概

要を明らかにし、さらにその現実の施行・利用状

況がどのようになっているのかを示したいと思う。 

 

 

 

第 1 章 現行育児休業制度の概要 

 

 

 

1 出産・養子休暇と育児休暇 

およびパートタイム労働 

 

今日フランスでは、女子労働者はまず原則とし

て、出産予定日前 6 週間および出産後 10 週間の

出産休暇 congé de maternité を利用できる。第 3

子以降、つまり、すでに少なくとも 2 人以上の子

を出産し、または 2 人以上の子供を養育する女子

労働者は、産前 8 週間・産後 18 週間にそれぞれ

休暇期間が延長される。そして多胎出産が予定さ

れる場合、産前休暇は予定日より 12 週間前から

開始し（3 つ子以上は、24 週間前）、出産後 22

週間、第 3 子以降の場合は最長 22 週間まで延長

できる（L.122 条の 26，表 1 参照）。 

一方、養子縁組を行う場合には、女子労働者は

（県児童福祉課または認可されて養子斡旋機関か

ら）養育すべき子供の到着日から 10 週間の養子

休暇 congé d'adoption をとることができる。また

多数の養子を引き取る場合は 22 週間であり、そ

れが「第 3 子」となる場合には 18 週間と、それ

ぞれ休暇期間は延長される（同条，表 2 参照）。 

このような出産休暇または養子休暇終了後に、

これらとは区別される育児を目的とした休暇また

はパートタイム労働が開始する。すなわち妊娠・

出産という女性にのみ関わるそれとは異なり、育

児休暇とパートタイム労働は、性別に関係なく、

父親と母親のいずれもが利用できるものである 

注 6）。労働者は子の養育に要する時間を確保するた

めに、完全休暇と通常の労働時間を縮減するか、

いずれか一方の方式を選択することができる。パ

ートタイム労働は週 16 時間を下回ることなく、

当該事業所に適用される所定労働時間を少なくと

も 1/5 を短縮する。たとえば週所定労働時間

durée hebdomadaire が 39 時間であれば、32 時

間となる。つまり最短 16 時間最長通常の労働時

間の 80％ということになろう。ただし法はその方

式について定義していない。そこで労働者は使用

者との話し合い＝交渉を通じて決めることになろ

うが、使用者からの 1 週間おきの勤務の提案は法

の趣旨に反すると判示されている（破毀院〔社会

部〕1990・11・21） 注 7）。 
 

表 1 出産休暇日数一覧表 

 
 

表 2 養子休暇日数一覧表 
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2 育児親休暇およびパートタイム労働 

 

（1）利用権者 
 

子供の養育に従事すべき時間を確保するために、

労働契約の停止suspentionという法的効果をとも

なう育児親休暇、または当該事業所の所定労働時

間を短縮するパートタイム労働を利用できるのは、

労働法典 L.122 条の 28 の 1 によれば、「その子の

誕生日又は養子縁組のために託された 3 歳未満の

子の家庭への引き取りの日に最低 1 年の勤続

ancienneté を証明する労働者すべて」である。し

たがって同制度は、官公庁、自由業、民事会社

sociétés civils、労働組合、非営利社団 associations

等に勤務する労働者 salariés のみならず、保父母

assistant (e) s maternel (le) s、海運会社 entreprise 

d'armement maritine の社員や民間航空会社の搭

乗員にも適用される 注 8）。1977 年法は、育児休暇

権は母親である女子労働者に優先権があり、父親

である男子労働者は妻がこの権利を放棄するか、

当該企業における最低 1 年の勤続という取得要件

をみたさないときにのみ、利用できるとしていた。

しかし 1984 年法はこれを改めて、父母が等しく育

児休暇の権利を行使できるとした。すなわち育児

休暇は父母を区別しないし、嫡出か非嫡出か、ま

たは養親 adoptants かを問わず、さらに父母のい

ずれか一方に利用優先権があるものでもない。し

たがって両親がそれぞれ同時にも、連続して別々

に利用することも可能である。そして勤続年数の

算定にあたっては、それに先立つ出産または養子

休暇や安息〔無給〕休暇 congés sabbatiques 等の

期間も算入される 注 9）。なお、養子縁組の場合は

3 歳未満云々という条件を付しているが、これは子

の保護が立法趣旨であり、3 歳以上はもはや「乳児」

とはいえないからである 注 10）。ただし近時の 1994

年法改正では、開始日がいつであれ、子供の到着か

ら 3 年と改められたことから 3 歳以上に休暇期間が

いたることもありえよう。 

つぎに 1977 年法のもとでは、法定育児休暇は

従業員 200 名以上（1981 年 1 月 1 日以降は 100

名以上）の企業entreprise―事業所 établissement

ではない―の労働者が利用できるとしていたが、

1984 年法は、企業規模のいかんにかかわらず、

すべての労働者が活用できるとした。ただし従業

員 100 名未満の中小企業においては、「使用者は、

企業委員会 comité d'entrepnse―従業員 50 名以

上の企業において法〔労働法典 L.431 条以下〕に

より設置が義務付けられた、従業員の利益を代表

し、使用者との意思疎通を行うべき組織―又は、

それがない場合には従業員代表 délégués de 

personnel―従業員 10 名以上の企業において、企

業委員会とは別に同法〔L.422 条の 1 以下〕によ

り設置が義務付けられている者であるが、使用者

への適用協約・協定に関する苦情・要求の提出お

よび労働監督官への申立を行う―の意見を聴取し

た後に、労働者の育児休暇又はハーフタイム

〔1991 年以降は「パートタイム」〕労働が企業の

生産及び円滑な運営に有害な影響を及ぼすと判断

するとき」には、労働者の育児休暇制度の利用を

拒否できるとしていた（L.122 条の 28 の 4 第 1

項）。しかし最近の 1994 年法は、同条を廃止した 

注 11）。したがって今日では、従業員数に関係なく、

会社は労働者が以下にのべる取得要件をみたし、

法定手続による請求をすれば、これを承認せざる

をえないということになろう。 

 

（2）育児休暇およびパートタイム労働の期間 
 

① 育児休暇の期間と長さ 

育児親休暇およびパートタイム労働は、子のそれ

ぞれの出生または養子縁組ごとに成立するが、その

期間は原則として、最長 1 年間である（L.122 条の

28 の 1 第 2 項前段）。そして労働者自身が 1 年を超

えない範囲で、休暇期間を決める。また同期間を更

新することも可能である。すなわち当初の立法では、

1 回の更新で最長 2 年とされていたが、1986 年改

正法により 2 回の更新が認められ、当該子供が満 3

歳になるまでの最長3年間の休暇権行使が可能とな

った 注12）。さらに 1994 年法は養子縁組の場合は、

実子に関する休暇とは取り扱いを変更して、その開

始日がいつであれ、子供の到着から 3 年とした。し

たがって両者のあいだで休暇期間が異なることも

当然ありえよう 注 13）。また同法は「コンセイユ・

デタ経由のデクレが定める方式により評価された

子供の病気、事故又は障害が重いとき、親休暇及び

パートタイム労働期間は、その開始日がいつであれ、

前項に定める期限の最長 1 年後に終了する」という

規定を新たな第 3 項として同条に挿入した。 

一度決定した休暇期間は原則として、変更する

ことはできないとされる。これは（個別）労使両

当事者間の契約関係の安定性の確保および企業組



フランスの育児休業制度 62 

織に混乱をもたらさないように配慮したことの結

果である 注 14）。ただし「子の死亡又は家計の著

しい減収」のある場合は、例外的にその変更が認

められる（L.122 の 28 の 2） 

 

② 育児休暇の開始および更新時点 

労働者（父母双方）は出産休暇または養子休暇

の終了後、子供が 3 歳になるまで、または養子を

引き取ってから 3 年のあいだ、いつでも育児休暇

を使用者に対して請求することができる（L.122

条の 28 の 1 第 1 項）。 

しかし当初、1977 年法のもとでは労働者は育

児休暇の開始時期を選択・決定することはできな

かった。すなわち母親の場合、それは出産休暇ま

たは養子休暇終了後ただちに開始し、父親につい

ては、母親（妻）が当該企業における 1 年間の勤

続という育児休暇取得要件を満たしていないか、

その取得を希望しないときに、しかも子供の出生

または養子の到着から 2 月間経過したのちに、休

暇を利用できるとしていた 注 15）。これに対して

今日では、いつから育児休暇制度を利用するかと

いうことは、労働者による自由な選択・決定にゆ

だねられているのである。 

関連して、すでに取得・利用している育児休暇

期間中に、新たな子供が誕生したり、養子縁組を

行った場合については、どのように取り扱ったら

よいのであろうか。1977 年法では、従前の育児

休暇終了後、新たな子供の誕生までのあいだ、す

くなくとも 1 年間の継続勤務がなされることが新

たな育児休暇の取得要件であるとされていた。し

かし 1984 年法は、このような制限を撤廃したが、

これについては、1985 年 12 月に行政当局が議会

において、つぎのように答弁していた 注 16）。 

「すでに親休暇期間中である労働者が新たな

〔子供の〕誕生に際して、新たな休暇の利用を

求めているとした場合、当事者の労働契約が停

止しており、あらかじめ出産休暇が存在しない

ことを理由に、当該労働者から本権利〔を利用

する機会〕を奪うことは、法の精神に反するで

あろう。それゆえに行政は〔L.122 条の 28 の 1

第 1 項における〕出産休暇終了についての言及

は、労働者が〔育児〕親休暇を利用することが

できる 2 年間の開始時点を確認することのみを

目的としていると考えている。〔すなわち〕新た

な子の誕生の到来のみが、本権利の開始を条件

付けているのである」。 

すなわち、労働者がすでに育児休暇を利用して

いるときには、新たな子供の誕生や養子縁組がな

された場合、使用者に対して事前に、その通知を

することなく、労働を再開することもなく、そし

て出産休暇を利用することもなく、従来の育児親

休暇から継続して、それを利用することができる

のである。すなわち新たな子供の誕生または養子

の到着がフィクションとしての出産休暇の終了日

として、また新たな育児休暇の開始時点として、

取り扱われるのである 注 17）。 

 

（3）利用手続 

 

① 育児休暇制度の利用手続 

―労働者から使用者への通知― 

労働法典L.122条の28 の1 第3 項によれば、「労

働者は使用者に受取通知書付書留郵便 lettre 

recommandée avec demande d'avis de réception

により……〔育児親休暇の〕期間の開始時点と長

さを通知しなければならない」とされる。 
 

育児親休暇またはパートタイム労働通知状の例 

 

 

このような通知を行うべき時期は、次の通りで

ある（同条第 4 項） 注 18）。 
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―労働者が出産休暇または養子休暇に引き続い

て、利用したいならば、少なくとも、その終了

期限の 1 月前。 

―労働者がその育児休暇もしくはパートタイム

労働を継続したいか、または親休暇をパートタ

イム労働に、もしくは、その反対に変更したい

と考えるならば、同じく少なくとも、その従前

期間の終了の 1 月前。 

―その他の場合（たとえば、出産休暇または養

子休暇終了後 2 年経過したのちに、育児休業制

度を利用するときなど）は、親休暇またはパー

トタイム労働開始に 2 月前。 

なお、このような通知の効力発生時期について

は、発信主義をとり、手続は、その書留郵便の「発

送日」になされたとみなされる（労働法典 R.122

条の 11）。 

つぎに、労働者が育児のために休暇またはパー

トタイム労働を選択するに際しての手続を遵守し

ない場合についての制裁規定は、とくに設けられ

ていない。しかし、その結果として発生しうる不

利益は、労働者自身が負わざるをえないと解され

ている。たとえば、女子労働者が使用者に対し、

その出産休暇終了 1 月前に育児休暇をとる旨を通

知したが、使用者に拒否され、ついで労働再開を

命じる（裁判所の）命令injonctionが発せられた。

にもかかわらず当該女子労働者は 1 年間、労働契

約の履行を拒否した。その後、使用者はその者の

再雇用を拒否したが、破毀院 Cour de cassation

―わが国の最高裁判所に相当する―は、このよう

な対応を適法と判断した（〔社会部〕1985・10・

17）。すなわち使用者は、その請求が遅れてなさ

れた育児休暇を拒否できる。労働契約の破棄は、

使用者の責に帰せられるべきではなく、労働者が

辞職した démissionnaire ものと考えられるべき

である、と 注 19）。しかし一方、労働者が法に規

定する方式とは異なり、普通郵便でその請求を行

いながらも、使用者がこれに異議を留めることな

く受け取ったとき、状況は異なる。書留郵便とい

う形式にしたがわなくとも、その通知は法的にた

だちに無効とはならない。また使用者は、あとか

らその不正規性 irrégularité を主張することはで

きない 注 20）。これに対して期間の不遵守につい

ては、裁判所は使用者にとっての休暇拒否の正当

理由となると考えている。同期間中、使用者は休

暇取得者に代わるべき労働者を確保しなければな

らないことなどについて、考慮されたのであろう。

ただし、使用者は労働者の手続違反をやはり、休

暇請求を明確に拒否しないなどして、不問に付す

ることもできる。かくして書留郵便ではあったが、

出産休暇終了 1 月前という期限を遵守せずになさ

れた育児休暇の通知を受けとった使用者がその後、

3 週間以内に返答しないかぎり、使用者はこの通

知を受けとったとみなされると判示されている

（エックス・アン・プロヴァンス控訴院 1989・5・

16） 注 21）。 

そして使用者は労働者の育児休業制度の利用に

ついて反対することも、延期させることもできな

い。従来、従業員 100 名に満たない企業において

は、拒否できる場合もあるとされていたが、既述

のように、1994 年の法改正により同規定は、廃

止されている。したがって今日、使用者は、1 年

間継続的に勤務した労働者が適切な形式＝書留郵

便と法定期限＝1 月または 2 月前にしたがって通

知をするかぎり、その要求に応じなければならな

い 注 22）。もしも応じなければ、使用者には損害

賠償 dommagesintérês の責任が発生する（労働

法典 L.122 条の 30）。 

 

② 期間の延長および方式の変更とその手続 

労働者は、育児親休暇またはパートタイム労働

の期間（最長 1 年）の終了にあたって、2 回まで、

これを延長するか、または一方の方式から他方の

それへと変更することができる。別の言い方をす

れば、労働者が当初、育児パートタイム労働を選

択した場合には、使用者との合意またはその旨を

定める労働協約・協定がなければ、その労働時間

を変更することはできない 注 23）。なお、この場

合においても、労働者は「受取通知書付書留郵便

により、当初決めた終了期限の少なくとも 1 月前

までに、使用者に対し」その旨を通知しなければ

ならない（L.122 条の 28 の 1 第 5 項）。「子の死

亡又は家計の著しい減収の場合」についても、完

全休暇からパートタイム労働に変更したり、ある

いはパートタイム労働から通常の勤務にもどるに

際しての手続は、これらと同様である（労働法典

L.122 条の 28 の 3 第 2 項）。「家計の著しい減収

の場合」の具体的内容としては、配偶者の失業、

事故、長期療養を要する病気や死亡等が考えられ

る。とくに労働の再開の場合を念頭において、当

該個別労使関係の安定性を重視するならば、その

理由は法文上の 2 つの事由に限定されると解すべ

きかもしれない 注 24）。 
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（4）育児休業制度の展開 

 

労働者が 3 歳に満たない実子または養子を養育

するために、育児親休暇を取得するか、または従

来の勤務時間を減らしてパートタイム労働に従事

しているとき、労働者はその間、法的には、一体

どのような地位におかれるのであろうか。 

 

① 労働契約の停止 

労働者が育児親休暇を利用している期間中、後

述する産後休暇または養子休暇後の「即時解約＝

辞職」とは異なり、労働契約は切断するのではな

く、停止する。その間労働者には働いていない以

上、適用されるべき労働協約・協定等にとくに規

定がないかぎり、賃金やその他の手当の支払いは

ない。しかし休暇期間中、労働者は当該企業の従

業員としての地位を失わない。それゆえに、たと

えば、つぎのようなことがいえる 注 25）。 

―彼（女）が当該企業従業員の総実員に含まれ、

労働者代表選挙の選挙資格をもつ。 

―彼（女）が当該企業の従業員の定員削減の対

象となった場合も、労働法典上の解雇保護の適

用対象となる。 

―企業譲渡 transfert d'entreprise＝使用者の

変更の場合、労働法典 L.122 条の 12 第 2 項が

適用されて、たとえ旧使用者が新使用者に示し

た従業員リストに載せていなくとも、契約関係

は維持される。 

―育児休暇の取得は労働再開後の年次有給休暇

congés payés annuels の権利を喪失させるも

のではない。 

また労働法典 L.122 条の 28 の 6 によれば、労

働者が休暇終了後に、ふたたび労働を再開すると

きには、育児「親休暇の期間は、勤続年数に関連

する付加給付の決定において、その 1/2 が算入さ

れる。労働者はさらに、本休暇の開始前に得てい

た付加給付すべての享受を維持する」という。 

 

② 労働契約の停止期間中の社会保障法上の権利 

育児親休暇中の労働者は、その期間中、疾病お

よび出産保険 assurance maladie et maternité 上

の〔医療の〕現物給付 prestations en nature（医

療費の償還）権を維持する（社会保障法典 L.161

条の 9）。これに対して現金給付 prestations en 

espèces（疾病日当手当 indemnités journalières 

maladie）については休暇期間中、賃金喪失がな

い以上、えられない。同様に育児休暇中の被保険

者は出産日当手当 mdemnité journalières de 

matemité をえることはできない。労働の再開にあ

たり、労働者は同日より 3 月間、現物・現金給付の

権利を回復するが、その後は、そのような給付をえ

るためには、新たに権利の支給条件をみたさなけれ

ばならない。また老齢年金の被保険者期間の計算に

あたっては、育児休暇期間も算定されるという 注26）。 

 

③ パートタイム労働の場合  

労働者がその子供の養育のためにパートタイム

労働に従事するとき、育児休暇期間とは異なり、

労働契約は停止せず、（所定）労働時間の短縮以外

の法的効果をともなうものではない。したがって

労働者はたとえば、勤続年数の計算など法律や労

働協約・協定によりフルタイム労働者に承認され

た権利や利益を同様に享受することができる 注27）。

しかし法は、そのための方式について、先述した

ように、規定していない。したがって、その具体

的な実施のあり方については、労使の合意にゆだ

ねられている。しかし少なくとも、使用者は通常

のパートタイム労働契約と同様に労働者に対して

書面をもって、新たな労働条件内容を示さなけれ

ばならないし、パートタイム労働に関する法規

制 注 28）を遵守しなければならないことはいう

までもなかろう 注 29）。 

 

④ 育児休暇期間中の職業活動の禁止  

育児親休暇中の職業活動については、1977 年の

法制定においては、とくに規定されていなかった

が、1984 年法は、これを原則的に禁止した。すな

わち L.122 条の 28 の 5 は「子を養育するための育

児親休暇中又はパートタイムで労働している労働

者は、家族及び社会扶助法典 Code la famille et de 

l'aide sociale L.123 条の 1 から L.123 条の 8 にさ

だ め ら れ て い る 母 性 扶 助 活 動 activités 

d'assistance maternelle をのぞいて、いかなる職

業活動もすることができない」とされる。すなわ

ち育児親休暇はあくまでも、子の養育のために利

用されなければならない。ただし本条について違

反した労働者に対する制裁規定は、とくに設けら

れてはいない。なお学説は、その状況の類似性か

ら疾病休暇 congé maladie に関する判例法理が適

用されて、育児休暇中の職業活動に従事したこと

は、使用者が解雇手当および同予告なし sans 

indeminité de licenciement et de préavis の解雇
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congédiment を正当化する、労働者側の重過失

faute grave に該当すると解しているという 注 30）。 

これに関連して労働者がパートタイマーとして、

複数の会社に勤務している場合に、一方の会社で

は育児親休暇を取得し、もう一方の会社では従来

通りに働き続けるような場合については、どのよ

うに考えればよいのであろうか。これについて行

政当局は、法は育児休業期間中の職業活動を禁止

しているけれども、育児休暇を請求していないパ

ートタイム労働に従事することは、必ずしも法の

趣旨に反しないと解している。「なぜならば、そも

そも労働者がフルタイムで勤務していたならば、

パートタイムで働くことの可能性が法によって与

えられているからである」 注 31）。 

 

⑤ 休職労働者に代わる代替労働者の雇用 

従業員がその子供の養育のために育児休暇を利

用しているあいだ、使用者はその者に代わって、

他の労働者を雇い入れることも可能である。しか

し、育児休暇期間は実子の場合は、その子が 3 歳

になるまでの最長 3 年間、また養子については、

受入れ後同じく最長 3 年と法律により期間が限定

されている。また育児休暇取得の要因であった子

の死亡や家計の著しい減少という、休暇期間の開

始当初には予期しなかった事情の発生により、途

中で親休暇を中断して、休職労働者が仕事に復帰

することもありうる。したがって使用者は代替労

働者とのあいだで、期間の定めのある à durée 

determinee 労働契約を締結することになろう。

これについては、期間の定めのない à durée 

indéterminée 労働契約を締結し、休職労働者の復

帰に際して、代替労働者を解雇した場合、それが

濫用的解雇であると裁判所で判断されたことがあ

る（パリ控訴院 1990・10・16） 注 32）。 

 

⑥ 育児休暇中の解雇 

労働契約の停止は「使用者をして、たとえ〔育

児休暇取得にともなう労働契約〕停止期間であっ

ても、育児休暇とは独立した理由により労働契約

の解約を告知することprononcer la résiliationを

禁じるものではない」 注 33）という。すなわち、

裁判所は、解雇理由が労働者の育児休暇の利用に

ともなう欠勤以外である場合（たとえば企業閉鎖

や経済的理由による―わが国の「整理解雇」に相

当する―場合など）、使用者の解雇権を否定するこ

とはできないと一致して理解しているという。そ

れが育児休暇とは関係なく、真実かつ重大な理由

cause réelle et sérieuse があれば、当該解雇は有

効である 注 34）。したがって使用者が企業の財政

的困難性から従業員を削減するために、育児休暇

期間中の 3 名の女子従業員を解雇したことは、労

働法典 L.122 条の 28 の 3 に違反すると判示され

ている。なお、そのような場合、使用者は解雇手

続 を 遵 守 し 、 法 定 ま た は 協 約 上 の 解 雇 手 当

indemnité de licenciement を支払わなければな

らない 注 35）。 

 

（5）育児休業の終了 

 

① 職業活動の再開 

（イ）以前の職または類似した職への復帰 

育児のための親休暇またはパートタイム労働の

期間（最も遅い場合、実子のときはその子が満 3 歳

に達したときで、養子については、引受から 3 年間

が経過したとき）および「子の死亡又は家計の著し

い減収の場合」（労働法典 L.122 条の 28 の 3）、労

働者は「以前の職又は少なくとも同等の報酬

rémunération au moins équvalente があたえられ

る類似した職に復帰する」ことになる 注 36）。後者

については、法は「労働者は、受取通知付書留郵便

により……少なくとも 1 月前に、使用者に理由を付

した請求 demande motivée を提出しなければなら

ない」（L.122条の28 の3第2 項）と規定している。

しかし通常の育児休暇またはパートタイム労働の

終了に関しては、法律上、労働者の職業活動再開の

意思表明についていかなる形式も、何らの期限も定

められてはいない 注 37）。しかし、その開始に際し

ては、労働者に対して、法が一体いつから、どのく

らいのあいだというその開始時点と期間を使用者

に書留郵便で通知することを義務付けていること

との対比からすれば、使用者はその復帰についても、

通知をうけるべきであろうと考えられている。それ

ゆえに破毀院（社会部）は「育児休暇の延長も、半

日労働への転換も求めず、したがって、労働法典

L.122 条の 28 の 1 最終項に規定された使用者への

配慮要式を遵守していなかった」として、休暇終了

後も労働を再開しなかった女子労働者の解雇を有

効と判断した（1992 年 6 月 2 日） 注38）。 

使用者は以前の職への復帰が不可能であるとき

は、「少なくとも同等の報酬」が支払われるべき類

似の職への変更、すなわち配置換え mutations や

職務の変更を提示することができる。したがって 
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育児休暇期間中、経済的事情から企業内の改革に

より、以前に従事していた仕事とは異なるが、最

も近接した職位を提示した使用者を非難すること

はできないという。ただし、使用者が育児休暇終

了後の労働者に、以前の職場から数百キロメート

ル離れた事業所への勤務を提案したことは、「類似

した職」にはあたらないとされた（破毀院〔社会

部〕1985 年 5 月 30 日判決）という。また類似し

た業務に復帰したが、収入が引き下げられた場合

は、その差額を請求できるとも判示された（破毀

院〔社会部〕1985 年 7 月 1 日判決）ともいう 注39）。

これに対して使用者が職＝ポストの削減が経済的

事情との関連性を証明できないとき、そのことを

理由とする解雇は真実かつ重大な理由のないそれ

として、損害賠償の責めを負う 注 40）。 

一般に使用者が労働契約の内容を実質的に変更

する場合、育児休暇から復帰した労働者は提案され

た変更を拒否することができるが、その労働契約解

消は真実かつ重大な理由のない解雇であり、使用者

は通常の解約手当のほかに、労働者に損害賠償を支

払わなければならない。ただし、労働契約の実質的

な変更にあたることの証明は、それを主張する労働

者がしなければならないという 注41）。 

（口）職業再訓練の実施  

育児親休暇またはパートタイム労働の終了したの

ちに職業活動に復帰するに際しては、労働法典L.122

条の 28 の 7 第 1 項によれば、「その職業活動を再開

した者は、特に労働の技術又は方法が変化した場合、

〔企業が組織する―引用者〕職業訓練を受ける権利

droit à une action de formation professionnelle を

有する」 注42）。労働者は、このような権利を育児休

暇またはパートタイム労働の期間満了前に行使する

ことができるが、その場合、育児親休暇またはパー

トタイム労働は終了する（同条 2 項）。さらに最近の

1994 年改正法によれば、育児休暇またはパートタイ

ム労働の期間中、労働者自ら発案して à son 

initiative 継続的職業訓練をうけることができ、その

間報酬をえられないけれども、職業訓練実習生に関

する労働災害・職業病保護についての社会保障法規

定の適用がある旨の新 3 項が挿入された 注43）。 

 

② 育児休暇またはパートタイム労働終了後の

解雇 

育児休暇を終えたのちの労働者を復職させるべ

き義務を履行しない使用者は、通常の解雇手当に加

えて、損害賠償の支払いが命じられる（労働法典

L.122 条の 30）。ただし、それは、休暇期間中の職

位の削減および企業内の再配置が不可能である以

上、使用者が経済的解雇を行うことを妨げるもので

はないと判示されている（破毀院〔社会部〕1993

年 7 月 13 日判決）。なお解雇された労働者は失業手

当 allocations de chômage を受け取ることができ

るが、その給付の算定の基礎となる保険加入期間は、

育児休暇に先立つそれであるという 注44）。 

これに対して使用者が労働者の復職する権利の

行使を拒否するような場合は、労働者は裁判所に

対して職場への復帰を命じるように急速審理

référé―わが国の「仮処分」に相当する―の手続

をとることになろう 注 45）。 

 

③ 職業活動再開の中止―労働者の辞職― 

労働者が育児親休暇の終了に際して、その労働

再開を希望しない場合には、辞職 démissionner

しなければならない。このような場合、通常のそ

れと同様に、予告期間 préavis などの労働契約の

解消に関わる手続を履行・遵守しなければならな

い。したがって労働者は育児休暇が終了する前に、

すなわち同期間内に使用者に予告し、辞職しなけ

ればならない 注 46）。 
 

（6）刑事罰 
 

なお、以上のべた育児休暇の取得または育児のた

めのパートタイム労働、そしてその終了後の職業活

動の再開に関する規定（労働法典 L. 第 122 条の 25

～L. 第 122 条の 28 の 4 および R. 第 122 条の 9～

R. 第 122 条の 11）に違反した使用者に対しては、

第 5 種違警罪 contraventions de la 5e classe の罰

金（3,000 フラン以上 6,000 フラン以下、累犯の場

合は倍額）が科せられる（同 R. 152 条の 3）。 

 

3 その他の育児休業関連ないし類似制度 

 

以上のべた育児親休暇およびパートタイム労働

のほかに、フランスでは、労働者がその子供の養

育のために利用することができる休暇制度として、

つぎのようなものがある。 

 

（1）育児のための出産または養子休暇終了後の

辞職と 1 年以内の復職優先権 
 

子どもの養育に従事したいけれども、以上紹介 

した育児親休暇またはパートタイム労働を利用す
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るための条件―最低 1 年の継続勤務―をみたさな

いか、またその利用を希望しない労働者（父母）

は、出産または養子休暇終了後ただちに、辞職す

ることができる 注 47）。すなわち労働法典 L.122

条の 28 によれば、「子を養育するために、労働者

は使用者に受取通知付書留郵便により少なくとも

15 日前に〔その旨を〕通知することを条件に、

L.122 条の 26 に定める出産休暇又は養子休暇の

終了後、場合によっては、出産又は養子の引取り

の〔日の〕2 月後、予告期間を遵守することも、

これによる解約補償金を支払うこともなく、労働

契約を解約することができる」（同条一段）。前者

（出産または養子休暇の終了 15 日前）は母親で

ある女子労働者を対象とし、後者（子の出産また

は養子の引取後 2 月後）は父親である男子労働者

の場合である 注 48）。これは育児休業制度が企業

規模の如何に関係なく利用できるように改められ

る 1984 年法以前、とくに従業員 100 名以下の中

小企業に働く労働者にとって、意義あるものであ

ったように思われる。しかし既述のように、労働

法典中の育児休暇制度が充実してきた今日、この

ような方式が実際に機能する余地は少ないのでは

なかろうか。 

 

① 解約の特徴 

このような制度は、労働者の辞職について、労

働者の使用者に対する解約告知（期間）の遵守に

関する例外を設けたものとして理解してよかろう 

注 49）。すなわち子の養育のための辞職であること、

および法に規定された通知期間にしたがうかぎり、

労働者は使用者に対する解約補償金を支払う必要

はない。 

なお、出産・養子休暇終了 15 日前という期限は、

「除斥期間 délai prefix」であると解されている。

すなわち、それは縮減することはできず、労働者に

とって、その期限を遵守しないときは予告期間を尊

重しないことの失権 déchéance にいたる 注50）。 

 

② 再雇用の優先権 

本制度の利用は「辞職」と同様の法的効果をも

たらすけれども、あわせて再雇用優先権をともな

っているという点で特徴的である。すなわち「同

人は、その契約解消後 1 年間は〔従前と〕同様の

形式で〔使用者に〕再雇用を要請することができ

る」（同前条 2 文）。同期間はやはり除斥期間であ

り、労働協約・協定により、より長い期間を規定 

育児のための即時退職通知状のモデル 

 

 

している場合をのぞいて、1 年経過したのちは、

退職労働者は、その旧使用者に対して再雇用をも

とめることはできない。なお育児を理由に辞職し

た労働者は使用者に書留郵便にて、その再雇用を

希望する旨を 1 年以内に通知しておかなければな

らない 注 51）。 

一方、「使用者は 1 年間、その者の資格が主張

することが許される職に、同人を優先的に雇用し、

且つ、同人が離職したときに得ていた付加給付の

すべてを与えなければならない」（同前条 3 文）。

すなわち子供の養育を理由に労働契約を解除した

労働者がその後 1 年以内に再雇用された場合には、

解約の時点にまで遡って、当該契約は断絶ではな

く、停止していたにすぎないという取り扱いがな

されることになる。この場合、再雇用された労働

者は技術変化などのために、必要がある場合、職

業訓練をうけることも可能である（L.122 条の 28

の 7 第 1 項）。したがって使用者は会社内の技術

変化等を理由に再雇用を拒否することはできない。

使用者から辞職した労働者に対する再雇用の申し

出は受取通知付書留郵便をもって伝えられなけれ
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ばならず、労働者から、これを拒否するときも、

同じ形式をもってなされなければならない（労働

法典 R.122 条の 10）。 

ただし、このような再雇用優先権は、当然の権

利として実現されるものではないことに注意する

必要があろう。すなわち、それは一方において空

席の職位がなければならないし、また他方、その

空席職位について、労働者の職業資格が適合しう

るものでなければならない。このような 2 つの条

件をみたさないかぎり、かりに使用者が当該労働

者の再雇用を拒否したとしても、それは「解雇」

にはあたらないと解される 注 52）。しかし、2 つの

要件を充足していたときに、その再雇用をしなか

った場合には、そのような使用者に対して、民刑

事上の制裁が課（科）せられることになる。すな

わち民事上、使用者は労働者の真に被った被害に

相当する損害賠償を支払わねばならず（L.122 条

の 30）、刑事責任として、3,000 フラン以上 6,000

フラン以下の罰金、累犯の場合は 12,000 フラン

のそれ（第 5 種違警罪）が科せられる（同 R.152

条の 3） 注 53）。復職に際して、多少の職務変更を

要する場合の再雇用拒否は権利濫用として、処理

されうる。たとえば労働者の職業資格に相当する

仕事がないとして、再雇用を拒否しながらも、一

方、それに隣接した資格を有する者を雇い入れた

使用者には損害賠償が命じられている（パリ控訴

院 1975 年 5 月 21 日判決） 注 54）。 

 

（2）病気の子どものための休暇 

「家族に関する 1994 年 7 月 25 日法」は労働法典

L.122 条28 の8 および同L.122 条の28 の9 におい

て、新たに、病気や障害のある 1 歳未満の子どもを 

 

使用者に優先的な再雇用を希望する旨の書簡モデル 

 

 

養育する労働者に対して、1 年につき 5 日の無給

休暇 congé non rémunéré を付与したり（前者）、

最長 6 月（更新 1 回）のパートタイム労働の権利を

承認する規定（後者）を設けている 注 55）。しかし、

これらは「育児休暇」というよりは、「介護休暇」と

して位置付けるべきものかもしれない。 

 

 
 

第 2 章 現行育児親手当の概要 

 
 

以上でのべた労働者が実子または養子を問わず、

その子の養育のために職業活動から一時的に退い

たり、それ以前に勤務していたときとくらべて、

労働時間を短縮してパートタイム労働に従事する

ことを選択した場合、いずれも、その間、使用者

から給与が支払われることはないか、またはフル

タイムの勤務とは異なり、当然のことながら給与

額は減額される。しかしフランスでは、労働者の

育児休業期間中、その所得保障をすべく社会保障

法上、それに代わるべき一定の金銭の支払いがな

される。すなわち「子の出生、養子縁組又は引取

が養育すべき子の数の最少数に等しいか又は超え

るとき、育児親手当が、最年少の子が制限年齢に

達するまで職業活動をしないことにした、養育す

べき者に支給される」（社会保障法典 L.532 条の 1

第 1 項）という育児親手当 allocation parentale d' 

éducation の制度が設けられている。 
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1 子の出産・育児と家族給付制度 

 

児童の扶養負担 charge familiales を社会的に軽

減することを目的として 1932 年 3 月 11 日法によ

り創設されたフランスの家族給付 prestations 

familiales 制度は、今日では 10 種類にもおよぶ手

当ないし給付制度からなるものである（社会保障法

典 L.511 条の 1） 注 56）。それらは大きく「一般的

扶養給付 prestations générales d'entretien」「出生

関連給付 prestations liées à la naissance」「特定目

的給付 prestations à affectation spéciale」の 3 つ

に大別されるが、本稿の課題に関係するのは、2 番

目の子の出生および育児に関連して支払われるそ

れである。すなわち具体的には、「乳幼児手当

allocation pour jeune enfant 」「 育 児 親 手 当

allocation parentale d'éducation」そして「在宅児

童 養 育 手 当 allocation de garde d'enfant à 

domicile」の 3 つである。 

「乳幼児手当」は、従来の産前 prénatales・産

後 postnatales 手当および 3 歳未満の子に支給さ

れた家族補足手当を統合するものとして、1985

年 1 月 4 日法により創設されたものである（1986

年 12 月 29 日法により改正）。妊娠 5 月から出生

した子の 3 月となるまで支給される「短期乳幼児

手当 APJE courte」は、婚姻や就労状態に関係な

く、妊娠中のすべての女性に支給される。産後 4

月から子の 3 歳になるまでを対象とする「長期乳

幼児手当 APJE longue」は所得制限が設けられて

おり、子の数に関係なく、1 家族に 1 回のみ支給

されるものである 注 57）。これは出生後の乳幼児

検診を受給の条件としている点では、乳幼児の保

護を目的としていると考えられるけれども、主た

る目的は出産奨励という側面が強いように思われ

る 注 58）。そこで出生した後の子供の保護および

養育に関連する家族給付制度としては、つぎの 2

つが該当すると考えられる。 

「育児親手当制度」は、3 人目以上の子の出産

または養子縁組した扶養負担者たる父母（＝労働

者）に対し手当を支給するものとして 1985 年 1

月 4 日法により創設されたが、翌 1986 年 12 月

29 日法は、その支給条件を緩和し、同手当請求時

に先立つ職業活動従事期間を短縮した。同法は、

当初 2 歳までとしていたのを 3 歳までと手当支給

期間を延長した 注 59）。なおフランスでは、通常 3

歳から幼稚園（無料）に入園するようであるので、

3 年間という期間は、当該子供の出産から幼稚園

入園にいたるまでの期間に相当するといってよか

ろう。さらに最近 1994 年 7 月 25 日法は、適用

範囲を拡大しつつ、支給条件をさらに緩和してい

る。すなわち従来 3 人目以上の出産または養子縁

組としていたのを 2 人目から支給されることにな

った。次に支給対象者は完全なる休暇所得者のみ

ならず、パートタイマーをも含まれるにいたった

（夫婦揃って育児のためにパートタイム労働に従

事しているときは、最高額は夫婦併せて完全休暇

者が受け取るべき支給率の手当がえられる）。そし

て 3 人以上の多胎出産の場合は、それらの子が 3

歳ではなく、6 歳になるまで手当が支給されるよ

うになった 注 60）。これに対して「在宅児童養育

手当」は、1986 年 7 月 29 日法により創設された

ものである。同手当は、両親または単親者が働き

ながら 3 歳未満の子どもを自宅で養育するために、

ベビーシッター等第三者を雇ったときに支払われ

るものである。1994 年同手当は 3 月につき 6,000

フランであったが、1992 年 15,500、1993 年

21,300 の各々の家族が享受した。1994 年 7 月 25

日法はその利用要件を緩和するとともに、手当額

を 3 月につき 11,838 フランに増額した（1995 年

1 月 1 日以降） 注 61）。同手当は、手当をうける親

の職業活動の継続を前提としている点で、労働の

一時的な休止を前提にして支払われるべき育児親

手当とは性格を異にする（社会保障法典 L.533 条

の 1） 注 62）。 

そこで以下、先にのべた「育児親休暇」制度に

対応する家族給付制度として「育児親手当」につ

いて、その内容を概略説明したいと思う。 

 

2 育児親寺当の支給条件 

 

（1）一般的条件 
 

育児親手当の支給条件については、まず、他の

家族給付制度と同様にフランスに居住するすべて

のフランス人および所定の要件を満たすフランス

に居住する外国人には、その支給を受けるべき資

格があるといえよう 注 63）。ただし、夫婦それぞ

れがパートタイム労働に従事して、部分的育児手

当を求めている場合をのぞいて、3 歳以下の子供

が何人いようとも、1 家族につき 1 個の手当しか

支給されない。 
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（2）受給者の職業活動に関する条件 
 

つぎに、この権利の開始は、一般制度における

老齢年金pension de retraiteへの権利を開始する

に十分な事前の職業活動を条件とする（社会保障

法典 L.532 条の 2）。すなわち、それは以下の出来

事の出現に先立つ 5 年（従来は 10 年）間に 2 年

間実行されていなければならない 注 64）。 

―「養育すべき 2 人目の子の出生、養子縁組又

は引取」 

―「育児親手当の申請が出生や養子縁組後にな

った場合は、養育すべき 2 人目の子の手当の申

請時」（同・改正 R.532 条の 2 第 1 項） 

被用者については、老齢保障機関 organisme 

d'assurance vieillesse により、8 四半期間の有効

性を、非労働者については農事社会相互金庫

caisse de mutualité sociale agricole の証明によ

り、確認される。これらの証明は老齢保障機関ま

たは育児親手当を請求する者から家族手当機関に

直接提出される 注 65）。 

そして以下の場合については、育児親手当受給

のための職業活動期間として見做される（改正社

会保障法典 R.532 条の 3） 注 66）。 

―社会保障法典 R.351 条の 1 第 1、2 および 5

の各号に規定された方式により評価された疾病、

出産および労働災害に関する休業補償手当

indemnités joumalières の受給期間 

―養子休業補償手当の受給期間 

―社会保障法典 L.615 条の 19 および L.722 条

の 8 に規定する妊娠のための配転手当受給期間 

―社会保障法典 R.351 条の 12 第 4 号に規定さ

れた方法により評価され、失業手当をえていた

期間 

―社会保障法典 R.351 条の 9 最終項に規定され

た方法により評価された、労働法典第 9 巻にい

う有給職業訓練期間 

そして育児のために職業活動を全面的に休止し

た者には、満額の育児手当が支払われるが、改正

法は、これに加えてパートタイム労働を選択した

場合についても、育児手当の受給ができるように

した。ただし、それが法定労働時間の 80％を超え

るようなときは、パートタイム労働に対応して減

額された育児手当の支払いはなされない 注 67）。 

 

 

 

 

3 育児親等当の金額と支払い条件 
 

（1）育児親手当の金額 

育児親手当は、他の家族給付と同じく「家族給

付金庫 Caisse des allocations familiales」から支

払われる。その財源は事業主の負担であり、給付

額は算定基礎額に基づいて計算される。育児親手

当は定額制で、その満額は家族手当の月額計算基

礎の 142.57％と定められている（制度発足の 1985

年には、62.40％とされていたが、翌 1986 年の法

改正に際して改められた）。1995 年 1 月 1 日現在

月づきの支給額（非課税）は、2,964 フラン（制度

発足当初は、1,518 フランであった）である。これ

に対して育児のためのパートタイム労働または職

業訓練活動に従事する時間が労働時間の 50％未満

であるときは、月額計算基礎の 94.27％（社会保障

法典 D.532 条の 1）、1,960 フランであり、法定労

働時間の50％以上80％未満であるときは71.29％

（同）、1,480 フランである 注 68）。 

 

（2）育児親手当の支払い条件 
 

① 支払い期間 

育児親手当は出産・養子休暇の終了または養育

すべき子の出生・到着から 3 年間、請求される。

同手当は毎月、月末に支払われる。それは当該子

供の 3 歳の誕生日に先行する月まで、最長 34 月

支払われる。ただし 3 人以上の多胎出産の場合は、

当該子の 6 歳の誕生日まで延長される（社会保障

法典 R.532 条の 1 の 1）。なお、新たな子の出生

または養子縁組に際しては、あらためて手当受給

の手続をとることになろう。 

同手当は、まず子の出生、引受または養子縁組、

つぎに出産・養子休暇終了後、育児パートタイム

労働の中止のいずれか 1 つのときから、翌月 1 日

より開始して、子どもの 3 歳に達する前月、また

は職場復帰もしくは職業訓練の前月の 1 日までで

終了する（同 R.532 条の 5） 注 69）。 

② 職業活動の再開または職業訓練の開始 

育児親手当の満額受給者がパートタイムでの職

業活動や職業訓練をはじめるときは、その月の第

1 日より時間数に応じた、減額された手当が支給

されることになる 注 70）。 

③ 他の手当との競合関係 

育児親手当は 1 世帯に 1 つしか支給されない。
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またそれは乳幼児手当と併せて支払われることは

ない。そのほか、満額の同手当はつぎのような手

当とは競合的に支払われることはない（社会保障

法典 L.532 条の 4） 注 71）。 

―出産休暇または養子休暇補償手当 

―社会保障法典 L.615 条の 19 および L.722 条

の 8 ならびに農事法典 1106 条の 3 の 1 に規定さ

れる出産休暇補充手当 

―疾病休暇または労働災害休暇の補償 

―失業労働者に対する各種の補償 

―老齢または廃疾手当

 

 

第 3 章 現代フランスの女子労働者と育児休暇制度の利用状況 

 

 

以上において概観したフランスにおける育児休

業制度および育児手当制度の実際の適用・運用状

況はどのようなものであろうか。 

 

1 育児親休暇制度利用者の概要 

 

1992 年度における育児休暇制度の利用者（親休暇

とパートタイム労働の両者をふくむ）は 95,000 名で

あったという。夫婦共働きをし、少なくとも子供が 1

人いる世帯数が 100 万であることを考えれば、この

よ う な 数 値 は 大 変 低 い も の で あ る と 労 働 省

Ministére du Travail も評価しているようである 注

72）。育児時間を確保するための育児親休暇およびパ

ートタイム労働は、すでにのべてきたように、法制

度としては、父母である男女労働者のいずれもが

各々同時にまたは、異なる時期に利用することがで

きるものである。しかし実際の利用者は圧倒的に、

母親である女子労働者である（民間企業で 99％、公

共部門では 98.5％）という 注 73）。また私企業部門

5,000 事業所および公共部門 2,500 事業所を対象と

するアンケート調査によれば、女子労働者の多くは

30 歳ないし 34 歳のあいだに育児親休暇を利用して

いる（利用者の 3 人に 1 人〔公共部門では、5 人に 1

人〕は 30 歳以下である）。休暇はとくに 3 人目の子

供の養育のためにとられている（10 人中 4 人）。私

企業では、管理職員 cadres は 1 人目の子供から休暇

をとり、中間職 professions intermédiaires は 2 人

目、そして事務（・販売）職員 employées と現業労

働者 ouvriéres の多くは、3 人目の子供から利用する

傾向があるという（既述のように 1994 年法改正以

前は、育児親手当は、3 人目の子供から支給されて

いた）。私企業に働く女子労働者のうち、管理職員の

0.69％に対して、職員と現業労働者は 1.77％という

数値から、育児親休暇を取得した者が 100 人いたと

すれば、83 人は職員と現業労働者、13 人は中間職

員、そして管理職員層に属する者はわずか 4 人とい

うことになる（表 3 参照）。また私企業部門では、労

働者（とくに事務職員および現業労働者）の育児休

暇制度の利用にともなう空席は、10 件中 3 件が有期

雇用契約者により代替されているという 注74）。 

このような数値によって示された育児親休暇制

度の現状がいかなる背景のもとに現れたものなの

であろうか、現代フランスにおける女子労働者の

おかれた状況とも関連させながら、いま少し考え

てみたいと思う。 

 

表 3 育児休業制度利用者に関する職業カテゴリー別一覧表 

 

 

2 女性の職業生活への参加の増加 

 

1990 年のフランスにおける労働（力）人口

population active の 44％は、女性であった。1962

年の女子労働者の数が 660 万であったのに対して、

1990年には1,100万人を越える女性が職につくか、

または仕事を求めている。30 年のあいだに、働く

女性の数がおよそ 60％も増大している（同時期、

男性は 1,260 万人から 1,400 万人へと 11％増加し
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たにとどまっている） 注 75）。1980 年代を通じて、

労働力人口の増大はほとんど女性のそれによるも

のであり、多くの女性がいわば大挙して労働市場へ

と参入し、そしてその大部分が、そのまま、そこに

とどまっているといってもよかろう（表 4 参照）。

また女子労働人口 activité féminine は経済停滞期

にも増大して、しだいに男子のそれと類似してきて

いるということもいえる。すなわち、20 歳以前に

は低い、その労働力率 taux activité は、その後急速

に増加し、25歳ないし30歳には、その頂点に達し、

女性 5 名のうち 4 名までが働いており、その後 35

歳まで低下し、45 歳にいたるまでほぼ横ばい（約

75％）状態のあと、急速にその数値が減少していく。

しかし 55 歳のとき、女性の半数はいまだに働いて

いる（図 1 参照）。このように 25 歳ないし 54 歳の

女性平均労働力率は 1968 年が 45％であったのに

対し、1990 年には 75％となり、毎年約 1 ポイント

ずつ上昇しているという 注76）。 

このような女子労働力率の増大の背景には、経

済の第三次産業化（雇用労働者の占める割合は

1982 年から 1992 年までの 10 年間をとってみて

も、57％から 66％へと増加している）や、技術

の進歩により、労働条件のなかでの男女間の身体

的相違のもつ重要性が減少したこと、さらには、

それにともない従来の伝統的な性差とは関係のな

い職業や仕事が増えたことなどの事実も指摘され

ている。また女子労働者の収入が家計の中に占め

る位置はかつての補助的・副次的なものではなく、

むしろ今日では主要なものとなり、とくに不況時

には、家族にとって重要な財源である。しかしこ

のような経済的側面のみならず、多くの女性がそ

の職業生活・活動を通じての自己実現や自立（律）

をはかろうとしているということもあろう。さら

には、職業訓練制度の充実・水準の向上や婚姻の

減少と離婚件数の増加といった社会事情の変化も

無視できないかもしれない 注 77）。 

 

3 女性にとっての職業生活と家族生活 
 

女性の労働力率は 26 ないし 27 歳で頂点に達す

る。これに対して女子の就学率は、20 歳の 90％が

最高で、25 歳では 87％という数値が示されている。

30 歳女性の 65％の者は何らかの雇用経験がある

が、一方 7％はまったく職業活動を経験していない

という。そして同年齢の 28％は働いてはいるが、

職業活動には従事していない。このような、それ 

表 4 職業的地位別の女子労働力率の推移（1962～1990） 

 

 
図 1 女子の年齢別労働力率および雇用率の推移 

 
 

ぞれの年齢ごとの労働人口は、いうまでもなく

一方は離職者と他方は職業生活へ復帰ないし開

始する者との関係の結果として現れるものであ

る 注 78）。 

さて女性が職業生活を中断する場合の主たる理

由は、家族生活に関わるものであるという。フラ

ンスにおいても、家庭負担は、もしも複数の子供

がいる場合には、女性にとって、職業生活の継続

を制動する役割をはたすものとして機能している

ようである。今日家庭をもつ女性は平均して、26

歳頃に第 1 子を出産するが、35 歳ないし 40 歳の

あいだが、女性にとって、もっとも家庭責任が重

いものとなる。2 人以上の子供を養育する女性の割

合は、この年齢まで上昇して、以降低下していく。
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そして、このような年代の母親は養育すべき子供

の数が多いほど、職業生活から離れざるをえない。

ただし、子供の数が 1 人の場合と 2 人との差異は

10 ポイント以下であるが、2 子の母親と 3 子のそ

れとでは、より大きい（表 5 参照）。しかし、これ

は、従来雇用労働に従事してきた女子労働者が第 3

子の誕生を契機に職業生活から退くのではなく、

そのような人はすでに第 2 子のときに、辞めてい

る。また女性が一人＝単身で（複数の未成年者で

ある）子供を養育する場合、経済的必要性から、

労働率が高くなるのは当然であり、17 歳未満の 2

人の子供をもつ女性の10人中9人が働いていると

いう（表 6 参照）。そして、このような女性は失業

する割合も高く、共働きの女性の 19％に対して、

17 歳未満の子供 3 人の母親である女子労働者の失

業率は 37％にもおよぶという 注 79）。 

 

4 育児親休暇および育児親手当が現実にはた

してきた役割 

 

育児休暇制度の利用および同期間中の収入減に

対応すべき育児手当の創設は、フランスの場合、

基本的には、出生率の低下に端的にみられる人口

減退による国家存立の危機を回避すること、ある

いは家族（とくに児童）扶養負担の有無による家

族間の生活水準の格差を是正することにあるのか

もしれない 注 80）。 

しかし育児親休暇制度の 1984 年以降数次にわ

たる改正は、女性をして一時的に（出産・）育児

に従事するために、労働市場から退かせることに

より継続する経済不況、そして増えつづける失業

（者）に対処するという側面もあったのではない

かとも指摘されている 注 81）。しかし、そのよう

な立法において想定された効果は、現実にはさほ

どもたらさなかったようである。すなわち、先述

したように、1992 年育児のために職業活動を中

止した者（そのほぼ 99％は女性）は 95,000 名に

すぎなかった。このことは、経済危機のなかで、

その職業活動を中断し、あるいは家計収入の減少

をもたらすというリスクをあえて冒す女性は少な

かったということを意味していると理解すること

もできるかもしれない。また、「偽りの母性給与

salaire maternal déguisé」などともいわれた。

育児親手当（1985 年）――24 月間、月づき 1,518

フラン支給された――は、その潜在的受給権者は

80,000 名ほどいると考えられていたにもかかわ 

表 5 年齢別および 

16 歳未満の子供の数別の女子労働力率の推移 

 

 

表 6 1982 年および 1990 年における家族構成 

および 16 歳未満の子供の数と女子労働力率 

 

 

らず、1986 年度の受給者は 27,000 名にすぎなか

った。そこで、翌 1986 年の改正法以降は、むし

ろ出産奨励の重視へと家族政策の方向を転換して

いったのではないかという。そして、1993 年 12

月、156,000 名（そのうち、95％は女性）が育児

親手当――1994 年は 2,929 フラン――の支給を

うけたけれども、その総支出額 5 億 6 千万フラン

はフランス国内（本土）に生活する家族に直接支

払われた家族給付額全体のなかで占める割合は、

2.6％にすぎなかった。これは、一方において給付

額の少なさ（物価水準の違いを考慮しなければな

らないかもしれないが、1 フランはおおよそ 20

円に相当する）および多くの家庭において、男性

の方が女性のそれを上回る収入をえていることか

ら、女性がもっぱら育児手当の支給をうけること

を選択することになること、また他方では、父親

がその職業活動を中止したり、従前の労働時間を

削減することを厭うといった社会的風潮からして、

当然に結果することであるのかもしれない 注 82）。 
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5 育児親休暇・同手当の利用・受給と女子労

働者の職位・学歴との相関関係 
 

（1）育児休暇制度を利用する 

女子労働者が少ないことの理由 

 

以上のべてきたように、育児休暇を取得し、ま

た同手当を受給した女子労働者の数は決して多い

ものではなかった。では、一体それは何故なので

あろうか。 

育児親手当の支給を受けていた母親の平均受給

期間は 33 月であったが、長期間、職業生活から離

れていることは、とくに技術革新の頻繁な現代にお

いては、女性が職業生活にふたたび復帰しようとす

るとき、きわめて不利とならざるをえないという事

情があるようである（ただし既述のように法制度上、

職業活動の再開にあたって必要がある場合には、職

業（再）訓練をうけることができるということにな

っているが）。ある調査によれば、有資格者の46％、

職員・現業労働者の 41％が育児親手当受給以前と

同じ仕事に、かつ同じ条件で雇用されたという。た

だし 14％の者は、以前に従事していた職位より高

給または有利な仕事に着いているというが、そのよ

うな者は育児休職期間中、職業資格をえるべく研修

（実習）をうけていたようである。つぎに、育児親

手当受給期間経過後、労働者にとっては、職を失う

蓋然性が高くなるということも無視できないであ

ろう。すなわち 25 歳ないし 39 歳の女子失業率は

育児親手当受給前 9.2％であるのに対して、受給後

は 13.8％に増加している。したがって育児手当をえ

た女子労働者は、その期間終了後の仕事の再開が十

分に満足できるものかどうか心配せざるをえない

ということになろう（ただし、同人が公務員または

大企業に勤務していたのであれば、そのような心配

はないという） 注83）。 

このような育児休暇制度の利用と職業活動の再

開にともなうリスクとの関係およびその軽減につ

いては、女子労働者の学歴とのあいだに関連性が

あるようである。 

 

（2）女子労働者の職業生活と学歴、そして家族 
 

今日働き続けることを望む女性の学歴は以前より

も高くなっているようであるが、逆に学歴の低い女

性は多くが労働市場から退く傾向があるようである。

すなわち 30 ないし 34 歳の女性の労働力率は、高等

教育をうけた者 87％および CEP 職業教育証書

certificat d'études professionnelles をもつ者 69％

に対して、とくに高等教育終了証書をもたない者の

場合は、58％にすぎないという。そして既述のよう

に家庭生活の重要性を考慮したとき、女性は職業生

活と家庭生活のどちらを重視するかの選択をせまら

れるが、高等教育をうけた者は前者を優先し、そう

でない女性は後者に重きをおく傾向があるようであ

る。しかし子供の養育との関連でみれば、高等教育

をうけた者の方がその労働力率は高いようである。

すなわち高等教育終了者ではない女性の場合、その

労働力率は子供 2 人－54％、3 人－34％であるのに

対して、高等教育終了者では子供 2 人－85％、3 人

－72％という数値が示されている（表 7 参照） 注84）。 

なお職業生活と家庭責任とを調和させるものと

して、パートタイム労働というものが考えられる。

1990 年度、17 歳未満の 3 人の子供をもつ女性の

38.2％、1 人の子供をもつ母親の 20.8％がパート

タイマーとして働いていた（表 8 参照）。ただし、

このような雇用形態は、フランスにおいても職域

が限定されているようである。すなわち、その多

くは、手工業、商品発送、サービス業における未

熟練職種に集中して、熟練職種については、少な

い。また高い職業資格を要する職業分野において

は、自由業、教育そして情報産業関連職種をのぞ

けば、少ないようである 注 85）。 
 

表 7 学歴および 

16 歳未満の子供の数と女子労働力率の推移 

 

 
表 8 家族状況および 16 歳未満の子供の数別の 

パートタイム労働に従事する女子労働者 
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むすび 

 
 

以上のように、法制度上は男女いずれもが享受

できる育児休暇制度を現実に利用するのは圧倒的

に女子労働者であるようである。しかも、その利

用者の数は必ずしも多くはない。女性が男性と同

様に職業活動に従事しながら「子育て」をするこ

とを援助すべき制度が必ずしも十分に機能してい

ないことには、月ごとに支払われる育児手当額の

少なさに端的に示される制度不備もあるかもしれ

ない。しかし、それ以上に、育児休暇後の職業活

動の再開の困難性等の現実のなかに多くの阻害要

因があるようである。「今やフランスでは、夫が外

に働きに出て、妻は家庭で育児に専念するという

伝統的な性役割モデルを支持する女性は少数派で

ある。女性が働くことは普通のことになった」 注

86）社会であるといわれる。しかし、少しく内実を

垣間見る限り、環境はいまだ十分ではないという

のもまた、現実なのではなかろうか。 
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（参考資料） 

 

労 働 法 典 
 

第 1 編 労 働 に 関 す る 協 約  

第 2 部 労   働   契   約  

第 2 章 労 働 契 約 固 有 の 規 則  

第 5 節 母 性 保 護 及 び 子 の 養 育  

 

L. 第 122 条の 28（1977・7・11 法） 

子を養育するために、労働者は使用者に受取通知付書留郵便により少なくとも 15 日前に〔その旨を〕通知

することを条件に、L. 第 422 条の 26 に定める出産休暇又は養子休暇の終了後、場合によっては、出産又は養

子の引取りの〔日から〕2 月後、予告期間を守ることも、これによる解約補償金を支払うこともなく、労働契

約を解約することができる。同人は、その契約解消後 1 年間は〔従前と〕同様の形式で再雇用を要請すること

ができる。使用者は、1 年間はその資格が主張することが許される職に、同人を優先的に雇用し、且つ、同人

が離職したときに得ていた付加給付のすべてを与えなければならない。 

 

R. 第 122 条の 10 

L. 第 122 条の 28 に従った、使用者による優先的雇用の申し出は、労働者に受取通知付郵便により伝え

られなければならない。 

労働者による、この申し出の拒否は、使用者に同一の条件により伝えられなければならない。 

 

L. 第 122 条の 28 の 1 

（1991・1・3 法）《L. 第 122 条の 26 又は労働協約若しくは労使協定により定められた出産休暇又は養子

休暇の終了した期間中、その子の出生日又は養子縁組のために託された 3 歳未満の子の家庭への引取日に最低

1 年の勤続を証明する労働者はすべて、その間労働契約が停止する育児親休暇を利用し、又は当該事業所に適

用される労働時間の最低 1/5 短縮する（1994・7・25 法）《権利がある。》但し、このパートタイム労働は 1

週 16 時間以下とすることはできない。 

親休暇及びパートタイム就業期間は、遅くとも子の 3 歳の誕生日、又は養子縁組の場合は、子の家庭への引

取日から 3 年の期間満了により、終了する。親休暇又はパートタイム就業期間は、最初は最長 1 年である。右

期間は、2 回延長することができる。但し、それは開始日がいつであれ、遅くとも、右に定める期限に終了す

る。この権能は、父親及び母親並びに養親に与えられる。》 

（1994・7・25 法）《コンセイユ・デタ経由のデクレにより定められた方式により評価された、子の重大な

疾病、事故又は障害の〔ある〕場合、親休暇及びパートタイム労働は、その開始日がいつであれ、前項に定め

る期限の 1 年後に終了する。》 

（1984・1・4 法）労働者は使用者に受取通知付書留郵便により、本条第 1 項の規定を利用しようとする期

間の開始時点と長さを通知しなければならない。 

右期間が出産休暇又は養子休暇に直接引き続くとき、労働者は受取通知付書留郵便により、右休暇期間満了

の少なくとも 1 月前に使用者に通知しなければならない。その他の場合、右通知は使用者に、育児親休暇又は

（1991・1・3 法）《パートタイム》就業開始の少なくとも 2 月前になされなければならない。 

《労働者がその育児親休暇又はパートタイム就業期間を延長しようとするとき、労働者は受取通知付書留郵

便により、当初定めた終了期限の少なくとも 1 月前にその延長を予告し、及び場合によっては、育児親休暇を

パートタイム就業に変更し、又はパートタイム就業を親休暇に変更する意思を通知しなければならない。但し、
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パートタイム就業期間中又は、その延長に際し、労働者は使用者の合意又は労働協約若しくは労使協定がその

旨明示する場合をのぞき、当初選択した労働期間を変更することはできない。》 

 

R. 第 122 条の 11 

本法典第 1 巻（第 1 部立法部）第 2 編第 2 章第 5 節並びに R. 第 122 条の 9 及び R. 第 122 条の 10

の諸規定を適用するためには、諸手続は受取通知付書留郵便の発送日になされたものと見做す。 

L. 第 122 条の 28 の 2 

（1984・1・4 法）子の死亡又は家計の著しい減収の場合、 

1 （1991・1・3 法）《育児休暇を利用している労働者は、もとの業務を再開し、又はもとの労働契約に定

められた期間の制限内におけるパートタイム就業に就く権利がある。 

《2 子を養育するためにパートタイムで就業している労働者は、もとの業務を再開する権利を有し、及び

使用者との合意により、時間〔の長さ〕を変更することができる。》 

労働者は、受取通知付書留郵便により、本条の諸規定を利用しようとする日の少なくとも 1 月前に、使用者

に、理由を付した請求を提出しなければならない。 

 

L. 第 122 条の 28 の 3 

（1984・1・4 法）育児親休暇若しくは（1991・1・3 法）《パートタイム》就業実施の期間の終了時、又は

L. 第 122 条の 28 の 2 にいう、もとの業務への復帰の理由付き請求の 1 月後、労働者は以前の職務又は、少

なくとも同等の報酬のともなう、類似の職に復帰する。 

 

（L.第 122 条の 28 の 4→1994・7・25 法により廃止されたが参考までに、以下に訳出しておく） 

本法典 L.第 412 条の 5 の意味における労働者 100 名未満の企業においては、使用者は、企業委員会又は、

それがなければ、従業員代表の意見を聴取したのち、労働者の親休暇又はパートタイム就業が企業の生産及び

円滑な運営に有害な影響をおよぼすと判断するならば、使用者は労働者に L. 第 122 条の 28 の 1 の諸規定を

利用することを拒否することができる。使用者がその拒否の理由を明確にしないとき、〔拒否は〕無効である。

右理由を付した拒否が、受領書と引換えに本人に直接手渡される書簡又は、受取通知付書留郵便により、労働

者に通知されなければ、同一の制裁に処する。 

L. 第 122 条の 28 の 1 に言及された書留郵便の提出後 3 週間以内に返答がないときには、使用者の合意が

得られたと見做される。 

使用者の拒否は、本条第 1 項に定める書簡の受領後 15 日以内に、急速審理に適用される形式にしたがって

提訴され及び最終審として採決する労働審判所判定部において、直接争うことができる。 
 

L. 第 122 条の 28 の 5 

（1984・7・25 法）子を養育するための育児親休暇中（1991・1・3 法）《パートタイム》で労働している

労働者は、家族及び社会扶助法典 L. 第 123 条の 1 から L. 第 123 条の 8 に定められている母性扶助活動をの

ぞいて、いかなる職業活動にも従事することができない。 
 

L. 第 122 条の 28 の 6 

（1977・7・12 法；1984・1・4 法）L. 第 122 条の 28 の 1 第 1 項に定められた親休暇の期間は、勤続年

数に関連する付加給付の決定において、その 1/2 が算入される。労働者はさらに、本休暇の開始前に得ていた

付加給付のすべての享受を維持する。 
 

L. 第 122 条の 28 の 7 

（1993・1・27 法）《L. 第 122 条の 28 が適用されて企業に再雇用された労働者並びに L. 第 122 条の 28

の 1 に定める、子を養育するための親休暇及びパートタイム労働の終了にあたり、その職業活動を再開した者
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は、とくに労働の技術又は方法が変化した場合、職業訓練をうける権利を有する。 

《労働者は L. 第 122 条の 28 の 1 の諸規定を利用しようとする期間の満了前に右の権利を享受することが

できる。但し、この場合、子を養育するための育児親休暇又はパートタイム就業の実施は終了する。》 

（1994・7・25 法）《労働者はその自ら、L. 122 条の 28 の 1 の諸規定を享受している期間中、L. 第 900

条の 2 に定める種類の職業訓練をうける権利がある。この場合、労働者は報酬をえず、そして職業訓練実習生

についての L. 第 962 条の 4 に定める労働災害及び職業病に関する社会保障立法の適用をうける。》 

（1993・1・27 法）《子を養育するために育児親休暇を利用し、又はパートタイム就業に従事している労働

者は、L. 第 122 条の 28 の 1 に定める勤続年数の諸条件において、L. 第 900 条の 2 に言及された権限一覧の

完全な権利を享受する。》 

（1993・1・27 法）《本条が》適用される労働者は、労働法典 L. 第 930 条の 1（L. 第 931 条の 3 以下）に

定める〔職業〕訓練休暇を同時に利用できる労働者の 2％に算入されない。 

 

L. 第 122 条の 28 の 8（1994・7・25 法） 

→子を対象とする介護休暇（省略） 

L. 第 122 条の 28 の 9（1994・7・25 法） 

 

L. 第 122 条の 29 

L. 第 122 条の 25 から L. 第 122 条の 31 までの諸規定に反する協定はすべて、法的に無効である。 

L. 第 122 条の 30 

（1977・7・12 法；1984・1・4 法）《使用者の L. 第 122 条の 25 から L. 第 122 条の 28 の 7 までの諸規

定の不遵守は、解雇補償金に加えて、利用者に損害賠償の権限を生じさせる。》 

さらに、既述の諸規定の適用により、解雇が無効であるとき、使用者は、無効とされた期間中〔労働者が〕

得たであろう賃金額を支払わなければならない。 

（第 3 項は、1977・7・12 法により廃止） 

 

L. 第 122 条の 31 

（1977・7・12 法；1984・1・4 法）コンセイユ・デタ経由デクレが L. 第 122 条の 25 から（1994・7・

25 法）《L.第 122 条の 28 の 9》までの諸規定の適用方法及びそれらの規定を無視した使用者に適用される制

裁を決定する。 

 

＊ 従来、該当条文の邦訳として、1986 年改正法までについては、『諸外国における育児休業制度の現状に関

する調査研究』（労働問題リサーチセンター・1990）217～219 頁及び糸久八重子〔編〕『育児休業法』（労働

教育センター・1990）302～304 頁（林瑞枝〔訳〕）がある。 
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社 会 保 障 法 典 
 

第 5 編 家族給付およびそれに準ずる給付 

第 3 部 出  生  に  関  す  る  給  付  

第 2 章 育   児   親   手   当  

 

L. 第 532 条の 1 

（1986・12・29 法）子の出生、養子縁組又は引取が、養育すべき子の数の最少数に等しいか又は超えるとき、

育児親手当が、最年少の子が制限年齢に達するまで職業活動をしないことにした、養育すべき者に支給される。 

（1994・7・25 法）《育児親手当は、パートタイムで職業活動又は有給職業訓練を行っている者には、一部

支給される。その額は、行われる〔職業〕活動又は〔職業〕訓練の期間〔の長さ〕により、異なる。〔職業〕活

動又は〔職業〕訓練の最少及び最大期間はデクレにより定められる。 

《部分的育児親手当は、デクレにより定められた最少期間中支給される。それは〔職業〕活動又は〔職業〕

訓練の終了した場合にのみ、同期間中の支給率改定がなされる。 

《労働法典 L. 第 751 条の 1 及び L.772 条の 1、本法典 L. 615 条の 1 第 1、4 及び 5 の各号並びに農事法典

第 1060 条第 2 号乃至第 5 号に定める者への部分的育児親手当の支給方法は、デクレにより改定される。》 
 
L. 第 532 条の 1 の 1（1994・7・25 法） 

《一定数の多胎出産の場合、育児親手当の権利は、その子らが限界年齢に達するまで延長される。育児親手

当は家族補足手当と重複して受給できない。》 
 
L. 第 532 条の 2 

（1986・12・29 法）この権利の開始は、なお、基本制度における老齢年金の権利を開始するに十分な職業

活動の事前の行使を条件とする。 

この活動は、つぎのことに先立つ基準、（1994・7・25 法）《養育すべき子の数》により、最低期間、行われ

たものでなければならない。 

1 子の出生、養子縁組若しくは引取、又はその後になったときは育児親手当の申請 

2 特定の順位の子の出生、養子縁組、又は引取 

職業活動と同一視される状況の決定及び考慮すべき態様は、規則により定められる。（1994・7・25 法）《そ

れは、子の順位により、異なりうる。》 
 

L. 第 532 条の 3 

（1994・7・25 法）《夫婦の 2 人は、満額の育児親手当を重複して受給することはできない。但し、夫婦の

2 人ともパートタイムで職業活動又は有給職業訓練を行っているときは、部分的手当が L. 第 532 条の 1 第 2

項に定める条件において、それぞれに対して支給されうる。但し、これら 2 つの重複して支給される手当は、

満額の育児親手当〔の額〕を超えることはできない。 

《育児親手当は、子の出生以降支給される乳幼児手当と重複して支給されえない。》 
 

L. 第 532 条の 4 

（1986・12・29 法）満額の育児親手当は、受給者にとって、つぎのものと重複して受給することはできない。 

1 出産休暇又は養子休暇の補償手当 

2 本法典 L. 第 615 条の 19 及び L.第 722 条の 8 並びに農事法典第 1106 条の 3 の 1 に定められている出

産代替手当 
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3 疾病休暇又は労働災害休暇の補償手当 

4 失業者に支給された諸補償金 

5 老齢又は疾病手当 

但し、失業者に支払われる諸補償金の支給は、育児親手当の支払い中止の日に、補償金の権利満期まで継続

される。 

（1994・7・25 法）《部分的育児親手当は権利の開始にあたり、〔本条〕第 1 号から第 5 号にいう諸補償手

当及び代替諸手当と重複して受給することはできない。本手当は権利期間中、受給者が行い又は行ったパート

タイムの〔職業〕活動の資格で受け取った〔本条〕第 1 号から第 5 号にいう諸補償手当及び諸手当と重複して

受給することができる。》 
 

L. 第 532 条の 5 

育児親手当は、それが認められていた子が手当受給者の被扶養者でなくなったとき、又は受給者が L. 第 532

条の 1 に定める最少・子数の養育をしなくなったときに支給を終了する。 

但し、扶養する子の数の減少が、子らのうちの 1 人の死亡によるとき、親手当の支給はデクレの定める期間、

継続されうる。 
 

L. 第 532 条の 6 

使用者が労働法典 L. 第 122 条の 28 の 4 による育児親休暇を承認することを拒否した、育児親手当の受給

者は、有給職業訓練への参加の優先権を有する。 
 

R. 第 532 条の 1 

（1987・3・27 デクレ）育児親手当は、子の出生又は 3 歳未満の子の養子縁組若しくは引取により扶養す

る子の数が（1994・9・1 デクレ）《2 人又はそれ以上》になるとき、L. 第 532 条の 1 から（1994・9・1 デ

クレ）《L. 第 532 条の 5》の諸規定及び本章に定める条件において支給される。 

手当の権利は子の出生・引取若しくは養子縁組、出産休暇若しくは養子休暇の終了、（1994・9・1 デクレ）

《又は権利開始の諸条件がみたされたとき》の月の翌暦月 1 日から開始する。 

L. 第 532 条の 1 にいう手当の支給の上限年齢は、3 歳である。 
 

R. 第 532 条の 1 の 1（1994・9・1 デクレ） 

《3 人以上の多胎出産の場合、育児親手当は、その子らの 6 歳の誕生日まで支給される。》 
 

R. 第 532 条の 2 

（1994・9・1 デクレ）《L.第 532 条の 2 にいう職業活動は 2 年間行われなければならない。 

1 《扶養すべき子の数が 2 人となる、子の出生、養子縁組若しくは引取、又は事後になった場合は、扶養

すべき 2 人目の子の手当請求に先立つ 5 年間 

2 《つぎに先立つ 10 年間 

a）扶養すべき子の数が 3 人以上となる、子の出生、養子縁組若しくは引取、又は事後となった場合は、

扶養すべき 3 人目の子の手当請求 

b）又は扶養すべき 3 人目の子の出生、養子縁組若しくは引取 

《育児親手当受給期間中、〔子の〕死亡が 2 人となるべき子の数を減じることになるとき〔手当〕受給権

はその期間終了まで維持される。但し、他の権利開始の諸条件が欠けるときは、このかぎりでない。》 

子の職業活動は、R. 第 351 条の 9 最終項に定められた方式により評価される最低 8 四半期、又は農業非労

働者老齢年金制度加入資格を生じさせるものでなければならない。 
 

R. 第 532 条の 3（1994・9・1 デクレ） 

《Ⅰ 満額の育児親手当が第 2 子について支給されるとき、つぎのことは職業活動と同一視される。 
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《1 R. 第 351 条の 12 第 1 号、第 2 号及び第 5 号に定める諸方式により評価される疾病、出産、労働災害

の日当補償手当の受給期間 

《2 子につき 1 四半期間の養子縁組休暇の日当補償手当の受給期間 

《3 本法典 L. 第 615 条の 19 及び L. 第 722 条の 8 並びに農事法典第 1106 条の 3 の 1 に定める、1 子に

つき 1 四半期の出産代替手当の受給期間 

《4 R. 第 351 条の 12 第 4 号に定める方式により評価される補償手当を受給している失業期間 

《5 R. 第 351 条の 9 最終項に定める方式により評価される、労働法典第Ⅸ巻の意味における有給職業訓練

期間 

《Ⅱ 手当が第 3 子又はそれ以上の子について請求されるとき、本条Ⅰ第 1 号から第 3 号に定める諸状況並び

に育児親手当が支給されている期間は、職業活動期間と同一視される。》 

 

R. 第 532 条の 4（1994・9・1 デクレ） 

《満額の育児親手当受給者がパートタイムで〔職業〕活動又は〔職業〕訓練を再開するとき、部分的育児親

手当が、〔職業〕活動又は〔職業〕訓練の開始された暦月の第 1 日から支給される。 

《同一率の部分的育児親手当の支給されるべき支給最少期間は、6 回月賦で定められる。 

《但し、職業活動又は有給職業訓練をやめる場合、部分的育児親手当が〔職業〕活動又は〔職業〕訓練の停

止期間中、その翌暦月の第 1 日より支給される。》 

 

R. 第 532 条の 5→（1994・9・1 デクレ）削除 

 

R. 第 532 条の 6（1987・3・27 デクレ） 

職業活動又はそれと同一視される活動、並びにその停止又は再開の証明は、自己申告、及び使用者、公役務

又は社会保障若しくは退職金庫の発行する書類により行われる。これらの証明は、社会保障担当省のアレテに

より決定される。 

 

＊ 従来の該当条文の邦訳として、調査局フランス法研究会〔訳〕「フランス/家族に関する 1986 年 12 月 29

日の法律」外国の立法 27 巻 3 号（1988）144～148 頁及び糸久〔編〕前掲書 304～306 頁（〔林訳〕）があ

る。 
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対象として、労働および生活諸条件の改善・向上

を通じて、家族責任を有する労働者の負担の軽減

を図り、かつ家庭責任を理由とする労働者のニー

ズに対応する幅広い特別措置の必要性について規

定しているのは、この問題への国際的な確認であ

ろう 注 1）。 

このような規定をさらに具体化したのが、EU

（ヨーロッパ連合）の 1983 年「親休暇および家

族休暇に関する理事会指令案」（Draft Directive 

on Parental and Leave for Family Reasons）で

ある。同指令案は、「公的な育児制度・サービスを

維持、拡大する一方で、親休暇および家族的理由

による休暇を促進すること」を目的とし、以下の

2 種類の休暇を保障するものである。 

第 1 が親休暇（parental leave）であり、これ

により父親あるいは母親のいずれかが、自己の子

どもが 2 歳になるまでの期間のうちの 3 か月を取

得することができるものである（同 1 条、4 条 6

項、4 条 4 項）。両親は、同時に親休暇を取得する

ことはできない（同 4 条 2 項）が、交互に取得す

れば、最大 6 か月の休暇取得が可能である。また、

パートタイム休暇として取得することも許容され

ており（同 5 条 1 項）、この場合には、親休暇の

期間は延長される。親休暇の取得につき、勤続年

数を要件とする場合には、1 年以上としてはなら

ないとしている（同 5 条 3 項）。さらに、休暇期

間終了時には、労働者は同一もしくは類似のジョ

ブに復帰することが保障される（同 5 条 7 項）が、

休暇期間中の手当支給の可否は加盟国が決定する

ものとされている（同 6 条 1 項）。また、有給休

暇を選択した場合には、その財源は社会保障制度

を含む公的基金から支払わなければならない（同

6 条 2 項）。 

第 2 の休暇制度が、家族責任を有する男女労働

者が自己の配偶者の病気・近親者の死亡などに際

して取得できる家族休暇（family leave）である

（同 8 条 2 項）。家族休暇は、「急迫かつ重要な家

族的理由のために与えられる一定期間の休暇」と

定義されている（同 1 条）が、親休暇とは異なり、

休暇期間、資格要件あるいは有給保障の場合の財

源については、明文化されていない。 

同指令案は EEC 条約第 100 条の手続きに基づ

いて策定されることから、その採択のためには加

盟国の全会一致の議決が必要であるところ、イギ

リスがこれに強固に反対しており、現在でも採択

に至っていないのが現状である。 

 

2 イギリスの状況 

 

以上のような国際的状況とは異なった態度をと

るのが、イギリスである。大多数のヨーロッパ諸

国とは異なり、イギリスは公的な育児休暇制度を

有しない稀有な国である。このため、育児休暇制

度の代替となっているのが、長期間にわたって保

障される産休制度（maternity leave）である（各

国の育児休暇制度については、表 1 参照）。 

 

表 1 育児休暇の実施状況（1989 年現在） 

 

 

イギリスの全労働者の 1/3 が子どもを有してお

り、250 万人以上の労働者が 5 歳以下の子どもを

有しているという事実は、育児休暇制度を考える

にあたって重要な前提となろう。しかし、イギリ

スに一般的な育児休業制度が存在しないため、本

稿では、その代替的制度となっている産休制度の

内容、現時点での育児休暇制度の導入の是非に言

及したあと、近年イギリスで増加している出産後

の育児期間における労働と家庭責任の両立を図る

制度としてのキャリア・ブレーク制度あるいはジ

ョブ・シェアリング制度を紹介していくこととし

たい。 
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第 1 章 イギリスの雇用状況と働く母の実態 

 

 

 

1 イギリスの雇用状況 
 

（1）イギリスの労働力人口の推移 

1996 年6 月現在の雇用労働者数は、男性が 1,115

万人、女性が 1,100 万人となっているが、女性のう

ちの 503 万人がパートタイム労働に従事しており、

またパートタイマーの 80％が女性である 注1）。 

また、男女労働者の産業別就業状況を示したの

が、表 2 および表 3 の統計庁（The Office for 

National Statistics）による調査である（1995 年

9 月現在）。これによると、雇用労働者総数は全産

業で 2,144 万人であり、性別による内訳は、男性

が 1,087 万人、女性が 1,057 万人となっている。

また、注目されるのは、サービス産業に従事する

女性の比率が著しく高い（76％）ことであり、男

性の 61％に比べると特徴的である。つぎに、パー

トタイマーの比率において女性が占める比率が高

いのは当然であるが、女性パートタイマーの約

94％がサービス産業に集中していることが注目

されよう。 

さらに、イギリスの雇用人口の将来的展望に目

を転じてみると、きたる 2006 年には 150 万人の

増加が予測されており、そのうちの 110 万人が女

性である。これにより、2006 年には、女性の労働

力は 1995 年よりも 1.5％増加し、女性の労働市場

への参入比率が一段と高まり、このことは、育児

休業制度を考えるにあたって重要な前提となろう。 

2006年の労働力の高齢化の進行も特徴である。

すなわち、35 歳未満の労働者が 120 万人減少す

るのに対し、35 歳以上の者は 1995 年よりも 270

万人増加することが予測される。また、注目され

るのは、20 歳から 64 歳までの女性の増加であり、

とくに 25～34 歳で 10％、60 歳～64 歳で 5～6％

が 2006 年まで増加することが予測されている 

注 2）。（図 1）。このことは、イギリスにおいても、

育児のみならず、介護のための休業制度の拡充が

不可欠であることを示していよう。 

 

 

表 2 イギリス男性労働者の産業別就労形態（1995 年 9 月） 

 

 

表 3 イギリス女性労働者の産業別就労形態 

 

 

 
 

2 働く母の現状 
 

つぎに、イギリスの働く母の現状は、どのよう

なものであるのか。 

働く女性の増加が著しいのは先進諸国に共通す

る現象であるが、とくにイギリスでは、10 歳以下

の子どもがいる女性の比率は、1993 年には、1985

年より 14％の増加を示している。これは EU 加盟

国中、オランダ・アイルランドに次ぐものである

が、男性がこの 8 年間で、約 2％の減少を示して

いるのと対照的である 注 3）。 
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また、イギリスでも離婚の増加が顕著であり、

25 年以上の婚姻期間を有する夫婦は、1961 年に

は 21.2％あったが、1991 年には 9.1％に減少して

いるのに対し、0～2 年の婚姻期間があった者の比

率 1.2％から 9.3％に増加している。これにともな

い、被扶養児童を有する単親の比率は、1961 年

の 2.5％から、1992 年には 10.1％へと急増してお

り 注 4）、この点からも、働く単親への育児政策の

充実が求められているといえよう。 

つぎに、図 2 は、男女別の退職の理由を示した

ものである。これによれば、男性については、剰

員あるいは解雇のような非自発的な失職が最大の

要因となっており（41％）、家族もしくは自己都合

による退職は、わずか 4％にすぎない。これとは対

照的に、女性の場合には、最大の退職要因は家族

もしくは自己都合退職であり（31％）、解雇・剰員

整理によるものは 24％と相対的に少なくなってい

る 注 5）。この数字は、いぜんとして、女性が育児

などの家族的責任を果たすために退職していると

いう現実を、明確に示すものであろう。（図 2） 

また、最近の調査として、児童給付受領に関す

る法的郵便調査（Legal Postal Survey of Child 

Benefits Recipents）である PSI/DSS Programm 

of Reserch into Law Income Families（1994 年）

が重要である。この調査の目的は、低所得家族と

単親の育児制度（child care、以下 CC）の利用状

況を調べるものである。 

この調査では、全体の 23％が単親であり、その

98％が女性である。単親の 60％以上が職に就い

ていないのに対し、配偶者を有する母の 60％は職

を有しており、また、フルタイマーとパートタイ

マーとが同率となっている。 

また、被扶養者を有する女性の雇用状況をみる

と、単親女性の 60％が無職、18％がパートタイ

マー、22％がフルタイマーである一方で、配偶者

のいる女性の 40％が無職、33％がパートタイマ

ー、残りの 26％がフルタイマーとなっている。こ

こから、子どもを有する女性、とりわけ配偶者を

持たない女性のフルタイム勤務が困難な状況にあ

ることが理解できる。他方で、共働き夫婦の比率

は、1991 年には 52％であったが、1994 年には

58％にわずかながら増加している点は、働く両親

に対する育児政策を考察するうえで重要であろう。 

表 4 は、被扶養者である子どもを有する女性の

労働時間に関するものである。表 4 から指摘でき

るのは、配偶者を有する女性の労働時間が一定し

ている一方で、単親女性の労働時間が増加してい

る点である。とりわけ、パートタイムに就労する

単親女性の労働時間をみると、15 時間以下と 16

～23 時間との占める比率は逆転しているのが注

目されよう。その原因としては、1992 年から、

資格要件が週あたり24時間から16時間となった

家族給付（Family Credit）制度の変更によるも

のと推定されている 注 6）。とりわけ単親は、「16

時間ルール」から利益を受けており、これは労働

市場への参加を奨励するものとなっている。 

 

図 2 男女別退職理由 

 

 

表 4 子どもを有する女性の労働時間（％） 

1994 年調査（カッコ内は 1991 年） 

 

 

次が CC の利用状況に関する調査である。これ

によると、1994 年に専門的な育児制度を利用す

るものは 23％（1991 年には 20％）であり、この

3 年間で大きな変化は見られない。この傾向は、

単親女性と配偶者のいる女性との間でも、大きな

差は存しないが、配偶者のいる母の利用の増加傾

向（プラス 4 ポイント）が認められる。これを具
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体的にみると、配偶者（33％）および両親もしく

は配偶者の両親（32％）などの家族の援助が全体

の 2/3 を占めているほか、親戚あるいは友人に育

児を頼むものが 18％あり、80％以上が非公式な

育児制度に依頼しているのが目立っている（複数

回答、以下同じ）。これに対し、専門的な育児制度

の 利 用 は 少 な く 、 チ ャ イ ル ド ・ マ イ ン ダ ー

（childminder）が 11％と比較的多いだけで、保

育園もしくはプレイグループ（nursey school or 

playgroup）が 6％、託児所（mursery or creche）

が 5％、学童クラブ（after school or holiday 

playscheme）が 4％ときわめて少なくなっている。

このほか、子どもの育児が不要な年齢に達してい

る（24％）、子どもの通学時間だけ働く（22％）、

在宅労働に従事している（8％）など、特別の育

児制度を利用していないケースも少なくない。 

また、最年少の子どもをもつ母の育児制度の利用

状況に関する調査がなされている。これによると、

子どもが 0～4 歳の場合には、家族などのインフォ

ーマルなものだけを利用するものが 48％と約半分

を占め、専門的な育児制度のみを利用するもの

（24％）、両方を利用するもの（23％）をわずかに

上回っている。子どもが 5 歳～10 歳、11 歳～15

歳のケースについても、専門的な育児制度の利用は

5％、インフォーマルなものと併用するものを合わ

せても、20％である。このことから、働く母が専門

的な育児制度とインフォーマルなものとの併用に

よって、育児をなしていることが理解できるが、こ

のことは、配偶者のいる母についてとりわけ妥当し

ている 注7）。また、子どもが小学校に通学している

母親が育児制度を利用しない比率が増加してるが、

これは子どもに手がかからなくなっている、あるい

は登校時間のみに働くようになっていると推測さ

れるが、このことは、他の統計 注 8）によっても明

らかとなっている。フルタイムの母が利用する育児

制度の比率（複数回答）は、①有料の保育者／乳母

（child minder／nanny）38％、②家族・友人（無

料）36％、③保育園 29％となっているのに対し、

パートタイムの母の利用は、①家族・友人（無料）

38％、②保育園 35％、③私立の保育施設 20％とな

っており、フルタイム就労の母ほどオフィシャルな

制度を利用している。 

調査の第 3 は、育児のための出費に関するもので

ある（1994 年）。働く母のうち、育児のために特別

の出費をしたものは 25％であり、この数字は 3 年

前（23％）とあまり変わっていない。また、支出額

は、1 ポンド～20 ポンドが 31％、21 ポンド～40

ポンドが 29％、41 ポンド～60 ポンドが 20％と、

これらのグループで 80％を占めている。また、平

均額は 43.46 ポンドとなっているが、この額は、3

年前の約 45％の増加となっている。この内訳をみ

ると、単親とフルタイムの配偶者を有する母とでは、

大きな差異が見られ、後者は前者の約 1.4 倍にもの

ぼっており、単親が育児費用に出費する余裕がない

ことを示していよう。また、同様にフルタイム就労

の母のほうが、パートタイマーの母よりも、育児の

出費の余裕があることを示している（表 5）。 

 

表 5 働く母の育児費用（1994 年、カッコ内は 1991 年） 

 

 

表 6 EU 加盟国の 10 歳以下の子どもを有する 

  女性の就労形態と労働時間（1993 年） 

 

 

さらに表 5 から、この 3 年間の出費額の増加比

率が著しく高いのが理解される。とりわけ単親の

パートタイム就労者については、3 倍近い出費と

なっている。また、全体的に見ても増額が目立ち、

この 3 年間における賃金上昇の 1.5 倍以上の数値

を示している 注 9）。 
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最後の調査項目が、1992 年に変更された前述

の家族給付制度が育児制度に与えた影響である。

この制度の資格要件として、従来は週当たり 24

時間以上の労働時間から 16 時間に変更されてい

る。これにより、所得に対する生活維持給付

（maintenance payments）から 15 ポンドを控

除（disregard）するものであるが、さらに 1994

年 10 月からは、育児コストが控除される制度が

開始することになった。これらはすべて、家族が

有給労働に入り、かつその生活を維持するための

手段と説明されている 注 10）。この家族給付制度

を利用する配偶者のいる母の数は少ないが、フル

タイム就労者でこの制度を利用する者の比率は、

1991 年の 31％から、1994 年には 46％と大幅な

増加を見せている。また、単親でこの制度を利用

する者の比率は、1994 年には 32％となっている。 

以上の統計により、働く母が支出する育児費用支

出が増加していること、専門的な育児制度への強い

要望があり、とくに配偶者のいる母は専門的な育児

制度の利用が増加していること、働く母、とりわけ

フルタイマー、パートタイマーを問わず、単親の母

の労働時間が増加していることが示されている。

 

 

第 2 章 イギリスにおける出産休暇制度 

 

 

1 出産休暇制度の概要 

 

前述したように、イギリスには正式な育児休暇

制度が存在せず、諸外国に比して長期にわたる出

産休暇制度がこれに代わるものとなっている。こ

れには、1978 年以来の休暇制度と、1993 年にあ

らたに導入された休暇制度の 2 本だてであるのが、

イギリスの出産休暇制度の特徴である。そこで、

まず、出産休暇制度の概要と、その法理に言及し

ておくこととしたい。 

 

（1）出産後の復職権 

 

出産休暇に関する権利の第 1 は、1978 年雇用

保 護 統 合 法 （ Employment Protection

（Consolidiation）Act，以下 EPCA）により導入

された出産後の復職権である。この制度はイギリ

スの出産休暇制度として紹介されることがあるが、

これは文字どおり、出産後の一定期間経過内に復

職できるものにすぎず、その期間中は雇用契約の

存続が保障されておらず、厳密には出産休暇とは

いい難いものである。この制度が、しばしば出産

に関連する欠勤（maternity-related absence）と

呼ばれる所以である。 

この制度により、女性被用者は、出産から 29

週間以内の何時においても復職することができる

（EPCA 第 33 条および 45 条）。妊娠もしくは出

産を理由として全部もしくは一部の期間を欠勤す

る女性労働者は、欠勤しなかったら保障されてい

たであろう雇用条件よりも不利でない条件で、復

職することが保障されている。 

復職権が保障されるための要件としては、①従

来あった週あたり労働時間数の要件は削除され、

出産予定週以前の 11 週間が開始する時点で、同一

の使用者に 2 年以上雇用されていること、②従業

員 6 名以上の企業に雇用されていること、③出産

予定の 11 週間前まで就労していること、④欠勤す

る少なくとも 21 日前に、自分が妊娠していること、

出産の予定日、休暇を取得する意図があること、

復職の意図があることを通知すること（もし要求

されれば、医師もしくは助産婦の出生証明書を提

示すること）である（EPCA 第 39 条）。この場合、

使用者は、休暇取得後 11 週間内に、被用者が復職

の意図があるか否かの確認を求める書面を提示す

ることができ、被用者は、この書面を受領後 14 日

以内に、これに回答しなければならない。もし、

被用者がこの回答をしない場合、その他の要件を

充足していたとしても、休暇の権利を喪失する。 

以上の要件を充足すれば、女性被用者は、いつ

でも復職することができるが、出産週開始後の 29

週を超えて復職を延期することができない。しか

し、この原則には、①疾病にかかっている場合に

は、4 週間だけ延長することができること、②使

用者がさらに 4 週間、復職を延期することができ

るが、この場合には、延期する理由と、復帰の日

を通知しなければならないこと、③ストライキの

ような労働の停廃のように、復職ができない事情

が発生した場合には、労働が開始された後の 28

日まで復職を延期することができることという 3
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